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はしがき

　我が国は今後、急速な少子高齢化の進展とともに超高齢・人口減

少社会を迎える。これにより、高齢者や共働き世帯が必要とする各

種福祉サービスへの財政需要が一層の高まりをみせている。一方

で、地域医療の充実、地域公共交通網の再編・整備、防災基盤の整

備、公共施設の維持管理・更新投資への対応も今後より一層必要と

なることが見込まれている。他方、こうした取組みとともに、魅力

ある都市づくりをめざし、農村地域とも連携しつつ文化・スポーツ

の振興など、将来に渡って住民や企業にとって価値ある生活と生産

の空間を創出していくことも引き続き、都市自治体の使命である。

　そこで、魅力的な都市空間を創出するとともに新たな時代の財政

需要に応えるための都市自治体の財政運営とこれを支える地方税制

のあり方などについて、国内外の先進的な取組みや実例を踏まえて

理論的な検討を行うこととした。具体的には、平成27（2015）年度

から平成28（2016）年度までにかけ、（公財）日本都市センターで

は「地域経済財政システム研究会 WG（ワーキンググループ）」（座

長　井手英策・慶應義塾大学経済学部教授）を設置し、超高齢・人

口減少時代の都市自治体の行財政運営のあり方の検討を行ってき

た。本研究会 WG 委員は、財政学、行政学、地域計画などの各分

野において第一線で活躍する若手研究者である。本研究会では、全

8回の研究会を開催するとともに、12カ所のヒアリング調査を行い、

それらを通じて得られた知見をもとに議論を深めた。本報告書はそ

の研究成果をとりまとめたものである。

　その結果、本報告書では、今後の超高齢・人口減少時代の到来と

ともに、公共私の分野を問わず多様な主体による連携が求められて

くること、そして、そうした連携を促進する調整役（コーディネー
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ター）としての市町村、特に都市の役割や施策のあり方について、

各自治体の取組みを通じて論じることになった。

　今後の厳しい人口減少社会の到来に対応していくには、各自治体

が公共私の分野を問わず、多様な地域主体との連携を促進する調整

役（コーディネーター）としての役割を担うこと、ときにはそうし

た連携の原動力となることがカギとなるだろう。本報告書には、既

にそうした連携を促進する自治体の取組みが数多く収められてい

る。本報告書が、今後の厳しい時代を乗り切る自治体の行財政運営

のあり方を考えていく際に多少なりとも貢献できれば幸いである。

　最後に、研究会の意見交換、現地調査、報告書の執筆に当たっ

て、井手座長をはじめ研究会委員の皆様には、多大なるご尽力をい

ただいた。また、現地ヒアリング調査にご協力いただいた都市自治

体や各団体の皆様にも多大なご協力をいただいた。ここに記して厚

く御礼を申し上げる。

　2017年3月

� 公益財団法人日本都市センター研究室
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エグゼクティブ・サマリー

第１章　「公・共・私のベストミックス」の時代へ

　　　　－歴史的アプローチ、そして小田原市・多久市からの示唆

� （慶應義塾大学経済学部教授　井手　英策）

　いわゆる近代とは、それまで重なり合っていた「生活の場」と

「生産の場」が分離していった時代を指している。同時に、弱体化

が進んだ双方の相互扶助関係の隙間からこぼれ落ちた人びとの生

存・生活を保障する「保障の場」が自律していった時代でもあっ

た。しかしながら、日本の場合、自助努力を前提とした自己責任社

会が構築され、「保障の場」が不十分だったことが災いし、経済の

低成長化とともに、近年、統治の危機、社会の分断化が加速しつつ

ある。本報告書では、オリンピック後の日本社会を念頭におきつ

つ、人間の生存と生活ニーズの充足をめぐって、「保障の場＝公」

「生活の場＝共」「生産の場＝私」の三つの関係をどう再構築すべき

か、また、現実の基礎自治体においていかなる変化の胎動が始まっ

ているのかについて検討していく。

第２章　持続可能な地域経済構築と「雇用」確保に向けた

　　　　地方自治体の役割　　

� （日本大学経済学部教授　沼尾　波子）

　人口減少により「私」活動の弱まりとともに、「共」の機能も弱

体化が進む地域が増えているが、こうした地域の経済活性化に向け

た公共部門の役割について、島根県江津市、岩手県紫波町の事例等

を手掛かりに検討した。事例から、行政は単に職業紹介や企業誘致

などの雇用機会創出策に留まっていないことが見えてきた。仕事や

暮らしが営まれる「場」と、そこでの人々の（経済）活動を支援す
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る「関係」づくりをサポートすることで、新たな仕事やビジネスが

生まれる環境を構築している。また、地域資源や人との重層的な関

係構築を通じて、地域で衣・食・住＋職の４つが手に入る環境づく

りが進められており、そこに地方自治体としての「公」の役割を見

出すことができる。

第３章　人口減少社会における地域公共交通のあり方と行政の役割

� （香川大学大学院地域マネジメント研究科教授　村山　卓　

� 日本都市センター研究員　清水　浩和）

　人口減少社会においては地域公共交通の利用者数が減少すると、

次第に利益が減少し、利潤を生まなくなった民間事業者（私）が交

通事業から撤退する可能性がある。地域住民の「足」を確保するた

めに交通事業が必要であれば、結局は「公」が引き継ぐしかなく、

税金を投入するしかなくなる。高松市は、このような臨界点に達す

る前に、多核連携型コンパクト・エコシティ構想に基づく施策を推

進し、利用者数増加を導き、公共交通サービスの維持に成功してい

る。このような高松市の施策は、まちづくりと交通施策とを連動さ

せた総合的な政策という点で、富山市のコンパクトシティ施策と多

くの共通点を見いだすことができる。ただし、我が国の交通事業も

戦後、諸外国と同様に自動車の劇的な普及とともに、一部の大都市

圏をのぞき、多くの地方においては営利事業としては既に成立しな

くなっている点を踏まえる必要がある。よって、今後は我が国で

も、こうした欧米諸国で一般的となっている公的補助を前提とした

公共交通の運営を検討すべきであろう。加えて、各自治体が魅力あ

るまちづくり政策との関係において、また地域ごとの住民ニーズと

の関係において地域公共交通網を今後構築していくには、それにつ

いて話し合うための場づくりこそが関係者間（自治体、事業者、地

vi
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域コミュニティ：公共私）の連携には必要であり、基礎自治体の調

整役（コーディネーター）としての役割がこれほど問われている政

策分野はほかにないと言っていいだろう。

第４章　人口減少社会における文化・スポーツ（広義の文化政策）

　　　　に対する行政の役割

� （香川大学大学院地域マネジメント研究科教授　村山　卓　

� 日本都市センター研究員　清水　浩和）

　今後の我が国の超高齢・人口減少社会の激しい進展の中では、国

や自治体が税を使って文化政策を行う意義や価値を見いだしづらい

ことがあるかもしれない。しかし、衣食住のニーズを満たすことに

主眼が置かれている従来型のセーフティネットからはこぼれ落ちて

しまう人々のニーズを汲み取り、掬い取ることこそ、これからの文

化政策が担うべき役割ではないだろうか。そのために、芸術でもス

ポーツでも、なんらかの文化的な活動や作品に触れてもらうこと

で、生きる気力を取り戻し、人とつながる機会と場を行政（公）が

多層的に用意しておくことの重要性は高まりつつあるように思われ

る。本章ではまず、瀬戸内国際芸術祭を機にした男木島の再生の取

組みを通じ、香川県や県内市町村（公）の投資をきっかけにしつ

つも、数多くの民間アーティスト（私）の参加をはじめ、福武財

団、地元住民など、多様な主体が参加し連携することで、男木島

という地域コミュニティ（共 ) が再生を遂げつつある状況が描かれ

る。さらに、高松市の芸術士派遣事業の取組みでは、高松市（公）

と NPO 法人アーキペラゴ（私）の連携による幼保を舞台とした新

たな就学前教育の現場が描かれる。最後に、スポーツ文化（総合型

地域スポーツクラブ：共）の振興による地域再生を全国でも最も強

く推進する自治体（兵庫県、加古川市：公）の取組みを紹介する。
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これらは自治体（公）の支援を大きなきっかけとしつつも、人々の

生活の質を高めるとともに、まちの魅力を高め、地域コミュニティ

（共）の再生を果たしつつあるという意味で、まさに地域の最前線

の取組みである。

第５章（１節）　公共施設の複合化とその管理

� （首都大学東京都市教養学部准教授　松井　望）

　本章では、まずは各自治体が公共施設等総合管理計画の策定を進

めるなかで、同計画に記載された公共施設の今後のあり方としての

公共施設の統合化路線の特徴を明らかにした。次いで、統合化のな

かでも一つの施設のなかに複数の機能をもつ複合化が主要な選択肢

であることを踏まえ，複合化に伴う「管理の割拠性」の問題を提示

している。そして、「管理の割拠性」への対応を考えるうえで、先

行して複合化を進めた武蔵野市と京都市の取組みをまとめている。

最後に、２つの市の取組みからは，「管理の割拠性」に対しては、

機能間でのつなぎ目がない制度・仕組みの整備、庁内連絡体制の整

備と体制の実質的運営、現場での判断拡大の必要性を示した。

第５章（２節）　公共的な空間利用と地域コミュニティの活性化

� （芝浦工業大学工学部准教授　佐藤　宏亮）

　公共空間とは本来、多くの人々が相互に関係し、自治を育み、社

会参加の機会を提供する場所である。近年では過疎高齢化の進展を

背景に、特に地方都市において、基本的な生活サービスの提供が公

共空間に求められる重要なニーズとして浮かび上がってきている。

しかし、多くの都市で活力が低下する中で、地方自治体が公共空間

をこれまで通りの方法で整備し、維持管理していくことが困難にな

りつつある。本章では廃校を地域の交流センターとして活用しなが
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ら様々な生活サービスを提供している雲南市の取組みと、地域的企

業が社会参加の機会や場所を提供している大里総合管理株式会社の

取り組みを紹介しながら、地域において「共」の空間を創造し、マ

ネジメントしていく方法について検討を行う。

第６章　都市部における高齢者の生活・居住のための取組み　

� （埼玉大学大学院人文社会科学研究科准教授　宮崎　雅人）

　本章においては、高齢者の生活・居住に対して地方自治体や

NPO 法人などの主体がどのように関わっているかについて、名古

屋市と新宿区における２つの事例を取り上げた。

　名古屋市における「ナゴヤ家ホーム」では、孤立死を防止するた

めに高齢者相互と NPO 法人による見守りが行われている。こうし

た取り組みを通じて、独居高齢者が孤立した状態では満たすことが

できない日々の生活の中で生じるニーズに「共」で対応しようとし

ている。そして、「公」はそのための基盤を提供している。

　一方、新宿区における「暮らしの保健室」は相談業務を通じて、

病院では満たすことができない医療ニーズに対応している。また、

様々な主体が関わることによって地域住民の居場所となっており、

医療だけではなく、介護や障碍、さらには日々の生活の中で必要と

なる情報が提供される場となっている。こうした取組みに対して、

「公」はソフト面の活動資金の提供という形でその役割を果たして

いる。

第７章　地方税制・財政調整のあり方　

� （立教大学経済学部教授　関口　智）

　近年、公共部門に対するニーズは多様化し、複雑化している。そ

のような中、公共部門の収入は、租税の徴収段階でその使途を特定

ix



Copyright 2017 The Authors. Copyright 2017 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.

し、住民の痛税感の緩和を試みるような制度設計がみられる一方で

（租税の料金化）、ドイツのシュタットベルケのように、一定範囲の

ニーズの充足を前提に、原則的には料金収入を用いて内部相互補助

を行うような制度設計も見られる（料金の租税化）。いわば、「租税

の料金化」と「料金の租税化」の間でのゆらぎである。そもそもこ

のような状況は、歳出面（租税支出含む）の統制に関する住民の不

信感から生まれている現象でもある。本章では、強制性と無償性を

有する租税の基本的視点から都道府県と市町村の地方税体系と財政

調整について考察した。

終章	 歴史の転換点における地方自治体の財政責任

� （慶應義塾大学経済学部教授　井手　英策）

　本報告書をつうじて、「公」の機能を「共」や「私」が代替して

いく可能性が強調されてきた。だが、そのことがもし、「公」の際

限なき縮小、あるいは責任放棄を意味しているとすれば、それは社

会権の保障を強化してきた人間の歴史への逆行、あえていえば、19

世紀への単線的な回帰を意味することとなる。人口規模と経済領域

が縮小していく縮減の世紀にあって、いかなる「公」の再編があり

うるのか。「共通のニーズを共同で充足する」こと、いわば「財政

の原点に帰る」という方向性を拠りどころとしながら、今後の地方

財政の果たすべき役割、未来への可能性を示す。
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「公・共・私のベストミックス」の時代へ
－歴史的アプローチ、そして小田原市・多久市からの示唆－
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1　経済の再定義とニーズ

　市場経済の動きやそこでの関係が、人間の生き方、そして社会の

さまざまな問題を決定づける、そんな「経済の時代」を私たちは生

きている。だが、「経済の時代」は人間の歴史の一局面にすぎない

ということを見抜いていた優れた経済人類学者がいた。カール・ポ

ランニーである。

　ポランニーは、そもそも「経済」は、「経済的性質をもたない諸

状況」のなかに埋め込まれていた、という。では、経済とは何か。

それは、「人間と自然の関係を基礎としながら、物質的な欲求を満

たすために手段を提供すること」である（ポランニー『人間の経

済』）。

　こうした経済の定義に従えば、ここでいう「物質的な欲求を満た

すために手段を提供する」方法は、「交換」だけには限定されない。

ポランニーによれば、経済のプロセスは以下の３つの統合のかたち

によって支配されるという。

①それぞれの集団のパターンにしたがい相互に扶助する「互酬」

②集団のなかで貨幣や財を一手に集め、それを法や習慣、中央の決

定によって構成員に配分する「再分配」

③市場のもとでの、個人間・集団間での財・サービスの移動である

「交換」

　以上の視点から日本の近世を見てみよう。田植えや稲刈り、屋根

の葺き替えはもちろん、財産を守るための消防や自警なども含め

て、物質的な欲求は「互酬」によってみたされていたことに気づ

く。また、「再分配」の一環として、凶作や飢饉のときに窮民を助

2
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けるための備荒貯蓄などが整えられていたことも広く知られてい

る。これらはいずれも「物質的な欲求を満たすための手段」にほか

ならない。

　「交換」だけではなく、「互酬」や「再分配」といった、いわば支

え合い、助け合いもふくめて広い意味で経済なのであり、この経済

を土台としながら、人びとはひとつのまとまりをなし、集団、そし

て社会をつくってきた、これがポランニーの見立てである。

　重要なのは、これらの「まとまり」のメカニズムが発生したの

は、人間が「生きていく／くらしていく」ための「必要（needs）」

をみたすうえで協業することが不可欠だった点である。実際の歴史

を眺めてみても、人間と人間のあいだには共通のニーズがあり、そ

れをみたすためにおたがいが頼り合い、支え合う関係がつくられて

きたことを知ることができる。

　縄文時代の日本人を見てみよう。網野善彦が『日本社会の歴史』

のなかで指摘したように、このころ、高齢者も障害者も平等にあつ

かわれ、みなが助け合って生きていた。なぜか。それは、きびしい

自然に圧倒され、平均年齢が30歳と短かったことから、人びとは、

「生きる」という共通のニーズのために助け合わねばならなかった

からである。

　江戸時代の組合村も同じである。組合村とは村をこえた地域のつ

ながりを指す。生活で必要となる河川や山林などの共同利用、領主

から命じられる土木工事、よそ者との間で起きるトラブルへの対応

など、さまざまな「くらし」のニーズにこたえるために、組合村が

つくられた。いってみれば「村と村の共同行為」である。

　いまを生きる私たちにもこのことはあてはまる。NPO やボラン

ティア、町内会や自治会の取組みは、どれをとっても地域や社会全

体にある人びとの共通のニーズをみたすために存在している。農村
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部で見られる消防団や自警団も同様である。私たちは正義のために

助けあってきたのではない。「人間と人間の共通のニーズ」をみた

すために助け合い、共同で困難に取り組んできたのである。

2　ニーズの歴史と経済の時代

　このように、人類史をつらぬく「ニーズ充足の歴史」という観点

から見てみると、「経済の時代」も、また違って見えてくる。

　近代より以前の時代、人間の「生活の場」と「生産の場」とは、

重なり合っていた（図表１－１）。人びとはコミュニティのなかに生

まれ、育ち、働き、自給自足をおこない、あらたな家族を作り、最

後はその生まれた場所で死んでいった。

※近代以前、国・領主と住民（と家族）とは支配―被支配関係にあった。住民とその家族は各集落に参加。
※近代以降、生産の場（市場）と組織（企業）が拡大するとともに、公の場と組織も拡大。地域の各集落が自治会・町内会の単位へ。
※この他、無数に組織は描きうる。例えば、民間企業も公助や共助の場(領域)で一定の役割を担いうる。

※３つの領域で、人間の基本的なニーズ
（必要）が満たされる（それぞれの領域で
負担と給付のありようが異なる）
※多層的なセーフティネットと人間の多様
なニーズの充足

かつての公共私（「公」「共」「私」）の概念整理図
（※国や領主の統治の下でも、生活の場は存在。いまだ生活の場(共)と生産の場(私)が未分化。

公の場（公）

生活の場（共）
＝互助・交流機能

生産の場（私）
国

商工業者 集落

統治・支配

「住民」と「家族」 ※伝統的家族・農業社会（多産多死社会）

負担(貢納・労役)参加 協力・交流

地方領主

住民は伝統的な生活の場（地域コミュニティ）にも所属し、物々交換と自給自足が一般的。

一部は貨幣による商品流通も。公の場では、住民は統治され徴税・徴用もされていた。）

※ は組織

＝統治・治安維持機能

教会・寺社

集落

貴族集落

＝物々交換機能

＝自給自足機能

＝商品流通(一部)

一致

（かつての共私）

図1－1　かつての公共私の関係

出典：本研究会の議論を基に、清水研究員作成
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　だが、市場経済が広がり、交換の道具となった貨幣がくらしのな

かに入り込んでくると、状況は一変する。

　まず、多くの人びとが貨幣を手にいれるために労働者となって、

都市へと移動した。そして、賃金をかせぎ、生存・生活のニーズを

自分自身の手でみたすようになっていった。「生活の場」と「生産

の場」が分離した時代、それが「経済の時代」だったのである。

　「生活の場」と「生産の場」の分離。それは「互酬」や「再分配」

を原理とする「共」の領域と、「交換」を原理とする「私」の領域

が分離した瞬間でもあった。それ以前の時代には、「生活の場」「生

産の場」のなかで、人びとは生存・生活のニーズをみたすために支

え合って生きていた。事実、子育てや介護、治安、消防、教育、さ

まざまなサービスを家族やコミュニティのみんなが汗をかき、おた

がいに提供しあっていた。

　しかし、「経済の時代」になると、「生産の場」＝「私」で手にし

た賃金が、生きるため、くらすための手段となる。この賃金は、一

方では、衣食住の確保という生存のニーズ、子どもの教育や病気、

老後へのそなえといった生活ニーズのために使われる。他方で、

ソースティン・ヴェブレンのいう「顕示的消費」、つまり見せびら

かしのための個人的なニーズ、あえていえば「欲望（wants）」の

ためにも賃金は使われる。

　「経済の時代」とは、「わたしたちに共通のニーズ」が個人化・

市場経済化し、自助努力と自己責任によってそれらをみたすよう

になった時代だった。別言すれば、「生活の場」＝「共」でみたし

あってきたニーズを、「生産の場」＝「私」で手にした賃金によっ

て、自助努力でみたすようになった時代なのである（図表１－２）。
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3　市場経済化と共同行為としての財政

　ニーズが個人化され、賃金によってみたされる。これを「ニーズ

の市場経済化」とよんでおけば、この市場経済化は、当然だが、人

間が共同に行為する機会を減少させる。なぜなら、コミュニティを

つくり、そこで共同に行為するための場所も、必要性も、以前より

格段に薄れるからである。

　だが共同行為の少ない自己責任の社会、それは、きわめて不安定

な社会でもある。なぜなら、自分が病気になったりけがをしたりす

れば、生活の危機に直面することとなるからである。だからこそ、

人間は、「共」と「私」をこえた新しい場、すなわち「保障の場」

でありかつ「支配の場」でもある「公」をつくりだしたのだった。

　私たちが問題とする財政は、この歴史的な変化、「保障の場とし

※近代以前、国・領主と住民（と家族）とは支配―被支配関係にあった。
※近代以降、生産の場（市場）と組織（企業）が拡大するとともに、公の場と組織も拡大。地域の各集落が自治会・町内会の単位へ。
※この他、無数に組織は描きうる。例えば、民間企業も公助や共助の場(領域)で一定の役割を担いうる。

※３つの領域で、人間の基本的なニーズ
（必要）が満たされる（それぞれの領域で
負担と給付のありようが異なる）
※多層的なセーフティネットと人間の多様
なニーズの充足

近代の公共私（「公」「共」「私」）の概念整理図
（※近代化とともに市場経済(生産の場)が分化、拡大。人々の納税で政府(財政)の規模も拡大。

公の場(公)

生活の場（共）
＝互助・交流機能

生産の場（私）
＝貨幣を通じた交換機能

＝企業は商品を貨幣

と交換、利潤追求も

国

スーパー・コンビニ等

住民(家族)

公共サービス

※工業社会(多産少死社会へ)

納税
負担（会費）・参加

負担(代金)･参加 商品(負担の対価)
協力・交流

市町村

住民は生産の場（市場）に参加し労働を提供し、賃金を得て多様な財と交換。地域コミュニティにも参加。
企業は商品を生産、貨幣と交換し利潤を得る。「住民」「家族」「企業」は主体として

公共私の場に参加、それぞれの場でニーズが満たされる。 ※ は組織

＝資源配分・再分配機能

学校

都道府県

自治会等

企業

企業

企業

ＮＰＯ等

（公共の場：交差する領域）

「住民」と「家族」,「企業」(近代～)

図1－2　近代の公共私の関係

出典：本研究会の議論を基に、清水研究員作成
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ての公の分離」とともに発生している。その成り立ちを見ておこ

う。

　16世紀の中頃から17世紀にかけてヨーロッパでは宗教戦争がおき

た。16世紀には48回、17世紀には235回の大規模な戦争が起きたと

いわれる。戦争の時代にいのちの危機にさらされた人びとは、お金

で雇う傭兵軍から常備軍へと軍隊を切りかえていった。常備軍を抱

えこんだことによって、国家の軍事費は急増した。そして、その財

源をまかなうための租税負担が急速に高まっていった。

　財政の起源、それは、いわば「生存という共通のニーズ」のため

に、人びとが税という痛みをわかちあったことが出発点だった。財

政はそのはじまりからして、共通ニーズをみんなでみたすという共

同行為そのものだったのである。

　18世紀にはさらに戦争が頻発するようになった。だがそれにくわ

えて、18世紀の終わりには産業革命がおき、市場経済での活動や貨

幣をつうじた交換が「生活の場」全体を巻きこんでいくようになっ

た。人びとは所得をかせがなければくらしを支えられなくなった。

コミュニティの助け合いによって生存や生活を支えあった時代はお

わり、仕事を失うことが生存・生活の危機に直接結びつく時代が訪

れたのである。

　16世紀にはイギリスの救貧法にみられるように、まずしい人が増

え、治安が悪化し、社会を安定させるための施策がととのえられて

いった。紆余曲折はあるものの、長期的にはその範囲がさらに広げ

られ、政府は、道路や住宅といった生活環境にくわえ、伝染病をお

さえるための上下水道、子どもへの義務教育など、生活するうえで

の社会に共通のニーズを引き取るようになっていった。

　以上のプロセスでは、人びとにとってなにが共通のニーズなの

か、それらをどのようにみたしていくかを決め、実行する組織がも
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とめられるようになる。こうして、財政のあゆみとあわせて、議会

や官僚組織がととのえられていった。

　このようにニーズの市場経済化が共同行為を弱らせていった一

方、私たちは、財政や政府を柱とするあらたな「保障の場」をつく

りあげていった。財政は「人間の生存や生活をまもるため」に生ま

れた「あたらしい共同行為」だった。「だれかの利益」ではなく、

「みんなの利益」のためにつくられたもの、それが財政だったので

ある。

4　自己責任と共通のニーズのアンバランス

　「経済の時代」とは、「生産の場＝私」の領域で賃金をえて、生き

るため、くらすためのニーズを自力でみたしつつ、同時に、みせび

らかしの消費を楽しみ、それが社会のなかでの地位を決める時代で

ある。だからこそ、経済成長が不可欠であり、「経済の時代」と本

章でも呼んでいるわけだ。

　一方、「生活の場＝共」は家族やコミュニティのなかへと押しこ

められ、とりわけ家族は「公（おおやけ）」にされない、プライバ

シーの空間となった。戦後になると女性と男性の分業がすすみ、プ

ライバシーの空間では、女性が育児や保育、養老介護もふくむ家事

全般を受けもっていった。

　さらには、財政という「保障の場＝公」において、税を払い、共

同需要をみたし合うという「あたらしい共同行為」がうみだされ、

人びとの生存・生活ニーズをみたすことで、安定した社会がつくり

だされていった。

　だが問題はこれらのバランス、別の言い方をすれば、日本的な特

質である。江戸時代から、日本では「勤労」と「倹約」いう考えか

8
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たが大切にされてきた。そして日本では、この勤労、そして自己責

任という理念がいまだに福祉国家の中核に居すわっている。

　もちろん、勤労や倹約といった考えかたじたいは、どの国にも存

在している。プロテスタントの思想が広がると、「神はみずから助

けるものを助ける」という教義が広がり、まずしさはむしろ怠けた

ことの結果だとさえ考えられるようになった。勤労の英単語である

“industry”が同時に産業を意味しているのも印象的である。

　だが、憲法に勤労が権利であるだけではなく、同時に義務とまで

書きこまれている国は欧米諸国には存在しない。そして、勤労と倹

約が前提とされてつくりだされた日本の福祉国家では、それらが前

提とされ、働く世代にたいしてきわめて貧弱なサービスしか提供し

ていない。

　日本は、財政という共同行為の領域がとても小さく、「私」や

「共」が社会の中心をしめ、自己責任の領域がとてもおおきい社会

だった。もう少し日本の福祉国家を掘りさげて考えてみよう。

　高度経済成長期以降、政策の柱にすえられてきたのが、勤労した

人に税をかえす勤労所得減税、まずしい人たちに勤労の機会をあた

え、所得を自分でかせぐようにうながす公共事業だった。

　1990年代までの戦後日本の財政の歴史を見てみるとよい。まさに

所得減税と公共事業で歴史が彩られている。反対に、住宅、教育、

医療、老後の生活といった生活のニーズは、お金をかせぎ、倹約し

て、それをたくわえて自分で何とかしなければならなかった。子ど

もを塾にいかせる、学校にいかせる、病気になったときや老後のそ

なえ、家を買う、どれもこれも貯蓄でまかなっているはずだ。

　社会保障は、勤労の義務をまっとうした高齢者への「ごほうび」

と、まずしい人にたいする「ほどこし」にかぎられた。教育サービ

スも社会の共同責任ではなく、親の責任だと考えられ、私学や塾の
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ように、自分自身で市場からサービスを買いもとめることが当然だ

と考えられた。

　さらに特徴的なのは、家族、とりわけ専業主婦が育児や保育、高

齢者の介護を担ってきたこと、また、企業も経営家族主義のもと

で、医療や住宅などに関する法定外福利費を負担してきたことであ

る。こうした枠組みのもとでは、男性労働者の所得保障が決定的に

重要になる。こうして、「共」の領域が「公」の領域を手厚く補完

してきた一方、年金や失業保険など、男性の賃金喪失リスクを中心

に社会保険制度が整えられることとなったのである。

　経済成長とともに所得がふえていけば、もちろん税収も増大し、

財政も大きくなる。だが、日本ではそのゆたかな税収を国民にかえ

し、貯蓄のたしにしてきた。そして、それを家族や企業がサポート

することで小さな政府が実現されてきた。増えていく所得と貯蓄、

これに家族や企業の助け合いとを重ね合わせ、自分たちの生存と生

活を維持する自己責任社会。まさに「勤労国家」である。

　以上を逆にいえば、私たちは、だれもが必要とする生存・生活の

ニーズを増税でまかなうという経験をしてこなかったということで

もある。「自己責任」と「あたらしい共同行為」は「経済の時代」

をささえた車の両輪だが、極端に前者にかたよった社会を私たちは

つくってきたのだ。

 

5　自己責任を強いられる人びと

　勤労と倹約。これほど日本人が大切にしてきた価値観はめずらし

いかもしれない。だが、この発想は、さきのプロテスタンティズム

の話と同じく、「経済的に失敗した人」を、そのまま「道徳的に失

敗した人」と結びつける考えかたとむすびつく。貧乏なのは自堕落
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だからだ、努力がたりないからだ、だからそれは自己責任だ、とい

う具合に。

　奇跡的な、おどろくほどの経済成長が達成できた時代は、ほとん

ど人びとが自分の責任で生活の安定を手にすることができた。しか

し、バブルが崩壊し、少子高齢化と人口減少が明確になっていくな

か、状況は激変する。

　1990年代は、勤労国家が全面的に発動された時代だった。日本財

政の歴史に残る、大規模な所得減税と公共事業がおこなわれた。勤

労者にたくさんのお金がくばられ、土木事業をつうじてさまざまな

勤労のチャンスがあたえられたわけである。

　減税と公共事業はいわば経済の気付け薬のようなものだ。だが、

日本が直面していたのは、カンフル剤ではとても対応しきれないよ

うな、いまだ経験したことのないような経済の大変動だった。

　1985年のプラザ合意以降、急激な円高がはじまった。１ドル240

円だった為替相場は、数年のうちに120円近くにまで上昇し、1990

年代のなかばには100円を割りこむところにまで円高はすすんで

いった。10年のあいだに円が３倍近く跳ねあがったわけだ。これは

輸出をおこなう際に、賃金と物価が３倍近くあがったことに等し

い。日本企業は思い切った賃金の削減をせまられた。日本的経営の

柱ともいうべき「年功序列賃金」の見なおしをもとめる「新時代の

日本的経営」が日本経営者団体連盟によって発表されたのは、1995

年のことである。

　これに、BIS 規制によって、返済の義務のない資金、いわゆる自

己資本の強化が銀行にもとめられるという海外からの圧力がかさ

なった。資産にしめる自己資本の割合を自己資本比率という。この

比率を高めるためには分母である資産を減らせばよい。そこで銀行

は、資産のなかの企業貸付を減少させた。いわゆる貸し渋り、貸し
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はがしである。借り入れがむつかしくなった企業は、1990年代の半

ば以降、人件費の削減をすすめ、投資や資産運用のための内部留保

を増やす道をえらびはじめた。

　そして、アジア通貨危機による輸出の減少と、山一證券や北海道

拓殖銀行の倒産にみまわれた1997年、いよいよ企業は経営方針の大

転換にのりだしていった。

　ちょうどこのころから雇用の非正規化が加速し、賃金の下落、世

帯収入の減少が明確になっていく。1996年と2015年をくらべれば、

世帯所得は約２割減少した。そして、バブルの崩壊とともに減少を

はじめた家計貯蓄もまた、その減少に拍車がかかり、とうとう2013

年には家計貯蓄率はマイナスに転じた。高齢化による貯蓄の取り崩

しを考えても、明らかに経済は萎縮し、後退した。

　勤労国家は破たんした。雇用と貯蓄、このふたつの生活の土台が

崩壊したのである。また、一方では、女性の社会進出と晩婚化、そ

して高齢化が加速し、他方では、企業の経営悪化と法定外福利費の

抑制が顕著になるという変化も加わった。「公」をサポートしてき

た「共」の領域でも大きな変化が生じたのである。

　問題はそれだけではない。減税と公共事業が全面発動されたこと

によって、かつてないほどの政府債務が生みだされてしまった。勤

労国家の前提にあったのは「経済成長→所得の増大→貯蓄の充実→

将来への安心」というロジックである。だが、巨額の政府債務をか

かえ、身動きの取れなくなった政府は、国民を説得するためにロ

ジックの再構築をせまられた。歳出を減らし、規制を緩和すること

で政府を小さくすれば、それが経済の成長を生みだすというロジッ

クへの転換である。

　参院選惨敗をうけた小渕恵三政権でふたたび財政出動がおこなわ

れはした。だが、財政危機宣言が出された1995年以降、政府は新自

12
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由主義路線へと大きく舵を切っていった。そして、勤労と倹約に

よって成り立っていた自己責任社会のなかに、追い打ちをかけるよ

うに、市場原理や競争主義、さらなる自助努力、自己責任論が持ち

込まれたのである。

 

6　分断社会・日本

　財政とは生存と生活の土台をささえるための保障手段である。だ

が、人口減少がはじまり、コミュニティの支え合いが弱まっていく

なかで、財政の削減がもとめられていった。まるで、「自己責任」

と「あたらしい共同行為」という車の両輪の片方がいきなり小さく

なり、クラッシュしてしまうかのようである。

　この懸念は現実のものとなりつつある。というのも、現実に勤労

国家の逆回転が始まっているからである。

　平等主義国家の面影は消えた。ジニ係数は OECD 加盟国のなか

で９番目に高く、相対的貧困率は６番目に高い。さらにはひとり親

世帯の貧困率は１位という状況である。働いても所得が増えない人

びと、貯蓄もままならない人びとにとって、勤労は苦痛の度を強め

ていくばかりだった。そして、勤労の先にもたらされるのは、不安

な未来と貧困のリスクでしかなかった。

　多くの日本人は、いまだに「経済的失敗者＝道徳的失敗者」とい

う勤労と倹約の教義から抜けだせていない。そして、さらに問題な

ことには、強者を引きずり下ろすだけではなく、自分よりも弱いも

のを非難する「押し下げデモクラシー」が静かに浸透しつつある。

　勤労の苦痛に耐え、日々の生活をなんとかやり過ごす人びとは、

はたらかずにお金をもらう生活保護者を非難し、貧困を自己責任だ

と突きはなし、働くように迫る。残業代をもらえず、長時間労働を
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余儀なくされる低賃金の正社員たちは、非正規労働者の処遇改善を

優遇だ、甘やかしだと非難する。テレビに貧困の苦しさをうったえ

る女子高生が出演すれば、「自分たちのほうがくらしはきびしい」

「貧しいくせにぜいたくな持ち物をもっている」「こんなものは貧困

ではない」と苦情が殺到し、ネット上でもバッシングの嵐が巻き起

こる。

　低所得層への転落の恐怖におびえる中間層は、政府や既成マスメ

ディアへの反発を強め、急速に保守化、排外主義化の動きを強めて

いる。そして、その恐怖を逆手にとるように、転落の恐怖をあおり

たてるポピュリズムが日本、そして先進各国で勢いをましている。

　この点はいくら強調しすぎても、強調しすぎることはない。そ

う、社会の分断は、イギリスやアメリカだけの問題ではないのだ。

彼の国と同じく、自己責任の領域が大きく、共同行為の領域が小さ

い日本でも深刻な問題となりつつある。

　日本の財政は共同行為という本質からかけはなれている。みんな

に共通するニーズをみたすことが財政の本質だ。だが、義務教育、

外交、安全保障、この３つの領域をのぞけば、すべてが「だれかの

利益」で日本の財政はできている。

　ヨーロッパを見てみよう。医療がただの国、大学がただの国があ

る。そこでは医療や大学はみんなの利益になる。育児保育や介護、

障害者福祉がただ、あるいはきわめて安い国がある。ここでもこれ

らのサービスは大勢の人たちの利益になる。

　だが日本では、どれもがお年寄りやまずしい人たち、つまり「だ

れかの利益」になっている。だからこそ、歳出削減がもとめられる

と、どこから削るかの不毛な争いがはじまる。

　行政に携わる人びとにとって、この20年間は不毛な時代だったか

もしれない。思い出せばよい。公共事業、特殊法人の浪費、公務員

14
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や政治家の数・給料、生活保護の不正受給、復興予算の流用、薬の

値段、次から次へとムダ使いのレッテルがはられ、既得権者を袋だ

たきにする政治がいかに繰り返されたことか。

　「犯人さがし」と「袋だたき」の政治は、仲間意識や連帯感をう

しなわせ、社会を分断し、「統合の危機」をうむ。そのような社会

では、他者のために税を払うことは拒絶される。租税抵抗は税収を

不足させ、財政を危機的な状況におとしいれ、社会的弱者への給付

を不可能にする。分断を象徴するかのように財政が危機になり、格

差が広がる。

　いま、日本では、経済が、社会が、政治が明らかな行きづまりを

見せている。今日よりも素晴らしい明日を人びとは夢み、それを私

たちは進歩と呼んできた。だが、私たち日本人の歴史は、この進歩

の軌道から大きくはずれ、いまだ経験したことのない、閉塞感にお

おわれた未踏の地へと足を踏み入れようとしている。

　私たちはどこに向かって歩みを進めればよいのだろうか。この閉

塞状況を突破するヒント、それは少子高齢化と人口減少という激動

の時代にあって、懸命に格闘する地方自治体の現場にあるというの

が本報告書の基本的な視座である。

7　「生産の場」「生活の場」そして
「保障の場」を作りなおす　

　未来はいまの延長線上にあり、いまは過去の延長線上にある。そ

うだとするならば、歴史的につくられてきた「共＝生活の場」と

「私＝生産の場」、そして財政が支える「公＝保障の場」をどのよう

に鋳直していくのかが問い返さなければならない。

　「経済の時代」が終わりにむかってあゆみをすすめるとき、私た
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ちが人間らしく生きていくために優先されていくのは、いったい何

だろうか。

　それは、見せびらかしの消費、私的ニーズではなく、人間の普遍

的ニーズである。経済のめざましい成長が前提にできない時代には

生存や生活が問題の中心となり、私たちの私的ニーズや見せびらか

しの消費は周辺へと追いやられる。同時に、これらを補うように、

シェアリング・エコノミーが広がりを見せることとなる。

　たとえば高級なトレーナーが安価なトレーナーに置きかえられた

としよう。それらは GDP の減少をまねくが、私たちの生活の質そ

のものはほとんど変化しない。

　アメリカ発の UBER という配車サービスがある。一般人のドラ

イバーがネットをつうじて顧客を安い値段で送迎する。オランダ発

のPeerbyもまたネットを使った日用品の貸し借りサービスである。

これらによってタクシー業界や製造業、サービス業は大きな打撃を

うけるだろう。だが、私たちのくらしの質はたもたれたままであ

る。

　「経済の時代」が大きく揺らぐいま、私たちは私的ニーズやみせ

びらかしの消費をおさえ、共有型の経済で私的なニーズを補ってい

こうとしている。このような成長をかならずしも前提としない、あ

たらしい私的ニーズのみたし方を押し広げていく社会の姿は、どん

どん進化し続けていくにちがいない。

　むしろ問題は、人びとの共通するニーズ、普遍的な生存・生活

ニーズをどのように、強化・再充足していくかという点にある。こ

の問題意識こそが「公」を起点とした改革をめざす、私たちの出発

点である。先進国のなかでも低い租税負担、不十分なサービス給付

をどのように拡充していくのか（＝保障機能の強化）、そして、基

礎自治体が変革のエンジンとなって、どのように「生産の場＝私」
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や「生活の場＝共」との関係を切り結び、普遍的ニーズを充足して

いくのかが問われる時代だということだ。いわば「公・共・私の

ベストミックス」が問われる時代が訪れるということである（図

１－３）。

　もちろん、基礎自治体だけでは十分に対応できない問題もある。

　「生産の場＝私」では、サービス産業化や IT 化がすすみ、所得

格差、労働生産性と非熟練労働の賃金の低下が問題となっている。

また、少子化が労働力不足をもたらす一方、AI 化やロボット化が

雇用の機会を減らすという指摘もある。さらに、正規と非正規間、

性別間の利害関係も多様化している。これらをどう再編し、働く人

たち／働きたい人たちのニーズをみたしていくべきかという問い

は、異なる層の政府も含めて検討すべき課題だろう。

※３つの領域で、人間の基本的なニーズ
（必要）が満たされる（それぞれの領域で
負担と給付のありようが異なる）
※多層的なセーフティネットと人間の多様
なニーズの充足

※それぞれの領域（場）での組織の機能は低下しつつあるが、既存の領域を超えて新たな関係を構築することで、既存の個人や組織の機能（とそれ
らが持つ資源）に従来とは異なる意味が生じ、それらは新たな役割を果たすことができる。そうすることで、新たな公共私の分野を超えた連携と協力
の社会の構築を計ることが急務ではないか。それらに財政はどう関わるべきか。特に、生活の場（共）での協力を公が財政で支えることがカギに。
※市町村がどのような施策をすれば、多様な組織の「共」(協力関係)の再構築ができるか。

新しい公共私（「公」「共」「私」）の概念整理図
（※公共私の場の相互浸透と領域を超えた多様な組織の連携・協力が進んでいく。公は公共私

公の場（公）

生活の場（共）
＝互助・交流機能

国

スーパー・コンビニ等

住民(家族)

公共サービス

「住民」と「家族」,「企業」(近代～) ※ポスト工業社会(少産少死社会へ)

納税
負担（会費）・参加

負担(代金)･参加 商品(負担の対価)
協力・交流

の新たな連携(ベストミックス)を全体で調整する。「住民」「家族」「企業」は主体として公共私の

場に参加、連携を深める。）
※ は組織

＝全体調整・再分配機能

学校

都道府県

企業

企業

企業

ＮＰＯ等

生産の場（私）
＝貨幣を通じた交換機能

＝企業は商品を貨幣と交換、

利潤追求も

地域クラブ

自治会等

市町村
※連携を調整

図1－3　新しい公共私の関係

出典：本研究会の議論を基に、清水研究員作成
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　「生活の場＝共」でも、家族やコミュニティがその姿を変えつつ

ある。未婚率が上昇し、シングルマザーの数が増大していくなか、

少子化がものすごい速度で進行している。自治体の消滅がうたわ

れ、過疎地域の高齢化がすすむなか、生活の場での生存・生活保障

は深刻な問題となりつつある。都市部は都市部で、老々介護や独居

老人、待機児童などのあらたな問題が起こりつつある。生活の場で

発生するニーズをみたす仕組みの再建も不可欠だが、これらをすべ

て地方の税財源、基礎自治体の力に頼りきれるかは難しいところで

ある。

　このように状況は楽観を許すものではない。だが、それでもなお

私たちは、「経済の時代」が終わりをむかえる少子高齢化社会、人

口減少社会を前提に、「公・共・私のベストミックス」を模索する

ためのあゆみを進めねばならない。

8　現実に刻み込まれた変化の胎動（1）
小田原市の場合

　ここまで今後の日本社会の見通しにかんして、理論的、歴史的な

観点からその方向性を示してきた。だがこれは決して机上の空論で

はない。本報告書では、こうした変化の胎動を示すさまざまな事例

が、さまざまな専門領域から、しかも「公」の果たすべき役割に焦

点をあわせながら検討されていく。

　本章の残りでは、その先鞭をつける意味で、私が調査に訪れた二

つの自治体－神奈川県小田原市及び佐賀県多久市－の変化について

簡単に触れておきたい。

　神奈川県小田原市は人口約20万人の施行時特例市である。人口

が約20万人と述べたが、国勢調査によれば2000年がピークであり、
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2015年には19万4,000人にまで減少している。同年の高齢化率も

27.5％と全国平均を上回っており、2025年には３割を超えることが

予想されている。

　このような中長期的な社会停滞が予想される状況のもと、2010年

より開始されたのがケアタウン構想推進事業である。本事業は、端

的に言えば、国の地域包括ケアに先行するかたちで提起され、か

つ、本来のあるべき地域包括ケアの理念に即した取組みという事が

できる。

　地域包括ケアの基礎理論を提供した猪飼周平によれば、「包括ケ

アシステムにおいて、地域社会は、病気や障害を予防するための運

動主体として、また、介護など生活を支援するための社会的資源の

供給主体として、重視される」（猪飼『病院の世紀の理論』pp.221

−222）ことになる。また、猪飼は、「医学的な意味における治癒」

から「QOL（Quality of Life：筆者注）を目標とする生活モデル」

への「社会的価値観の歴史的転換」（猪飼「地域包括ケアシステム

の展望へ」高橋・武藤編『地域連携論』p.213）が起きているとも

指摘する。

　以上の指摘を慎重に読めばわかるように、包括ケアの主目的は

けっして高齢者ケアだけではない。病気や障害を予防するという観

点からは、本来、子どもや高齢者へのケアも含めて、地域包括ケア

は位置づけられなければならない。また、それはたんに治療や介護

サービスの提供をめざすだけではなく、地域で生き、死んでいく人

間の生活のゆたかさを保障するものでなければならない。

　このような視点に立った場合、「いのちを大切にするケアタウン

おだわら」を基本理念に、対象を高齢者に限定せず、「高齢者、障

がい者、子育て家庭など支援を必要としている方々を、制度的 な

枠組みを越えて、市民、事業者、行政等が一体となって支える仕組
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みづくり」を標榜する小田原市のケアタウン構想は、地域包括ケア

の理論的志向性に忠実な制度設計となっていることがわかる。

　ケアタウンの実施単位は連合自治会である。小田原市には自治会

総連合のもと26地区の連合自治会が存在しており、このうち24の自

治会連合において、ケアタウン構想推進事業が実施されている。そ

の内容は、ゴミ出し、家具の異動、草むしりなどを行う生活応援隊

活動、かかりつけ医の促進を目的とした地域医療機関に関するパン

フレットの作成、手作り弁当の高齢者への配達、囲碁や将棋、歌、

体操のためのサークルづくりなど多岐にわたっている。

　行政は、各地区にたいして、10万円の補助をつけている。また、

推進事業と並行して、ケアタウン事業の受け皿となっている地区社

協の人材不足、組織の不十分さを補完するための補助（担い手育成

事業）、介護保険制度に該当しないような日常生活の困難をサポー

トする有償ボランティアのための補助（生活応援隊事業）などでケ

アタウ事業をサポートしている。

　むろん、これらの取組みにはいくつかの課題が散見される。たと

えば、本事業への参画時期が地区ごとにばらつきがあることからも

わかるように、取組みの進行状況や深さに一定の温度差が生じてい

る。また、基本的には人頼りの取組みとならざるをえないため、恒

常的に担い手が必要であり、後継者の問題が常に存在している。だ

が、小田原市では、こうした自治会を起点とする取組みを、ケアだ

けではなく、「スクールコミュニティ」という子どもの居場所づく

り、あるいは可燃ごみを削減するための「生（いき）ごみ小田原プ

ロジェクト」など広範に活用しつつある。

　制度的な土台となっているのは、行政と26あるすべての連合自治

会とで結ばれた協定である。そして、連合自治会だけでなく、地区

社会福祉協議会、民生委員児童委員協議会などから構成される「地
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域コミュニティ組織」が存在する。これらが地区ごとの問題点を発

掘し、それへの対策を検討したうえで、それらが市の総合計画と対

をなす「地域別計画」のなかに盛り込まれるなど、制度面でも個別

の活動がサポートされている。

　このように小田原市行政の新たな取組みの基礎には連合自治会が

存在し、自治体はむしろ「共」の領域のプラットフォームづくりへ

と少しずつ政策のウェイトを移しつつあることがわかる。

　重要な点は、こうした協議型住民自治組織を設置する動きが、

2000年代の半ば以降、同市の動きと並行して、神奈川県の全域へと

広がりを見せつつあった事実である（公益財団法人かながわ国際交

流財団「自治体における協議会型住民自治組織の現状」）。とりわ

け、人口減の懸念される地域だけではなく、横浜市や川崎市のよ

うな大都市でも同様の傾向が観察されることは、強調されて良い。

さらに、４章（村山・清水論文）や５章（２節）（佐藤論文）、６章

（宮﨑論文）で明らかにされるように、「公」の果たすべき機能を

「共」が代替する動きは全国でも広がりつつある。

9　現実に刻み込まれた変化の胎動（2）
多久市の場合

　次に、佐賀県多久市の取組みを紹介しておこう。多久市は人口約

２万人の小規模な自治体である。市の総合計画の基本目標の最初に

も掲げられているように、同市の重点施策のひとつめの柱が教育

（「文教のまち」）である。多久市では、人口減少による小学校の統

廃合が求められる厳しい環境のなか、旧３小学校と旧１中学校を統

合するかたちで、小中一貫教育を柱とする新しい教育システムを構

築しつつある。
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　2013年４月に設置された「多久市立中央小学校・中央中学校」で

は、全９年の義務教育課程が連続的に運用されている。これらを前

期（１〜４年生）、中期（５〜７年生）、後期（８〜９年生）の３期

間に区分し、それぞれを「基礎期」「充実期」「発展期」として位置

づけながらあらたな教育プログラムが模索されつつある。

　それぞれの期間・学年では、地域の素材や人材を活用した「多久

学」、キャリア教育の一環としての「職場体験」、学年ごとの組みあ

わせによる「交流活動」、さらには幼稚園、保育園、高校との「合

同活動」など豊富な教育プログラムが準備されている。

　とりわけ興味深いのは、「心の教育」の一環として取り組まれて

いる「命の教育」である。思いやりや感謝の心の育成をめざし、年

５回のボランティア活動、目的を自ら発見して行う「自問清掃」

等、多様な「心の教育」の取組みが実践されているが、このなかに

2013年度から拡充版の「命の教育」が盛り込まれた。

　多久市の東部中学校（上述の旧中学校）では10年以上前から「生

と死を考える授業」が行われてきた。これが、中央中学校でも継続

され、年間12時間の授業時間を確保しつつ、５月に14歳の若さで亡

くなった猿渡瞳さんの生涯についての議論（７年生）、６人のなか

から４人乗り救命ボートに誰を乗せるかを議論し合う「ライフボー

ト」（８年生）、自分の人生に起きたこと、起きうることを念頭に感

情曲線を描く「ライフライン」（９年生）といった取組みからなる

「ふれあい道徳」が行われ、さらに、講演会や特別支援学校とのグ

ループワークなどが開催されている。

　注目すべきは、こうした取組みが小中一貫教育化をきっかけとし

て、１〜６年生にたいしても拡充されたことである。１・２年生向

けに「命の授業」が設けられたほか、前期の３・４年生、中期の

５・６年生にたいして、９年生が「命の授業」を行ったり、５・６
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年生が講演会に参加したり、８年生のケア病棟訪問報告会に５・６

年生が参加したりといった具合である。

　もっとも、まだ一貫教育化が開始されて、４年しか経過していな

い。以上の取組みが観察可能な、どのような変化をもたらしたかを

評価することは難しい。また、中学校の教員と小学校の教員がどの

ように連携を図り、相互に乗り入れていくのか、あるいは、教育の

一貫性、連続性を確保するために、私立中学校への進学をどのよう

に抑えていけるのかといった課題もある。

　しかし、ここで重要なことは、過疎化や人口減少、少子高齢化に

よる激震が教育機関という「公」のあり方、教育制度の根本を変化

させ、さらには、小学校６年、中学校３年という期間区分だけでは

なく、教育プログラムの中身じたいをも大きく変えているという事

実である。こうした「公」が変化することのもつ具体的な効果、意

味については、２章（沼尾論文）、３章（村山・清水論文）、５章

（１節）（松井論文）においてより詳しく検討される。

　以上の「公」の内部での変化にくわえて、「公」と「私」の関係

変化にかんしても、多久市では興味ぶかい事例を見出すことができ

る。高齢者の見守り活動をめぐる多久市と企業の協定締結である。

多久市では、2015年７月に日本郵便との協定を結んだことを皮切り

に、ヤマト運輸、セブンイレブン、第一生命、九州電力、生活協同

組合と協定を結び、企業や組織による福祉へのサポートを積極的に

活用している。

　基本的には、宅配や配達、訪問時に高齢者に異変があるかどうか

を確認し、異変があった場合に市に情報提供を行うことが主たる目

的である。だが、緊急性や重要性がある場合は、必要な措置を行う

ことも可能であることが協定のなかには記されている。さらには、

活動への協力にあたって知り得た情報に関する守秘義務も課されて
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いる。要するに、高齢者が住み慣れた土地で安心してくらし続ける

ためのサポートを「公」と「私」が連携しながら実施するための枠

組みづくりが進められているわけである。

　一般に、社会的企業といった場合、社会問題の解決を目的としつ

つ収益事業を行うような企業をさす。だがそれとは若干異なり、収

益活動を当然おもな目的としながらも、その業務のなかに、社会

問題の改善が織り込まれるという構図である。こうした「公」と

「私」のあらたな関係構築、「公」的任務にたいする、あるいは人口

減にともなう「共」の弱体化にたいする、「私」による補完・代替

という動きについては、本報告書の４章（村山・清水論文）、５章

（２節）（佐藤論文）、６章（宮﨑論文）においても考察される。

　このように、本報告書では、少子高齢化と人口減少がもたらす

時代の転換点にあって、「公」の領域がいかなる役割をはたすべき

か、どのように「公」「共」「私」の関係が変貌を遂げるのかという

大きな問いをさだめている。そのうえで、自治体の現場で現実にな

されつつある取組みに光を当てながら、その変化をつぶさに観察し

ていく。本報告書の執筆者は、地域の現場で起きつつあるさまざま

な変化、いわば首長や自治体職員、地方議員の日常のなかで起きつ

つある身近な変化のなかに、大きな社会変動の「胎動」を感じてい

る。読者にとっての日常が時代の変化の最先端だという認識を共有

し、そこでの努力の積みかさねの先にこそ日本社会の未来があると

いう実感を分かち合う－この報告書がその跳躍板となることを心か

ら願っている。

注．報告書では、生活の場を共、生産の場を私と整理しているが、

例えば勤労組合のように生産の場にも共の原理は存在しているし、

生活の場でも物々交換は行われている。あくまでもそれぞれに場を
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支配する基本原理に注目して、以上の整理は行われている点に注意

されたい。
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※それぞれの領域（場）での組織の機能は低下しつつあるが、既存の領域を超えて新たな関係を構築することで、既存の個人や組織の機能（とそれ
らが持つ資源）に従来とは異なる意味が生じ、それらは新たな役割を果たすことができる。そうすることで、新たな公共私の分野を超えた連携と協力
の社会の構築を計ることが急務ではないか。それらに財政はどう関わるべきか。特に、生活の場（共）での協力を公が財政で支えることがカギに。

新しい公共私（「公」「共」「私」）の概念整理図（多久市の例）
（※公共私の場の相互浸透と領域を超えた多様な組織の連携・協力が進んでいく。公は公共私

公の場（公）

生活の場（共）
＝互助・交流機能

公共サービス

「住民」と「家族」,「企業」(近代～) ※ポスト工業社会(少産少死社会へ)

納税
負担（会費）・参加

負担(代金)･参加 商品(負担の対価)
協力・交流

の新たな連携(ベストミックス)を全体で調整する。「住民」「家族」「企業」は主体として公共私の

場に参加、連携を深める。）
※ は組織

＝全体調整・再分配機能

小中一貫校

（多久市立中央小学校

・中央中学校）

生産の場（私）
＝貨幣を通じた交換機能

＝企業は商品を貨幣と交換、

利潤追求も

郵便局（配達員）

（一部は見守り実施）

多久市
※全体の連携を調整

見守り協定の締結

小中学校の統廃合

に伴う整備

生命保険会社（営業）

（一部は見守り実施）

コンビニ（販売員等）

（一部は見守り実施）

電力会社（営業等）

（一部は見守り実施）

※市町村がどのような施策をすれば、多様な組織の「共」(協力関係)の再構築ができるか。

地域での世代間交流

地域教育、キャリア教育等

巡回・見守りなど

参考　新しい公共私（「公」「共」「私」）の概念整理図（多久市の例）

出典：本研究会の議論を基に、清水研究員作成
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持続可能な地域経済構築と
「雇用」確保に向けた地方自治体の役割
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はじめに

　人口減少、少子高齢化の進展に伴い、地方圏を中心に、地域のな

かで暮らしの安心・安全を確保することが難しくなっている。例え

ば、学校の統廃合、医療・介護の不在、買い物の場の喪失、除雪や

水路の維持管理が困難になるなど、暮らしの場の維持に関わる諸機

能が弱体化している。また、地域で生活を維持するために必要な稼

得機会の確保も課題である。人々が日常の経済活動を営むことと併

せて、暮らしを維持するために必要なサービスや諸機能を確保でき

なくなればなるほど、人口減少が進むことになるだろう。この状況

を、本研究会における「公」「共」「私」概念の整理を踏まえて考え

るとすれば、人口減少により「私」活動が弱まり、それとともに担

い手の減少から「共」の機能も弱体化し、さらに、それを補うはず

の「公」機能を担うべく市町村も、合併や職員減などを理由に、そ

の機能を担うことが難しくなっているということができるだろう。

　本稿では、こうした問題意識に立って、地域の社会経済活動の

「場」と、そこに関わる担い手の「関係」を再構築することにより、

地域における「共」「私」のつながりを豊かにすることを「地域の

再生」と捉え、そのために自治体などの担い手が果たすべき「公」

の役割を検討する。多様な担い手が、地域の社会経済活動のネット

ワークを縦横無尽なものに再構築することを通じて、持続可能な地

域経済循環が構築され、人々の関係が取り結びなおされるプロセス

とともに、その取組みに向けた公共部門の役割について検討するこ

ととしたい。
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1　経済停滞と雇用環境の変化

　改めて、地域における「関係」の希薄化について、経済と社会の

両面から整理しておくこととする。

　日本経済は低迷が続いており、1990年代前半より、GDP（国内

総生産）は500兆円程度の水準で推移している。1990年代には巨額

の公共事業を通じた景気回復策が推進されたが、生産拡大には至ら

なかった。2000年以降、厳しい財政運営の下で、公共投資の抑制が

図られるようになり、その後、金融緩和による需要拡大がめざされ

るが、成果には結びついていない。さらに総務省「全国消費実態調

査」をみると、1994年と2009年では、二人以上の世帯（世帯主の年

齢が30歳未満）の年間収入階級別分布におけるボリュームゾーンが

400万円台から300万円台へと低下しており、また平均純資産額も低

下している。

　一方、この四半世紀の間に、所得格差は拡大をみせた。日本の相

対的貧困率は16％に達し、OECD 加盟国34カ国中でワースト６位

（2014年）という水準にある。特に子どものいる一人親世帯や、高

齢単身世帯の貧困率が高い。安定した職と所得を得ることが難しい

状況に置かれた人々の暮らしが脅かされている。ところが現在の社

会保障制度のもとでは、きめ細かな支援が行きわたっていない。

　また、雇用環境も変化している。派遣法改正等により、雇用者に

占める非正規雇用の割合は現在４割を超えている。男性の非正規雇

用者の増大により、給与所得者のうち年間200万円未満の所得しか

得ることのできない人々の割合は約24％に達している。近い将来、

人工知能の発達により、社会経済のソフト化、自動化が一層進行す

ることが指摘されている。グーグル創業者のラリー・ページ氏は、

「人工知能の急激な発達によって現在日常で行われている仕事がロ
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ボットに代行されることになり、近い将来には10人中９人は今とは

違う仕事をしているだろう」と述べる。このように、仕事や働き方

に変化が起こりつつある状況のもとでは、高度な知識・技能・資格

を持ち、高額所得を得ている一部の人々を除くと、定式化された仕

事をこなしながら限られた所得しか得ることのできない人々が、安

定した所得を稼ぐだけの雇用環境を、将来にわたって確保し続けら

れるかどうかは定かではない。

　医療、介護、保育、教育など、暮らしの安心・安全にかかわる

サービスについて、保険料や利用料負担が発生する日本では、いざ

というときの安心・安全を確保しようとすれば、一定程度の収入の

確保が必要とされる。所得の低迷に加えて、所得格差の拡大と貧困

層の増大が生じている状況は、暮らしに必要な収入を獲得するため

の社会的な関係を取り結べない人々が増えていることを意味する。

そのためには、稼得機会の確保（＝「私」経済の再編）、ケアや衣

食住のニーズの地域での支え合い（＝「共」の再編）、公共部門に

よる再分配政策の見直し（＝「公」（政府）による制度の再編）が

考えられよう。

　無論、政府による社会保障制度の見直しを通じた国レベルでの対

応を図ることも重要であるが、本稿では、地方自治体等の取組みを

通じた「私」経済や、地縁型・機能型の「共」同コミュニティ構築

による社会経済の取り結び直しについて取り上げることとする。

2　人口減少と地域における社会経済の衰退

　日本社会のもう一つの大きな変化は、本格的な人口減少と高齢化

時代の到来を迎えたことである。国立社会保障・人口問題研究所の

推計によれば、日本の人口は2010年の１億2,806万人から、2030年
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には１億1,662万人、2060年には8,674万人へと減少することが見込

まれている。また、65歳以上人口は2,948万人（2010年）から3,464

万人（2060年）へと516万人も増加し、高齢化率は23.0％から39.9％

へと上昇するとされる。今後、労働力の確保はもちろんのこと、人

口減少による国内市場の規模縮小で、消費の伸びを期待することは

難しいとされる。他方で、高齢化が進み、年金・医療・介護等の社

会保障負担は大きな課題である。

　人口減少が進む地方圏をはじめ、その暮らしを維持できるかどう

かが問われ始めている。2014年５月の日本創成会議による「消滅可

能性都市」論をきっかけに、出生率の低い東京圏への人口一極集中

と、人口減少・少子高齢化が進む地方圏の課題に注目が集まり、政

府は「地方創生」を掲げ、人口ビジョンと総合戦略を打ち出した。

また、自治体に対しても地方版総合戦略の策定を努力義務として掲

げている。国が策定した総合戦略では、４つの政策分野が示され

た。「地方における安定した雇用を創出する」、「地方への新しい人

の流れをつくる」、「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえ

る」、「時代に合った地域をつくり、安全なくらしを守るとともに、

地域と地域を連携する」の４つである。これらの政策を通じて、出

生率の向上と、人口の東京一極集中の緩和を果たすことがめざされ

ている。

　政府は、大都市圏への人口集中抑制に向けて、消費者庁などの国

機関の地方移転や、大都市圏の私立大学における定員超過入学者の

抑制を図ること、さらに地方拠点強化税制の創設などを推進してき

た。しかし、こうした政策が効果を発揮しておらず、東京一極集中

の是正には結びついていない。自治体においても、従来型の企業誘

致に加えて、人口減少抑制に向けた移住者獲得をめざして、移住者

への現金給付、住宅や職業紹介などが推進されている。だが、人口
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増加を目標とした対策は、結果的に、自治体間で企業や人を奪い合

うようなことにもなりかねない。

　これらの取組みは、「公」としての国や自治体が「企業誘致」「空

き家バンク」「職業紹介」「子育て支援」などの施策を通じて、特定

の政策課題に対する対処療法的な働きかけを行うものである。だが

実際に、持続可能な地域の暮らしとそれを支える社会経済システム

の構築を考えるには、総合的な対応が必要となる。広井（2011）で

は、2010年に全国自治体への調査で「現在直面している課題で特に

優先度が高いと考えられるもの」に対する回答結果より、大都市で

は「コミュニティの稀薄化や孤独」、中規模都市では「中心市街地

の衰退」、小規模市町村では「人口減少や若者の流出」を挙げてい

ることを指摘し、地域によって課題が多様であることを踏まえつ

つ、対応を図ることの必要性を指摘している。ここから見えてくる

のは、それぞれに形は異なれども、地域のなかで社会や経済を取り

結ぶ「場」とそこでの人々の「関係」が希薄化しているという点で

ある。したがって、それぞれの地域の状況や特性を踏まえた ｢場｣

と ｢関係｣ の取り結び直しが必要となっており、経済活動や地域コ

ミュニティの活動が希薄化する状況に対して働きかけることが求め

られている。

3　地方への移住志向の高まりと
自治体の産業政策・雇用対策

　その際に特筆すべきは、若い世代が必ずしも三大都市圏での仕事

と暮らしを求めているわけではなく、ふるさと回帰の動きが芽生

えていることである。毎日新聞・NHK・明治大学の調査によれば、

2014年度に地方自治体の移住支援策を利用するなどして地方に移住
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した数は１万人を超え、2009年度からの５年の間で４倍以上に増え

たとされる（毎日新聞2015年12月20日【朝刊】）。また、NPO 法人

ふるさと回帰支援センターへの移住に関する問い合わせ件数は2008

年には2,475件だったが、2015年には21,000件を超えている。内閣府

が2014年に実施した「東京在住者の今後の移住に関する意向調査」

結果を見ると、今後移住を予定又は移住を検討したいと回答した人

は全体の40.7% であり、なかでも10代・20代では46.7％と比較的高

い値をとっている。また同じく2014年に実施した「農山漁村に関す

る世論調査」結果によれば、2005年の調査結果と比較して、農山漁

村への定住願望があると答えた人の割合は、20代の場合30.3％から

38.7％、30代では17.0％から32.7％へと大きく上昇している。低成

長時代に生まれ育った若者世代のなかでは、安定した仕事と安心な

暮らしが確保できるのであれば、地方に暮らしてみたいという考え

を持つ人の割合が増えている。また、東日本大震災以降、仕事に対

して、生きがいや社会貢献を求める人々も増えている。若い世代の

意識や思考が変化し、地方圏での暮らしを希望があるが、それぞれ

の地域における「私」経済の可能性や、地域コミュニティにおける

「共」のあり方、そしてそれを支える「公」としての自治体の政策

次第で、彼らに提示できる仕事と暮らしの形は変わってくる。自治

体の産業政策、雇用対策が、これからの地域の人口動態や、暮らし

のあり方に大きな影響を与えるものと考えられる。

　製造業においては、1980年代後半以降、地代や人件費などが安い

海外へと生産拠点を移す動きが加速した結果、地方の生産拠点から

多くの企業が撤退し、産業の空洞化と呼ばれる現象が生じた。製品

の企画や開発、管理などを行う本社中枢部門は拠点となる東京圏に

立地しても、製造拠点は低コストの海外へと移転する。その結果、

人・モノ・カネの東京一極集中と呼ばれる現象が起こった。さら
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に、韓国や中国、東南アジアなどにおける製造技術の高まりと手ご

ろな価格による生産体制が構築されるに伴い、グローバル市場のな

かでシェアを失っていった。日本企業はその後も、他にはない高付

加価値型の製品開発を行うが、日本国内では需要が飽和状態である

上に、諸外国、とりわけ需要が増大する途上国では、超高性能の製

品よりも、廉価で基本的な性能を持つ製品への需要が高い。その結

果、韓国や中国の企業との競争に敗れ、次第に市場での競争力を失

いつつあることが指摘される。

　政府は、医療技術、ICT、環境性能の高い自動車、アニメ文化な

ど、他にはないオンリーワンの技術やサービスを生む環境を整備す

ることで、高付加価値の生産を行う戦略を掲げる。無論、こうし

た知識や技術を携えた人々は、それを武器に働くことが可能であろ

う。だが、機械が人間に代わって仕事をする時代の到来を前に、ひ

とりひとりが暮らしと仕事をどのように構築するかを考えることが

求められるようになっている。大都市での暮らしは機能的であり、

所得や資産があれば、必要な財・サービスが手に入るという点で、

快適である。しかしながら、不安定で限定的な収入しか得られない

人々にとっては、助け合いの関係が希薄化している状況にあって、

暮らしは厳しいものとなる。

　こうしたなかで、地方移住を通じて、新たな仕事と暮らしのスタ

イルを模索する動きが生じている。地域に在る自然資源を活かし

た、人間にしかできない手仕事の技や、人と人との関係を構築しな

がら新たなものを協働で創り上げる事業が展開されるようになって

いる。無論、IT を駆使し、クリエイターとして事業を担ううえで、

大都市での居住を選択する人もいる。だが他方で、こうした人間に

しかできない創造力を発揮したオンリーワンのモノづくりや、サー

ビス提供を考えるとき、田舎にこそクリエイティブの種があること
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に気づいた若い世代が、地方の農山漁村への移住や二地域居住を選

択するようになっている。

　こうした状況変化に対応しながら、希薄化する社会経済のネット

ワークを強固なものにする取組みをどのような戦略で推進するか

が、これからの地域の再生には求められるといえるだろう。

4　持続可能な地域づくりに向けた自治体の取組み

　では、若年世代や子育て世代を地域に呼びこみ、人口の定常化と

社会経済の安定化に向けた社会経済の仕組みを構築するには、どの

ような対応が必要なのだろうか。２つの事例から検討する。

（１）島根県江津市（地域資源の発掘と活用によるクリエイティブ

産業創出とローカル・ネットワーク構築）

　島根県江津市では、「ごうつ塾」を開催し、２年間にわたって、

地元で起業を行うための地域資源の発掘やビジネスプラン策定を考

える学びと交流の場を構築している。またビジネスプラン・コンテ

ストを実施し、地域の資源や人財を活かした起業を後押ししてお

り、こうした人々が駅前の中心市街地や郊外の空き家などを活用し

たソーシャルビジネスを相次いで立ち上げ、地域に賑わいをもたら

す原動力のひとつとなっている。

　江津市は、2004年に旧江津市と桜江町が合併してできた自治体で

あり、人口約２万4,500人、面積268平方キロである。急激な人口減

少が進んでおり、1995年から2015年の減少率は20.5％に達する。ま

た高齢化率は県内８市で最も高い36.6％（2015年）である。市の面

積のうち２割が市街地であり、ここに商工業が集積する。主要産業

は、地場産業である石州瓦などの窯業・土石製品製造業のほか、日
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本製紙（株）ケミカル事業本部江津工場など、企業誘致による工場が

ある。町の中心部に構えた日本製紙の工場によって、かつて江津駅

前を中心とした市街地は大きく栄えていたが、その縮小や撤退に加

えて、石州瓦は大手業者の倒産などが重なり、生産量はピーク時の

５分の１にまで縮小した。事業所数が減少し、雇用機会は大きく縮

小しており、市では市内にある県営工業団地に木質バイオマス発電

を行う企業を誘致するなど、企業誘致を行ってきた。

　一方、江津市の面積の８割は農山漁村である。市では2006年ごろ

より、空き家を活用した定住促進に力を入れてきた。市内にある

NPO 法人がふるさと島根定住財団（県）の制度を用いて「田舎暮

らし体験ツアー」を開催したところ、参加者から移住して田舎暮ら

しをしたいという人が増えてきたという。そこで、総務省や農林水

産省の補助も活用して、空き家活用事業を展開したが、移住者をや

みくもに入れると地域でトラブルが起こることが分かり、マッチン

グによる丁寧な対応を図ることとした。そのなかで、ある移住者が

桑の葉からお茶を創る技術を開発し、50名ほどの雇用を創出した事

例から、目的を持った人材を受け入れることが大切であることに気

付いたという。

　この時期に、江津市では、移住者受入に際して重要とされる住居

と仕事について、空き家活用事業と無料職業紹介所を立ち上げる

が、リーマンショック以降、求人は激減してしまう。若い世代を受

け入れるための雇用がないとすれば、自ら働く場を作るような人財

を受け入れてはどうかと考えた市では、ビジネスプラン・コンテス

トを実施し、江津で起業する支援を行うことを考えていく。当時、

パナソニック江津工場が撤退し、建設業も倒れ、市役所も行財政改

革のなかでスリム化を求められていた。そこで、地域の課題を解決

するようなソーシャルビジネスやコミュニティビジネスを募集する
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とともに、公共サービスをアウトソーシングすることも含め、地域

づくりを一緒に行う担い手を求めたという。

　その後、外部専門家を招いて、ビジネスプラン・コンテストの仕

組みを構築し、2010年より、取組みがスタートした。初年度は市の

主催だが、２年目以降は青年会議所が加わり、さらに商工会議所に

加えて、様々な地域づくり人材が集まって立ち上げた「NPO 法人

てごねっと石見」がその運営を担うようになった。その後、日本海

信用金庫も加わるなど、いわば、コンテストの仕掛けが、地域にお

ける起業と起業家支援のコンソーシアムとして機能していくことと

なった。

　NPO 法人の立ち上げは、先々のことを見越してのことである。

起業のコンテストを行うだけでは、事業は続かない。資金面でのマ

ネジメントのみならず、事業に対する動機づけやモチベーションの

持続も大切であり、それを下支えする仕組みが必要であるとの判断

から、それらを担う中間支援組織として「NPO 法人てごねっと石

見」を立ち上げている。

　こうして、それまで各機関がバラバラに行っていた創業支援を、

市内関係機関が緩やかにタッグを組んで行うようになったことで、

緩やかでニーズに即した支援が行えるようになった。例えば、農林

水産業で起業を考える場合には、その関係者がチームをつくって支

援を行うと行った対応も行っている。

　2012年以降、コンテストでは収支計算書の提出を求めるように

なったことから応募が減るが、実現性の高いプランが出るように

なっている。受賞には、賞金のみならず、プラン実現に向けた支援

を行う体制が構築されている。具体的には受賞者に対する無利子融

資制度や、空き家活用による場所の紹介なども行われている。

　既に、応募者により様々な事業が展開されており、雇用の場の創
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出、空き家活用とリノベーション、地域資源の発掘と活用により、

市内に新しく、多様で魅力的なビジネスが生まれている。デザイ

ナー、地ビール製造販売、フード・トラックによる出店など、これ

までにない動きが起こっており、さらにこうした若い起業家のネッ

トワークが縦横無尽に形成され、そこに魅力を感じた人々が新たに

江津市に訪れる。これらのビジネスは、地域資源を活かし、地域の

人々と繋がり、新たな経済循環を生み出している。古材を活用し、

空き店舗や古民家をリノベーションすることで、通りや町の景観が

目に見える形で変わり始め、その魅力に惹かれた人々が、新たにカ

フェや商店を出店する動きが生まれていく。さらに、新たな事業の

増大により、これまで需要が見られなかったような税理士や広告作

成・印刷などの仕事が発生し、新たな担い手を呼んでいる。また、

古材の活用や、地元農産物を活用した麦酒の開発などにより、古く

から地元で暮らす人々との繋がりも生まれている。そして、こうし

た活動をサポートする中間支援組織として「NPO 法人てごねっと

石見」の存在があり、人財の受入れや情報提供などのプラットホー

ムとしての役割を担っている。

　市では、こうした取組みを通じて、単に人口を減らさないという

だけではなく、「江津に帰りたい」「江津は面白そう」と選ばれるま

ちになることが大切と考えている。挑戦できるまちであり、クリエ

イティブ・クラスのいる、創造力のあるまちとして、市のブラン

ディングを考えている。

（２）岩手県紫波町

（地域づくりへの主体的な参加を通じた経済循環と雇用創出）

　岩手県紫波町では、紫波中央駅前の公有地の利活用に際し、「公

民連携」による参加と協働の仕組みを作り上げ、駅前広場「オガー
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ル広場」を創出した。オガールへの来訪者は2015年には94万人に達

し、この場を活かし、暮らしの存続と経済循環の再構築がめざされ

ている。

　紫波町は、岩手県盛岡市と花巻市の中間に位置し、人口約３万

4,000人、面積239平方キロである。町の人口は、1955年から1970年

まで減少傾向にあったが、その後増加に転じ、1995年には1955年の

水準にまで回復する。これは、盛岡市、北上市、花巻市等のベッド

タウンとして、人が流入してきたことによるもので、昼夜間人口比

率は、83.4である。町の中心を南北に東北本線、東北自動車道が通

るなど、交通利便性が高く、都市部へのアクセスが良いため、町の

中心部にサラリーマン世帯が好んで住む傾向がある。しかしなが

ら、町では将来の人口減少は避けられないと予測しており、「人口

ビジョン」では、2060年に27,000人程度の人口を維持することが目

標とされている。町のなかで、宅地は４％程度であり、山林が約

35％、田が20％である。就業構造をみると、第一次産業就業者比率

は36％（1985年）から15.5％（2010年）へと減少している。また就

業者数全体でも、2000年をピークに減少傾向にある。

　紫波町は、JR 紫波中央駅西側一帯の町有地10.7ha を中心とした

都市整備を図るため、町民や民間企業の意見を反映させて、2009年

３月に「紫波町公民連携基本計画」を策定した。この計画に基づき

2009年度から始まった紫波中央駅前都市整備事業が「オガールプロ

ジェクト」である。ここに、官民複合施設のほか、役場庁舎、グラ

ウンド、岩手県フットボールセンター、戸建宅地開発などを行い、

新たな駅前の賑わいのある空間構築を行っている。公民連携基本計

画では、このプロジェクトの目標について、「民間のアイディアを

用いて紫波中央駅前町有地を開発することによって、町の中心部が

にぎわう仕組み、そしてそこから町全体に経済活動が波及する仕組
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みをつくり、持続的に発展する町を目指します」と説明している。

　駅前開発が行われたのは以下のような経緯がある。紫波町には、

JR 東北本線の古館駅と日詰駅があったが、当時、町の中心地区

であった日詰商店街は、いずれの駅からも遠い距離にあった。こ

れに対し、日詰商店街から近いところへの新駅設置の要望が出さ

れ、町民の署名活動が行われた。その後、駅の設置にかかる費用

２億７千万円は寄付によって集められ、これをもとに紫波中央駅

が整備されたのである。しかしながら、1998年当時、JR 東日本は、

２つの駅の利用者が３か所に分散するだけでは新駅整備のメリッ

トがないとして、駅舎整備費用の地元負担に加えて、新たな利用

者を獲得するための宅地分譲・駅前開発を行うことを新駅整備の

条件とした。これを受けて、町では駅前の土地10.7ヘクタールを28

億５千万円で購入し、駅前開発を行うこととしたのである。ところ

がその後、国の財政難と行政改革の影響をうけ、地方の公共事業は

縮減の方向へと舵が切られ、紫波町では、開発のための予算を組む

ことができず、2007年度までの間、駅前の土地は塩漬け状態となっ

たのである。

　当時、駅前開発について、老朽化した役場庁舎の駅前への建替移

転や、新たな図書館建設など、様々な要望があったという。町では

６階建て庁舎建設や図書館整備など、事業総額143億円規模での駅

前開発計画が描かれていたが、実現には至らなかった。紫波町で

は、土地購入代金28.5億円の償還に加えて、下水道整備事業による

借入もあり、2007年度における実質公債費比率は23.3％に達してい

たためである。

　この時に「公民連携」の手法で開発を行う提案が、地元のキーマ

ン岡崎正信氏から藤原孝町長（当時）に出されたことから、オガー

ルプロジェクトの検討が始まった。その経緯や詳細は猪谷（2016）
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に詳しいのでここでは詳しく取り上げないが、本稿ではこの開発に

ついて「公」「共」「私」の視点から整理する。

ア　合意形成プロセスにおける参加の「場」をつくる

　一般に「公民連携」（＝ PPP：Public Private Partnership）とい

うと、行政と民間企業が連携して、それぞれの強みを活かした事業

を行うこととされる。だが、紫波町が「公民連携」と称するもの

は、単なる行政と民間企業との連携ではないことに着目しておく必

要がある。いわば、行政が黒子として、民間企業や地域住民、地域

で活動する団体などの意見を聞き、それぞれの強みを活かしなが

ら、駅前に地域の公共空間を構築し、それを効率的・効果的に運営

する「場」と「関係」を構築するものである。町の企画課は、これ

を「協働のまちづくりの延長線上にある」と説明する。言い換えれ

ば、住民、地域団体、民間企業など、地域の多様な担い手がそれぞ

れの強みを発揮し、弱みを補完しながら、社会経済循環を活発にし

て、持続可能なまちづくりを行うことと言い換えることができる。

そもそも、紫波町では、1990年代から、この「協働のまちづくり」

を推進しており、住民の参加と協働により、町の将来を考え、様々

な事業を行ってきた経緯がある。紫波町企画課では、まちづくりに

関する専門家を呼んだワークショップを定期的に開催してきてお

り、住民の参画により地域づくりについて考える「場」と「関係」

を時間をかけて構築してきた。

　駅前開発については、いわゆる「公民連携」の手法によって、民

間出資を行うことで、民間企業主導の駅前開発が行われることに対

する不安や疑問の声が出されたこともあり、町では「紫波町型公民

連携における町民・民間のニーズ把握と合意形成プログラム」を構

築して、町内各地区および関係分野の団体を対象とした住民意向調
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査、アンケートおよび企業訪問による民間企業意向調査、基礎資料

収集のための市場調査を実施した。

　これらの調査結果や住民との対話を踏まえて、「紫波町公民連携

基本計画（案）を公表し、これを基に、地元のまちづくり会社は、

空間をどのように整備し、利活用するかについての市場調査のため

紫波町 PPP プロジェクト企業立地研究会を立ち上げ、実現可能な

構想案が練られたのである。さらに、この計画案をたたき台として

100回を超える住民説明会を各地で行うとともに、企画課が住民の

近くに机を構えるべく引越しを行い、常時住民と対話できる環境を

整えた。このように、駅前空間整備とその活用に関する企業側との

やり取りに加えて、それを利用する住民や地域団体等への徹底的な

調査と対話を経て、2009年２月に公民連携基本計画が策定されてい

る。そこでは、駅前空間が持つべき機能とともに、どのような空間

を構築したいのかという意見が丁寧に積み上げられている。

　さらに注目すべきは、住民や民間事業者などの意見を踏まえて、

理念とビジョンを構築した後、その具体的な空間デザインを行う段

階では、専門家によるデザイン会議を創設し、その具体化ととも

に、洗練された公共空間の構築を行っていることである。公共空

間の構築には、その空間を利用する個人や企業、団体などの「私」

「共」の活動がベースにある。だが、それを具体的に、居心地の良

い空間として作り上げるには、理念を理解し、それを具体化できる

経験と技能を備えた専門家集団が欠かせない。町では、そうした専

門家を招致し、具体化に向けた調整を行う「場」を構築し、公共空

間の理念とビジョンをリアルな空間として構築するシステムを整え

たのである。
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イ　「私」の資金を呼びこむ公共空間の構築

　一般に「公民連携に期待されるのは、民間資金の活用を通じたコ

スト削減や、民間のノウハウを活用した効果である。先述の通り、

紫波町では、当初の143億円の事業を実施するための財源はなく、

開発のための財源確保ができないまま、10年近く土地を塩漬けにし

た経緯があった。通常、補助金による地域開発では、財源調達の目

途がたてば事業が推進されるが、その後、施設の利用状況が芳しく

ないまま、維持管理費が嵩むことがしばしば問題視されている。こ

れに対し、紫波町のオガールプロジェクトでは、役場庁舎や図書館

以外の施設は民間資金を活用した開発をめざすこととされ、採算性

を確保するために、テナントに対するニーズ調査が行われた点に特

徴がある。当初は３階建ての施設が計画されていたが、テナントを

すべて埋めることは難しいという市場調査結果を踏まえて、２階建

てに変更を行っている。また入居希望者との間で10年間のテナント

利用の契約を結び、家賃の前払いを求めることで、確実なテナント

確保と資金循環のスキームを構築し、金融機関からの融資を引き出

している。このように、駅前空間の構築を通じた「場」の構築と社

会や経済「関係」の取り結び直しが図られているのである。

　オガールプロジェクトでは、駅前空間を消費空間とするのではな

く、賑わいのある生活空間と位置づけ、人が集まれば自ずと飲食な

どの経済活動も活発になるという発想で空間を整備している。こう

したことから、人々が集うための仕掛けとして、岩手県フットボー

ルセンターの誘致（サッカーグラウンド整備）、屋内バレーボール

コートの整備、宿泊施設（オガールイン）などを整備し、さらに図

書館や音楽スタジオなどが入る情報交流館や、役場庁舎、そして誰

もが自由に利用の仕方をデザインできる広々とした芝生やベンチな

どを整備することで、賑わいのある空間を創り出している。サッ
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カー場では、ドイツ・ブンデスリーグのバイエルンの競技場と同じ

芝が使われており、バレーボールコートは、日本代表の合宿施設と

同等の環境を整備している。バレーボールというニッチな競技種目

の練習場をナショナルチームの環境という品質水準で整備すること

で、他との差別化を図っていることも注目すべき点である。

　このように、人々が来たくなる空間の構築を通じて、経済活動を

強固なものとし、その計画を明確なビジョンと理念のもとで示しな

がら、テナントの誘致と金融機関からの資金調達を図った点に、オ

ガールプロジェクトの大きな特徴がある。いわば地域住民の声を

形にすることで「共」のための場を構築し、「私」の経済活動が参

加しやすい環境を創出し、こうしたアイディアを構築するための

「場」と「関係」を役場がサポートするという「公」「共」「私」のコ

ラボレーションによって生み出された空間といえるだろう。

ウ　地域の社会経済循環構築と行政の役割

　では、オガールプロジェクトの構築にあたり、「公」を支える役

場企画課・公民連携室はどのような役割を果たしたのかを見ていく

こととする。

　第１に、企画課・公民連携室は、機能別に分けられた行政機構の

なかで、横串を指す役割を担っている。駅前公共空間を整備すると

いう場合、都市計画のほか、農林業や商工業、さらに保育所や図書

館などが関われば、福祉や教育部門との間でも調整が必要となる。

各部署との間でそれぞれに調整を行うとすれば、膨大な調整コスト

が生じる可能性がある。これに対し、紫波町では、公民連携室にお

いて、開発計画のそれぞれの段階で、都市計画や教育委員会などの

部署からエキスパートの職員が公民連携室に異動することで、庁内

部課間の意見調整や情報共有を図っている。行政の縦割りを前提と
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した施設整備を行った場合、一つの施設が一つの機能を担うことと

なり、特定目的のための施設が整備されてしまうことも多い。しか

しながら、オガールでは、公民連携室があらゆる部署との調整を図

りながら施設整備を行ったことで、多様なニーズに対応した柔軟な

利用が可能な空間が整備されている。また、計画を検討する際に

も、農業団体、商工業者、住民、学校、福祉施設等、あらゆる分野

の関係者のところを回ることで、特定の業界の意向や利益に左右さ

れない仕組みが構築されている。

　第２に、紫波町役場は、いわば縦割と横串という細かい網の目が

張り巡らされた行政体制になっているということである。例えば、

農協、農業団体などが、既存の補助金や事業の実施を検討する際に

は、専門的な知識や技能を持った農林課が対応を図っている。これ

に対し、特定の団体に関わらず、例えばオガールでの産直マルシェ

の設置・運営については、公民連携室が農林課と連携し、出資や参

加しようとする農業者を募っている。（さらに、農業者以外の事業

者募集と出資依頼については、オガール紫波株式会社が実施する形

を取っている。）その結果、多様な担い手が参加する産直（紫波マ

ルシェ）が運営されている。

　第３に、柔軟な公共空間の構築と維持・管理に際し、公民連携室

がある種のリスクを引き受けていることである。例えば、オガール

には、空間の中心部に芝生の広場があるが、その広場のすぐわき

に、町道が走っている。しかしながら、この広場と町道の間にフェ

ンスは設置されていない。芝生で親子連れが遊ぶことを考えれば、

そこにフェンスを設置することで、行政は万一の事故に対するリス

クを回避することを考えがちである。しかしながら、空間の機能や

デザインを考え、人々の利用を考えるとき、オガールでは、空間を

分断してしまうような整備を行っていない。このように、公共空間
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の整備における、「私」「共」「公」の機能を考えると、一般には、租

税負担により整備された施設については、あらゆる責任を行政が負

うことが求められ、行政はリスクを最小限にするような空間整備を

行いがちである。だが、紫波町では、空間を利用する人々の主体的

な関わり方を考えながら、公共的な空間管理を地域ぐるみで考える

スタンスが採られている。これもまた、「公」「共」「私」の関係を問

い直すものとなっている。

5　自治体の「雇用」創出策と「公」「共」「私」

　江津市と紫波町の事例から分かるのは、人々が地域で安心・安全

に暮らしを営むための「場」と「関係」の構築には、総合的な対応

が求められることである。「私」として、自己実現に向けた経済活

動への参加を行うことはもちろんだが、その活動を通じて、地域や

職域での様々な関係が築かれ、そこに、ある種の共同性が生じる。

江津市の事例でも、紫波町の事例でも、行政は単に雇用機会を創出

するだけではなく、仕事や暮らしが営まれる「場」とそこでの人々

の自己実現に向けた活動を支援する「関係」づくりをサポートする

ことで、新たな仕事やビジネスが生まれる環境を用意している。

　さらに、どちらの地域においても、地元産の資材を活かした施設

整備のほか、農産物や森林資源などを活用した食とエネルギーの地

産地消、地域住民の参加と協働によるモノづくりなど、地域の資源

と人財を活かした社会経済活動の構築を進めている。地域資源や人

との関係に裏付けられて、地域において衣・食・住＋職の４つが、

手に入る環境が整えられており、そこに地方自治体としての「公」

の役割を見出すことができる。
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6　地域経済循環構築と雇用創出に向けた政策対応

　かつて、全国各地の自治体では、雇用創出策として、企業誘致と

いう手法が採られてきた。しかしながら、経済のグローバル化を

背景に、企業誘致で安定した雇用を創出できる地域は限られてい

る。人口減少と高齢化、経済停滞のなかで、地域の暮らしを維持す

るために必要な財・サービスを確保するためのローカルな経済循環

の構築により、雇用を創出する動きが起こっている。いわば、「私」

「共」のつながりを密にするための「場」と「関係」を創出し、地

域の再生を図る取組みである。ここでは、「公」としての地方自治

体の役割について整理する。

（１）地域の社会・経済の状況を把握し、地域課題を確認する

　第１に、自治体内各地区における産業と生活の状況を知り、経済

循環と雇用創出の両面から、必要な対応を検討することである。江

津市では、従来型の企業誘致による雇用創出も行うが、誘致企業と

して、地元の森林を活かし、エネルギー自給につながる木質バイオ

マス発電事業所などを受け入れている。また、地域資源を活かして

新たな事業を考える「ごうつ塾」において、地域資源や地元のニー

ズを調べながら、ソーシャルビジネス、コミュニティビジネスを構

築する動きを創り出している。紫波町では、駅前再開発に際し、岩

手県の中での地域特性を調査したうえで、ベッドタウンとして人々

が暮らしやすい街を構築するうえで必要な空間構築について、統計

データとともに、徹底した住民への調査や対話を通じて検討を行

なっている。さらに、第５章２節で取り上げる大網白里市の大里綜

合管理の例を先取りすれば、住民の困りごとを聞き、それをサービ

スとして提供することや、住民の得意技（＝資源）を知り、それを
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社会で活かす「仕事」を創出する場を積み上げ、そこに仕事を創り

出している。

　これらの地域では、地域経済循環を構築し、関係の取り結び直し

を図るために、地元のことを学びあうための場も設けている。まず

地元を知り、どのような地域づくりができるかについてアイディ

アを出し合い行動する。こうした Check と Action があって初めて

Plan が立てられる。「PDCA サイクルを回す」には、その前段で

プランを策定するためのチェックとアクション（すなわち CA-PD-

CA）が必要である。いわば、「共」「私」の今を知り、その情報や課

題について共有する場をつくり上げ、そこから「公」の計画を策定

するのである。

（２）主体的な参加の場、実現を担保する専門家サポート、議会の

チェック

　地域課題の把握や、新たなビジネス創出を検討する際には、特定

の業界や団体の人々だけで議論を行うのではなく、多様な人々が集

い、話し合える「場」を創り、誰もが参加できる環境を整え、そこ

で生まれた新たなアイディアや計画を形にできる環境を整えてい

る。また、検討の場には誰もが参加できるが、アイディアを形にす

る際には、主体的な参加が求められている。「行政や団体に言えば

やってもらえる」という陳情・要望を行う場ではなく、考えを具体

化し、形にするための主体的な参加を求めるとともに、そのための

「場」が用意されている。紫波町のオガールプロジェクトでは、駅

前空間の形成に対するアイディアを提起するだけでなく、出資によ

る参加のスキームも用意されている。

　さらに、参加者の発言を通じて出てきたアイディアを形にする上

では、専門的な知見やノウハウが必要となることも多く、外部の専
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門家集団が、アイディアの具体化に向けた検討と対応を行う制度を

用意していることも、大きな特徴である。そして、デザイン会議の

提言を踏まえた具体的な事業計画については、最終的に町議会が

チェックを行っている点も留意しておく必要がある。

　このように、行政が地域づくりに関する「場」と「関係」の構築

に、直接的にも間接的にも携わるようになっているのである。

（３）費用負担を通じた参加とリスク・テイク

　産業と雇用創出を図るには、資金と人材が必要である。これま

で、行政は様々な産業振興策や雇用創出策を行い、各種の補助金を

支出してきた。しかしながら、本稿で紹介した支援策は、かつての

振興策とは大きく異なっている。江津市では、創業にあたり、移住

者の住まいを確保するための空き家活用のシステム構築や、「ごう

つ塾」、ビジネスプラン・コンテストの運営に関して負担を行って

いるが、いずれも、地域づくりに関わる人々の主体的な参加と事業

創出の場づくりに関わる支援が中心である。紫波町でも「公民連

携」の名のもとに、オガールプロジェクトでは民間資金を活用し、

行政主導で施設整備を行うのではなく、地域で暮らし、経済活動を

行う人々による負担を求める仕組みが構築されている。さらに、第

５章２節の大網白里市の大里綜合管理の事例では、コミュニティビ

ジネス創出に関する取組みについて、行政から一切補助金を受けて

いない。補助金を受けると、事業内容や方法に制約がかかり、柔軟

な対応が図れなくなることが理由である。

　財政支出は、ともすれば決定と責任を行政に丸投げしてしまいか

ねない。「私」の領域で一定の費用負担やリスク・テイクを行うこ

とで、主体的な「参加」が行われ、これによって、地域づくりに主

体的に関わる仕組みが構築されている。このように、今回の事例に
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見る財政支出のあり方は、直接的な施設整備や、団体への事業補助

ではなく、アイディアと意思を持った人々が集い、地域課題につい

て考え、ビジネスを構築するための場と関係を創り出すところへの

支援に向かっている。役場庁舎や図書館などの公共施設について

も、住民にとって利用しやすい公共空間となるよう、参加と協働を

通じた整備が行われ、そこに財政支出が投じられている。

　食料やエネルギー自給を含めた骨太な地域経済循環の構築は、安

心・安全な生活環境構築を考える上で重要である。自治体が地域づ

くりの戦略を立てて、地域特性を踏まえた人々の暮らしと経済循環

を構築するうえで、求められる政策対応のあり方は変わりつつあ

る。行政の役割は、単独で事業を執行するばかりではなく、地域住

民の主体的な参加と費用負担により、地域の現状と将来を見据えた

関係構築を行うプラットホームづくりへと展開をみせているのであ

る。
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１　地域公共交通の課題

　地域公共交通の担い手は、各地域の実情に応じて様々である。

「公」である自治体が、地方公営企業として運営している鉄軌道は、

全事業の年間輸送人員数の13.6%、自動車運送については20.7% の

みであり1、鉄道、バス事業とも、その多くは民間事業者（私）が

担っていることがわかる。さらに、この公営企業として経営されて

いる交通事業（バス、都市交通、路面電車、モノレール、船舶）に

ついては、2011年度には98の事業数があったものが2016年度の事業

数は87と減少傾向になっている。

　その利用者数については、地域鉄道を例にとると、人口増加の中

では利用者数も右肩上がりとなっており、経営も比較的安定してい

たものと思われるが、1990年頃を境にしてモータリゼーションの進

展により利用者数が減少してきている（図３－１）。近年では、高齢

者の鉄道利用が増加傾向にあるため、利用者数の減少は下げ止まり

からやや持ち直しているように見えるが、人口減少が深刻化してい

けば一般的に乗車人員も減少することが予測される。さらに人口問

題・社会保障研究所の推計では2040年以降は高齢者人口も減少に転

じることとなるため、事業者は、その経営のあり方を見直さなけれ

ばならないことになるであろう。その場合、経営を安定化させるた

めには、運賃を引き上げるか運行本数を削減するか、という選択を

迫られることになるが、これらはいずれも利用者にとっての利用条

件が悪化することになる。利用しづらくなったために利用しなくな

ると、乗車人員がさらに減少する、その減収を補うためにさらに対

策を講じる、という負のスパイラルに陥る可能性もある。

1　総務省自治財政局編『地方公営企業年鑑』第62集（2016年3月）
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　前述のとおり、地域公共交通の多くの部分を民間事業者（私）が

担っているため、乗車人員の減少によりこうした負のスパイラル

に陥ってしまうと、倒産・廃業につながるおそれもある。実際に、

2000年以降、2012年までに法的整理や事業再生等に直面した乗合バ

ス事業者は27社あり、この中には地域の中心的事業者も存在する2。

一般的な民間企業の廃業が地域に与える影響とは異なり、地域公共

交通は公的なインフラであるため、こうした企業の廃業は「市民の

足」がなくなることと等しい。今後の人口減少局面では、民間交通

事業者の倒産・廃業のおそれはさらに深刻化するものと思われる

が、地方都市においては、地域内で交通インフラを担っているのが

単独の民間企業である例が多く、地域公共交通を維持・確保するた

2　『地域再生の戦略 - 「交通まちづくり」というアプローチ』（宇都宮淨人著、筑摩書房、
2015年）

図3－1　地域鉄道の輸送人員の推移

出典：平成28（2016）年版　交通政策白書より
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めに行政（公）が経営補助等を行うと、すなわち特定企業に対する

支援と受け止められてしまうため、こうした支援を行うことを避け

る傾向の自治体も多い。

　しかし、本当に市民にとって必要とされる交通インフラであるな

らば、民間事業者が運営できなくなった場合、自治体（公）が地方

公営企業としてその運営を引き継がざるを得なくなるが、この場

合、新規事業に向けて自治体が担わなければならないコストは計り

知れず、あまり現実的な解決策とは思えない。こうしたことを考え

ると、やはり今後の急激な人口減少の局面においては、地域公共交

通を維持し、また再構築するための行政の役割について再定義をし

ていく必要があるだろう。

　2013（平成25）年に成立・施行された交通政策基本法では、交通

は国民生活の安定向上及び国民経済の健全な発展を図るために欠く

ことのできないものであるとし（第２条）、近年の急速な少子高齢

化の進展その他の社会経済情勢の変化に対応しつつ、豊かな国民生

活の実現、国際競争力の強化、地域の活力の向上、大規模災害への

対応の４つの目標を達成すべきこととしている（第３条）。

　特に、豊かな市民生活の実現という中では、高齢運転者に原因が

ある交通事故が増加する中、自動車運転免許証の自主返納が急速に

進んでいるが、そのような中で地域交通が廃止されると移動手段が

完全に奪われてしまうことになる。人口減少社会においては、こう

したことも見据えながら、自治体ごとに地域の実情に即した対応が

求められることになる。以下では、高松市のまちづくりと連動させ

た総合的な交通施策への取組みを紹介しながら、今後の急速な人口

減少期においていかに交通手段を確保し、住民ニーズに対応してい

くべきかという問題について考えてみたい。
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２　高松市における複合的交通施策

（１）高松市における地域公共交通の現状

　高松市は面積375.44㎢、人口約42万人の中核都市である。広い讃

岐平野に位置し、可住地面積も234.32㎢と非常に広い中で、2003年

度に市街化区域と市街化調整区域の区分（いわゆる線引き）を廃止

した後は、旧市街化区域への居住・商業施設等の立地が進展すると

ともに郊外部の田園地帯も宅地化が進んだ。これにより、低密度の

市街地が広がることにより、車への依存による環境負荷の増加や中

心市街地の空洞化が進み、地域全体への魅力や活力が低下すること

が懸念されたことから、2008年12月に策定した「都市計画マスター

プラン」において、市役所・支所や鉄道駅周辺などの集約拠点への

都市機能の集積と市街地の拡大抑制によるコンパクトな都市構造で

ある「多核連携型コンパクト・エコシティ」の推進を掲げ、各種施

策に取り組んでいる。

出典：香川県観光協会 HP「うどん県旅ネット」

図3－2　ことでんと高松城（玉藻公園）
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　高松市における鉄道ネットワークは、JR 四国と高松琴平電気鉄

道（以下「ことでん」）が JR 高松駅やことでん瓦町駅を中心とし

て放射状に拡がるように配置されている。また、路線バスネット

ワークも両駅を中心として放射線状に拡がっており、これらすべて

の路線バスは民間事業者が運行している。このほか、コミュニティ

バス（乗合タクシーを含む）は、５路線が公的補助を受けて運行さ

れている3。これら公共交通機関については、利用者数が減少の一途

にあったが2004年以降は下げ止まりとなっている4。

　一方で、四国運輸局は、四国全域における約10年後の公共交通輸

送人員を予測した（図３－３）。この中では、2014年度の公共交通利

用人員１億2，600万人に対し、2025年度は１億1，300万人と１割強の

減少を見込んだ。詳細は、JR 等の幹線鉄道が約11% 減、ことでん

などの都市鉄軌道が約７% 減、一般乗合バスが約21% 減となって

いる。こうした利用者減を食い止めるためには、地域住民の利用促

進とともに、交流人口を増大による需要喚起が必要であるとし、人

口減少下における地域公共交通の確保・維持に向けた対策の必要性

を指摘している。

　高松市では、2010年11月に高松市総合都市交通計画を策定し、そ

の中で公共交通が抱える問題として、①中心市街地の人口減少と低

密度化、②高齢化の進行と移動困難な交通弱者の増加、③自動車交

通への過度な依存、④自動車利用に比べて利便性が劣る公共交通

サービス、⑤中心市街地に不足する回遊性、⑥公共交通不便地域の

存在、⑦未熟な自転車利用環境、⑧二酸化炭素排出量の増加、⑨都

3　その他、高松空港や大型ショッピングモール等を目的地とするバス9路線が運行され
ている。

4　その他の公共交通として、高松港から離島を結ぶ船舶については、瀬戸内国際芸術
祭への観光客の利用による乗船者数の増加により、経営の安定化が図られている。
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市間交通の衰退を挙げた。このまま対策を打たなければ、過度な自

動車交通依存により、公共交通利用者が減少し、サービスの維持や

新たな投資が困難になることにより公共交通サービスのレベルが相

対的に低下してしまうため、さらに自動車交通に頼らざるを得なく

なるという負のスパイラルに陥る。これに対し、公共交通サービス

のレベルを相対的に向上させ、公共交通の利用者が増加し増収へと

つながり、サービスの維持のみならず新たな投資が可能になれば、

自動車交通利用依存からの脱却も可能だとし、好循環のサイクルを

生み出そうとしている。

　具体的には、バスを中心に公共交通サービスが都心地域に一極集

中している現状から、主要ターミナルを設け、各拠点に公共交通

サービスを集約・強化すること、自動車から鉄道、バスへの乗り継

ぎに係る、いわゆる交通結節機能が不足することについては、パー

ク＆ライド、サイクル＆ライドに向けた駐車場・駐輪場を整備し機

能強化を行うこと、都市地域のではバス路線の再編・集約や新交通

出典：平成27年度四国における交通施策のあり方検討会資料（H28.3.30）より筆者作成

図3－3　公共交通輸送人員の将来需要
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システムも視野に入れながら利用転換を促して回遊性の高い交通体

系へ再構築すること、都心地域へ向かう自動車利用から公共交通、

自転車利用への転換を促すために交通体系を再構築することなどを

進めることとなる。

　次に、高松市総合都市交通計画に基づいた具体的施策とその影響

について、触れていきたい。

（２） 高松丸亀町商店街の賑わいとその他の高松中央商店街の状況

　以下では、総合都市交通計画でめざしている多核連携型コンパク

ト・エコシティの実現に向けて、その中核となる中心市街地の状況

について紹介する。

　高松中央商店街は、高松市の中心部に位置し、高松丸亀町商店街

など８つの商店街からなる商店街の総称である。高松中央商店街の

北端には高松三越が位置し、ここを起点として西側の JR 高松駅方

面に兵庫町商店街、南側に高松丸亀町商店街、東側のことでん片原

町駅方面に片原町（東部・西部）商店街が伸び、高松丸亀町商店街

の南側には南新町商店街、その南端から東側、ことでん瓦町駅に向

かって常磐町商店街、さらに南に田町商店街が伸びており、これら

８つの商店街を覆うアーケードの総延長が2.7km で、全国一の長さ

を誇っている。ことでんのターミナル駅である瓦町駅には、1997年

４月に地上11階・地下３階立てのコトデン瓦町ビルが建設され、同

年からコトデンそごうがオープンしたが2001年４月に閉店、その後

を同年９月から高松天満屋が引き継いだ。高松中央商店街は、商店

街の成功要因として挙げられる「２核１モール」の理想型が築かれて

いたが、郊外型大規模店舗の建設、コンビニエンスストアの増加、

通信販売やインターネットショッピングなどの販売機会の多様化な

どにより、中心市街地における商品販売額、通行量とも減少傾向が
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続いている。

　高松丸亀町商店街は、高松中

央商店街の北端に位置する高松

三越から南に全長470m の商店

街であり、ここより西にはビジ

ネス街、東には繁華街・歓楽街

が拡がっている。高松丸亀町商

店街は、従来から時代の流れに

的確に対応した取組みを行って

いる。1972年には、モータリ

ゼーションの時代を見据え、商

店街が経営する駐車場の建設の

ための用地取得にあたり、丸亀

町不動産株式会社を設立した。

その後、高松丸亀町商店街では

合計３つの駐車場5を経営しており、再開発に向けた潤沢な資金を

確保できている。高松丸亀町商店街の開町から400年6の1988年、四

国では瀬戸大橋の開通に賑わっていたが、高松丸亀町商店街では、

全国的に郊外型ショッピングセンターの建設が進む中、人口40万人

の高松市、商圏人口55万人の中で現在の繁栄を将来へ引き継ぐこと

への不安が顕在化した。こうした危機感をきっかけとして、全国有

数の中心市街地活性化の成功事例として有名な「人が住み、人が集

うまち」をめざした再開発が進むことになった。1998年「中心市街

地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関

5　このほか、G 街区に建設された丸亀町グリーンが経営する駐車場が存在する。
6　1588年に生駒正親が高松城築城の際に香川県丸亀市の商人をこの地に移した。

出典：香川県観光協会HP「うどん県旅ネット」

図3－4　高松丸亀町商店街
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する法律」（略称：中心市街地活性化法）によるTMO構想7、行政の

出資比率５% のみでの民間主導の第三セクター「高松丸亀町まち

づくり株式会社」の設立、60年の定期借地権の設定により所有権と

利用権の分離を行って、商店街に住む高齢者8が歩いて暮らせる町

であるとともに、来街者にとっても楽しむことができる商店街を作

り上げた。

　一方で、2012年に高松丸亀町商店街の南端（G 街区）に丸亀町グ

リーンが竣工し、さらに2014年３月に高松天満屋が閉店したことに

よりコトデン瓦町ビルの求心力の低下も相俟って、丸亀町グリーン

が２核１モールの南端の核のような形となってしまった。これによ

り、高松丸亀町商店街が賑わうようになった一方で、その南部に位

置する商店街の賑わいが低下してきている。

（３）民間事業者と歩調を合わせた取組み

　高松市は、人口減少、超高齢化が進行する中で、公共交通の衰退

は交通弱者の急増や中心市街地における商業業務機能の低下など多

くの弊害を招き、ひいては地域社会の衰退を引き起こすことが懸念

されるとして、2013年に高松市公共交通利用促進条例を制定した。

この条例では、公共交通の利用を促進し、安全かつ快適で人と環境

にやさしい都市交通の形成及び高松市がめざす「多核連携型コンパ

クト・エコシティ」の実現に寄与するために、基本理念、市、市

民、事業者及び公共交通事業者の責務、基本方針を定めている。

　総合都市交通計画及び本条例に基づく取組の中で特徴的なものの

7　Town Management Organization。中心市街地におけるまちづくりを運営・管理す
る機関の基本方針や TMO が行う事業等についてまとめたもの。

8　高松丸亀町商店街の再開発ビルの1階は店舗が中心だが、2階・3階はクリニックや診
療所などが入居しており、4階以上は高齢者向けのマンションとして分譲している。
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一つ目は、「電車バス乗継割引

拡大制度」である。従来は、バ

ス路線は10km 以上の路線でな

いと国・市から補助が受けられ

ないことを主な理由として、非

常に長い路線が存在していた。

これらの路線は補助金に頼った

運営であり、基本的には不採算

路線であったが、それでも採算

が合わないと民間事業者として

は撤退するということになる。

こうした撤退を招かないよう

に、事前に路線を検討し、交通

結節拠点を整備し、フィーダー

系統へのネットワーク再編に着手している。

　高松市では、こうした主要鉄道駅からの支線となるフィーダー交

通（路線バス等）サービスの向上のほか、中心市街地を運行する路

線バス等の「ちょいのり」の促進、鉄道を基幹とした公共交通幹

線軸の強化を狙って、2014年３月から、「電車バス乗継割引拡大制

度」を実施した。従来からことでんが行ってきた、電車からバス、

あるいはバスから電車への乗り継ぎ割引の20円に、市が80円を補填

して、100円割引とした。具体的には、ことでんが運用する ICカー

ド「IruCa」を利用して、その日のうちに電車からバスに乗り継い

だ場合、または、バスから電車に乗り継いだ場合に100円割引にな

る9。市では、割引拡大に係るシステム改修等初期費用6，000千円の

9　このほか、定期 IruCa（IruCa と同様の料金チャージ機能を有する IC カード定期券）

図3－5　高松市乗継割引拡大制度

出典：高松市提供資料
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ほか、80円分の補填として、乗継割引拡大の実施前からの20%まで

の増分にあたる23，328千円を上限として負担しているが、乗継割引

の利用件数は、実施する前の年間252，612件（2013年度）から2014

年度は320，855件（実施前比約27% 増）、2015年度は330，087件（実

施前比約28% 増）と想定を上回る形となっており（図３－６参照）、

地域公共交通の維持に向けても着実な効果が生まれていると考えて

良いであろう。

　また、高齢者の移動の利便性を向上させることで、外出機会を増

やし、生きがいや健康づくりに取り組むとともに、公共交通の利用

促進を図る目的で、2014年10月から「高齢者公共交通運賃半額制

度」を実施している。市内に在住する70歳以上の方を対象として、

IruCa が導入されている電車、路線バス、コミュニティバス等の運

賃を半額にする「ゴールド IruCa」を発行している。高松市は、こ

れに係るシステム改修等初期費用147，798千円のほか、運賃割引額

を利用する場合は、その当日の鉄道利用がなくても全てのバス運賃が100円引きとな
る。

出典：高松市提供資料

（件）

図3－6　高松市電車バス乗継割引拡大制度の導入効果
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の差額補てんとして97，840千円

を負担している。高齢者の運転

免許証の自主返納が進む中、高

齢者の外出機会が少なくなって

しまえば、健康でない高齢者が

増え、医療・介護・福祉に係る

負担がさらに増大するおそれが

あるが、公共交通機関の料金を

引き下げることにより、駅やバ

ス停まで、あるいはそこから目

的地までの距離を歩くことにつ

ながる。地域公共交通の維持と

いう側面からだけではなく、健

康増進の効果からの、部局横断

的な考えに基づく事業である。

　一般的には、モータリゼーションによる利用者数の減少だけでな

く周辺地域の人口自体が減少してしまうと、もはや企業努力のみで

V 字回復を狙うことは不可能である。一方で、地域の交通機関は

その経営規模や乗車人数などから単一の民間企業が担っていること

が多いため、その公共的必要性のためとして行政から補助金を拠出

しづらい、というのが現状である。こうした中で、高松市は、公共

交通利用促進条例の制定によって公共交通機関の重要性を行政とし

て位置づけ、その下で、単一企業に対する経営支援という位置づけ

ではなく、都心部の自動車交通量の削減や都心部の回遊性の増大を

狙った電車バス乗継割引拡大制度や、高齢者の外出を促し健康増進

を図る目的での高齢者公共交通運賃半額制度を実施した。図３－８

は高松市内の公共交通利用者数の推移である。ことでんについては

図3－7　高松市「ゴールド IruCa」

出典：高松市提供資料
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2015年に前年度比4.8% 増、ことでんバスも同比2.1% の増となって

おり、高松市が行っている施策は、結果として乗車人員を確実に増

加させており、実質的には民間交通事業者の経営を後押しする政策

になっているといえる。

　なお、ことでんとしても、行政のこうした制度設計のみに頼るの

ではなく、2014年３月の高松天満屋の撤退により中核的存在がなく

なっていたコトデン瓦町ビルを、2015年10月に瓦町 FLAG として

自らリニューアルし、専門店が集う複合型商業施設としてオープン

させた。これに対して、高松市でも８階フロア全体を「市民交流プ

ラザ IKODE 瓦町」として整備し、各種証明書の発行や中央図書館

サテライトなどの行政サービスの提供、市民活動センター、アート

の催し、健康講座などを行っている。そのほか、内外の観光客への

情報発信スペースである「ナビステーション」の設置、様々な物販

やイベントの開催により多くの市民が瓦町駅周辺に集まり、南部商

店街の取組との相乗効果による賑わいづくりに取り組んでいる。こ

うした動きが、再び「２核１モール」として高松中央商店街全体が

図3－8　高松市内各公共交通機関の1日平均利用者数（乗降者数）の推移
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賑わうための仕掛けともなっている。

（４） その他の地域交通政策

　高松市は、都心部の平坦な地形や温暖少雨な気象条件から自転車

の利用が盛んであり、高松市への通勤・通学者の４分の１が利用し

ているという。これに伴い放置自転車も多かったが、これへの対策

として、2001年に高松市レンタサイクル条例を制定し、自転車を共

有することで自転車総数を抑制するとともに、近距離公共交通機関

として市民の利用、あるいは観光者向けに自転車を貸し出してい

る。事業開始当初は２か所のレンタサイクルポートから開始した

が、現在では、JR 高松駅、ことでん瓦町駅、観光地である栗林公園の

最寄り駅、高松丸亀町商店街など７カ所にレンタサイクルポートが

設置され、借りたポート以外でも返却できるようにしている。利用

料金は６時間以内であれば100円であり、24時間でも200円、以下

１日ごとに200円の加算となっている。このほか、１か月2，000円、

３ヵ月5，500円での定期利用10も設けている。また、自転車の利用促

進として、ことでんの一部路線では、サイクルトレイン11も行われ

ている。

（５） 高松市の複合的交通施策にみる「公」の役割

　地域公共交通の担い手は、地方公営企業という形で「公」が担う

ケース、コミュニティバスについては「共」が担うケースもありう

るが、一般的には「私」である民間事業者が担うケースがほとんど

であり、高松市域でも民間事業者が地域公共交通を担ってきた。し

10　 一般の利用料。学生は1か月1,800円、3ヵ月5,000円となっている。
11　ことでんの志度線、土日祝日限定で行っており、自転車持ち込み料金は無料として
いる。
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かし、人口減少社会において地域公共交通の利用者数も減少するこ

ととなると、次第に利益が減少し、利潤を生まなくなった民間事業

者が事業から撤退せざるをえなくなる可能性がある。地域住民の

「足」を確保するために同事業が必要であれば、結局は「公」が引

き継ぐしかなく、税金を投入することとなる。

　高松市は、このような臨界点に達する前に、人と環境にやさしい

都市に向けた多核連携型コンパクト・エコシティ構想の推進として

公共交通サービスの向上を行ったことにより、結果的に利用者数増

加へと導き、公共交通サービスを維持することができている。

 

３　富山市のコンパクトシティ施策との共通点

　以上のような、高松市の施策は後述するように、まちづくりと交

通施策とを連動させた総合的な政策という点で全国的にみても優れ

たものである。また、同市の取組みについては、我が国で最も先進

的なモデルの１つとされている富山市のコンパクトシティ施策との

多くの共通点をわれわれは見いだすことができる。とりわけ、両市

ともコンパクトなまちづくりという理念を掲げ、それに基づく施策

を推進してきたという点で共通している12。具体的には、それらを

12　端的に言えば、富山市が進めている「公共交通を軸とした拠点集中型のコンパクト
なまちづくり」とは、旧市町村の中心部を含め14の拠点を整備し、それぞれの拠点を
公共交通で結ぶというものである。これがいわゆる「お団子と串の都市構造」であり、

「お団子」は「自動車に依存しなくても日常生活に必要な都市機能が整った徒歩圏」、
「串」は「一定以上のサービス水準が確保された公共交通」を表す。
　 富山市の施策の特徴は、こうしたコンパクトシティ構想を掲げ、公共交通機関網の
整備を軸に、都心地区や沿線への集住政策を推進するという点にあり、コンパクトシ
ティ実現を掲げる地方自治体の中でも、そのめざす方向性とそれに至る道筋がひとき
わ明確である。また、このように行政（本稿でいう「公」）の明確で積極的な補助事業
や優遇政策に沿って、民間部門（私）からの投資を呼び込むことで、コンパクトなま
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まとめると以下のようになる。

（１）まちづくり（コンパクトシティ）理念と連動した総合的な交

通施策の指向

　　（例：中心市街地で拠点となるべき駅の再開発と整備（＝

フィーダー路線の拠点駅におけるバス運行やサイクルポートの

整備など））

（２）まちづくり（コンパクトシティ）理念に沿った中心市街地の

開発と居住誘導

　　（例：中心市街地で拠点となるべきエリアの再開発・整備、マ

ンションの分譲等）

（３）バスや電車などの異なる交通モード間の乗継促進（乗継割引

など）と役割分担の深化

（４）これら総合的な交通施策の導入による社会的・経済的な波及

効果の高さ

　　（一般に数十億から数百億円はかかる道路整備費などに比して、

一般会計に占める地域公共交通施策にかかる経費は実はそれほ

ど高いというわけではない。例えば、富山市のそれ（多い年度

でも約10億）も高松市（多い年度でも約3.2億）のそれも、一

般会計（約1500億円）の約２％にすぎない。）

（５）以上の施策の結果としての人々の新たなライフスタイルの創

ちづくりが効果的に推進されている（以上の記述は、寺迫（2011）（125頁）を参考にし
た）。

　 このような富山市のコンパクトシティ施策の詳細については、すでに多くの優れた
先行研究がある。以上の記述は、主に以下の文献を参照した。

・寺迫剛（2011）「コンパクトシティの行政－富山市・ハレ市」井手英策編『雇用連帯社
会』岩波書店。

・神田昌幸（2014）「富山市におけるコンパクトなまちづくりの進捗と展望」『財務省北
陸財務局ホームページ』（http://hokuriku.mof.go.jp/rizai/pagehokurikuhp013000117.
html）等。
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造（これらの総合的な交通まちづくり施策が、高齢者や若者の

中心市街地への外出、買い物や飲食行動等の誘発に一定の役割

を果たしつつある。）

　もっとも、高松市は、富山市のように北陸新幹線などの国レベル

の大規模な交通政策の推進にあわせて駅前再開発事業や地域公共交

通事業が推進されたわけでもなく、また国の補助等を用いた大胆な

LRT 整備等が最初から合意されていたわけでもない。しかし、先

に見たＡ街区とＧ街区、高松築港駅と瓦町駅（瓦町 FLAG の整備

等）などの点と点をまずは整備し、それらの点を線で結び、その間

をさらに開発していくという重点的な投資が実施されてきた点に高

松市の取組の大きな特色があり、また多くの自治体にとっても示唆

を提供する部分とも言えるだろう。

　ただし、これは富山市に限らず当てはまることだが、国の国庫補

助が地域公共交通については（ＬＲＴ整備などの）初期の整備費用

には非常に手厚く、また重点的に多額の補助がなされるものの（実

際に100億円を超すプロジェクトが数多くある）、その後にかかって

くる運営経費は自治体（特に市町村）がもっぱら面倒を見続けてい

くシステムになっていることが現行制度の最大の問題であろう。こ

うした助成制度では各自治体でせっかく先進的な交通インフラ等の

整備そのものができても、その後の運行はできない、もしくは赤字

運営という事態に陥りかねない。こうしたコンパクトシティ施策と

地域公共交通施策とを連動させた総合的なまちづくり政策を展開す

るには、現状では各自治体の思い切った「覚悟」が必要とされてい

る。それでは、そもそもなぜそのような状態が続いているのだろう

か。それには、われわれはわが国の交通政策の過去の経緯を振り返

り、その上で現状を見据えることで、その糸口を見いだすことも可

能になるのではないか。
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４　歴史的な岐路に立つ我が国の地域公共交通と
　　その将来

（１）既に収益事業ではなくなっていた我が国の交通事業

　まず、我が国の交通事業も戦後、諸外国と同様に自動車の劇的な

普及とともに、一部の大都市圏をのぞき、多くの地方においては営

利事業としては既に成立しなくなっていた点を踏まえる必要があ

る13。すなわち、多くの交通事業者においては、経済成長による人

口増と利用者増、したがって運賃収入増という前提によりそれらの

経営が可能となっていたが、多くの路線バス、鉄道ともに70年代以

降は徐々に赤字を出すようになり、その後は交通事業そのものへの

参入規制強化による国の保護と自治体による事後的な交通事業者へ

の赤字補填が開始されることになる14。

（２）急激な国の規制緩和策の影響

　そうした国による需給調整規制については、①非効率な事業者の

温存、②新規サービスや弾力的な運賃設定の抑止、③内部補助が強

制され赤字路線を抱えることによる事業意欲の減退等の弊害が従来

から指摘されていた。ところが、2000年以降、貸切バス事業、旅客

鉄道事業等の各種事業において規制緩和が開始されると、それまで

はなんとか維持されてきていた我が国の地域公共交通のあり方が大

きく様変わりしていくことになる（図３－９）。

　具体的には、国による交通需給規制などの管理政策の放棄、それ

と連動して相次いだ規制緩和、これらによって多発するようになっ

13　こうした歴史的な経緯は、板谷（2015）などが参考になる。
14　 同上。
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た鉄道や路線バスなど交通事業者の地域からの相次ぐ撤退である。

地域住民の生活を支えていた交通事業者の相次ぐ撤退により、多く

の地域で混乱がもたらされたが、さらに深刻だったことは、こうし

た撤退する交通事業者をコントロールする手段を、自治体も住民も

ほとんど持ち合わせていなかったという点である。これまでのわが

国の地域公共交通政策の問題点は、各自治体がまちづくり施策（特

に都市計画や土地利用計画）との関係において交通ネットワーク全

体について明確なビジョンを持たなかったし、また持つような状況

にも置かれていなかった点にも大きく起因している。

　国でも、2013年 12 月に「交通政策基本法」が施行され、続いて 

2014年 ５ 月には「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」

が改正されるなど、地方部において課題とされている公共交通の維

持を目指した法整備が急速に進んでいる。これらについては、概ね

評価を得ているものの、その実現をめざすうえで必要となる財源が

そもそも示されていないとの指摘は根強い15。

15　例えば、高峯（2015）、5頁。地域公共交通への異なる交通モードごとにあった国庫
補助制度が抜本的に見直されたのは、2009年の民主党政権への政権交代が大きな発端
ではあった。もっとも、その後の再びの政権交代によって、当初想定されていた予算
規模（数千億円規模から数百億円へ）も交付金の性格（一括交付金から国庫補助金へ）

図3－9　地域公共交通に係る主な法制度の動向

出典：木村（2016）、73頁。
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　ともあれ、こうした国の交通政策の急速な転換とともに、国か

ら地方自治体（特に市町村）への実施主体の転換（公）、交通事業

者の経営改革（私）、地域公共交通に係る法定協議会等への地域コ

ミュニティの参画（共）といった形で、新たな協力関係の構築が各

地域で模索され、次第に実践されるようになってきている16 17 18。

　また、そうしたなかでも富山市や高松市をはじめ、まちづくり施

策と交通施策とを連動させた総合的な交通政策を打ち出す自治体も

徐々に見られるようになってきており、本稿でもそうした政策を打

ち出し、また実践してきた高松市の事例を詳細に検討してきた。こ

こでは最後に、今後の超高齢・人口減少時代にむけた地域公共交通

政策のビジョンを事例に即して簡潔にまとめておきたい。

も、大きく変化してきた。
16　例えば、今まではコミュニティバスを運行したり、路線バスに補助金を出したりと
いうのが自治体の仕事だと思っていたところが多かったのではないかとの指摘がある。

（加藤博和（2015）「激動する地域公共交通関連法制度 : 現場で活用してはじめて意味が
ある」『臨床法務研究』（14：3月号）、36頁。）

17　例えば、図3-9の「地域公共交通に係る主な法制度の動向」の中でも、2007年の「地
域公共交通の活性化及び再生に関する法律」（いわゆる「活性化法」）について積極的な
評価が可能であるが、同法では同時に、「市町村は関係者で構成する法定協議会での協
議を経て、地域公共交通総合連携計画を作成し国土交通省に提出することができ、同
省により認定された総合連携計画に位置づけられた事業のうち、特に重点的に取り組
むことが期待される事業について、関係法律の特例による支援措置が講じられる」と
された。

18　これまでも国による公共交通に係る法整備と制度改正が目まぐるしく進んできた
が、各市町村にこうした交通に係る法制度、それらに詳細に渡り精通する担当者がい
る場合はそれらを活用する道がひらかれてきたと言える。だが、そうでなければその
自治体そのものがこうした国の補助制度の外に置いて行かれてしまうという危険性も
同時に孕んできた。実際、それぞれの市町村ごとに交通政策担当者の数にはこれまで
大きなばらつきがあり、小規模自治体ほど担当者がいないか、もしくは少なくなる傾
向にある。この点については、板谷（2015；48～49頁）も参照。
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（３）超高齢・人口減少時代にむけた地域公共交通政策の転換19 

ア　協議と計画策定（公共私による協議と連携）

　まず、財源以前の問題として、ほとんど調整されないコミュニ

ティバスと路線バス等の運行による多くの地域での二重運行を是正

する必要があるだろう。その際、既に高松市の事例でも見てきたよ

うに、公共私の連携（＝高松市（公）、ことでん（私）、高松丸亀町

商店街振興組合（共））による協議や合意に基づく計画策定とその

実施に向けた連携こそがカギとなるだろう。また、地域公共交通に

尽力する人材（特に地方公務員）が各自治体にいるか否かで、その

地域の地域公共交通の盛衰が左右される側面があるという点はあら

ためて指摘しておきたい。

イ　まちづくりと連動した総合的な地域交通政策へ（＝住民ニーズ

にあった交通政策の模索）

　2014年の地域公共交通活性化法の改正により、ようやく都市計画

および土地利用計画と地域交通計画との連動がはじめて国の制度と

して法定化されたが、バス、鉄道、タクシーなど異なる交通モード

ごとの有機的な連携や役割分担がまちづくりとの関係において十分

に考慮されている自治体の事例は我が国ではまだそれほど多いとい

うわけではない。

　それぞれの地域によって公共交通の位置づけやあり方は多様であ

るし、多様であってよい。なぜその地域でバスや鉄道が必要なの

か、より具体的には、それぞれの住民の生活実態やニーズに合った

運行ルートやダイヤが設定できているかなどを、絶えず地域住民と

の対話を重ねるなかで探り、それらを地域の総合的な交通計画に反

19　以下の記述は、加藤（2016）を主に参考にした。
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映させていくことの積み重ねがこれからはより一層望まれてくるだ

ろう。こうした住民との対話を重ねるなかではじめて、それらの経

費の一部を負担してもよいという地元の企業や住民が出てくる事例

も、すでに数多く存在している（一種の受益者負担）。

ウ　財源（収益至上主義から公共私のベストミックスへ：公費、受

益者負担、運賃）

　だが、中長期に見たときには、大都市圏で特によく聞かれる「交

通は営利事業であるため一部の事業者のみに公費を入れるのはおか

しい」というある種の偏見を、多くの民間交通事業者（私）の存続

が危機に瀕しているという現実を踏まえて、どこまで払拭できるか

という点こそがこれから問われてくるだろう。そのためには、公的

な交通財源のより一層の充実はやはり欠かせないように思われる。

既に見たように、いまや地方部ほどモータリゼーションの進展等で

自動車を利用した生活様式が定着していることから、交通事業単体

のみでの黒字経営は厳しく、まして運賃収入のみで黒字を出し続け

るのはきわめて困難だろう。そのように考えると、担当者によって

左右されてしまう現場からみて使い勝手の悪い国庫補助金を中心と

した助成制度を将来的に転換する必要があるのは明らかであるよう

に思われる。

　ヨーロッパ諸国では、日本に先行して20世紀中盤にモータリゼー

ションが進行し、早くから公共交通の活性化が課題となっていた。

実のところ、1970年代までの急速な自動車の普及によるモータリ

ゼーションの進展と共に、欧米諸国でも地方の交通事業は既に収益

事業ではなくなっていた20。

20　板谷（2015）によると、欧米諸国ではすでに運輸事業が単独では成り立たないとい
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　欧米諸国ではこうした採算のとれない交通事業については様々

な根拠から公的補助を強化する場合がほとんどである21。そのため、

日本のように独立採算を前提とするのではなく、公的補助を前提と

した公共交通の運営が広く行われている。例えば、ドイツの公共交

通政策においては、連邦から州に対して大幅な権限と財源の移譲が

行われ、エネルギー税を財源とした地域公共交通に対する補助制度

がある。これらの補助制度により合計で１兆円を超える規模の財政

補助が毎年度提供され、その使途も概ね州の裁量に任されている。

また、フランスでも、地域の公共交通を司る都市圏交通局が直接、

公共交通の整備・運営の財源を調達することを可能にする交通税と

いう制度がある。交通税を導入する地域は年々増えており、2012年

の税収は合計で35億ユーロ（約4，000億円）に達した。このような

財源の裏付けによって、LRT など公共交通機関の整備や、低運賃

政策が行われており、公共交通の利用状況も活性化傾向にある。今

後はわが国でも、民間交通事業者の独立採算と事後的な赤字補填を

前提として交通事業を進めるのではなく、こうした欧米諸国で一般

的となっている公的補助を前提とした公共交通の運営を検討すべき

であろう。

　なお、フランスのように地方分権改革の流れの中で法定目的税と

して地方独自の一般財源として確保することが１つの政策手段とし

て理想的な形態ではあるだろう。だが、諸外国におけるもう１つの

政策的な潮流として注目されるのは、もともとはガソリン税や燃料

うことは前提として考えられており、採算性のみで判断して路線廃止すると社会的な
損失が大きいということについては一定のコンセンサスが見られるという。例えば、
交通税を制度化し地域公共交通が活性化しているフランスにおいてさえも、公共交通
における料金収入の割合は収入全体の約３割未満を占めるにすぎない。

21　以下の記述は、主に高峯（2015）を参考にした。
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税など自動車関係税等が道路財源となっていたものが、それらの使

途が途中から道路整備のみではなく、道路の渋滞対策や環境対策と

して地域公共交通にも歴史的に拡大されてきたという点である。ド

イツではすでに1970年代ころから、アメリカでも1980年代からそう

した財源確保策が一般財源とともに採られている22。

エ　基礎自治体がコーディネーターとして公共私の連携を支える

　以上のような地域公共交通のビジョンを踏まえると、高松市の地

域交通への取組みは示唆に富むものだと見ることができる。とりわ

け、電車とバスの乗り継ぎ、電車と自転車の乗り継ぎなど、既存の

交通モード間の関係の見直しに同市が着手してきたことは特筆すべ

き点である。裏返すと、多くの市町村でコミュニティバスやデマン

ド交通などが近年安易に導入され、こうした異なる交通モード間の

関係の見直しにはほとんど手がつけられていないことが多いとい

う。すなわち、それらは既存の異なる交通モードとの関係において

導入されていないことから、新たなコミュニティバスやデマンド交

通がかえって既存のタクシーなどの交通事業者と競合してしまうと

いう状況を一部生んでいるという23。

　地域公共交通ほど、分権時代の基礎自治体のあり方を問う政策分

野はほかにないだろう。それはまちづくりの重要な構成要素ではあ

るが、理解を得るのが大変な施策でもあり、また対応の仕方によっ

ては今後の地域の盛衰を左右しかねない施策でもあるからである。

22　この点については、例えば高峯（2015；62－66頁）を参照。なお、福祉として実施
すべき交通施策と、まちづくりの一環として取り組まれるべき総合的な交通施策とで
は、それらに必要とされる財源（前者は一件数百万円規模、後者は一件数億円から数
十億円規模）に大きな開きがあることから、財源がそれぞれ別に措置されることには
一定の合理性があると見てよいだろう。

23　加藤（2013）、41頁
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これから各自治体は、単なる交通事業者の出す赤字の事後的な補助

政策を転換し、魅力あるまちづくり政策との関係において地域公共

交通施策を展開しうるか。それに係る国の法整備は急速に進みつつ

あるが、それが実を結ぶかは各自治体による地域での対話にかかっ

ていると言えそうである。地域ごとの交通のあり方について話し合

うための場づくりこそが関係者間（自治体、事業者、地域コミュニ

ティ：公共私）の連携には必要であり、基礎自治体の調整役（コー

ディネーター）としての役割がこれほど問われている政策分野はほ

かにないと言っていいだろう。
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１　芸術政策、スポーツ政策（広義の文化政策）
　　のとらえ方

　芸術やスポーツなどの文化はどのような人間のニーズを満たすの

だろうか1。例えば、実に多様な芸術活動や芸術作品について市場で

もニーズと供給があり、それらの取引が毎日のように行われてい

る。だが、そうした市場取引には乗せられない（つまりは儲からな

い）芸術文化が、その享受者に便益（幸福感や充実感）をもたらす

とともに、都市や地域にもその便益（経済的効果や教育的効果）が

波及するといった外部効果はつとに指摘されている2。しかし、本章

の問題意識からより一層重要なのは、そうした文化政策が通常の経

済活動では出会わないような人間同士をつなぐ役割を果たすことが

あるという点である。例えば、地域コミュニティの衰退とともに、

学校にしか所属できないまま家族にもいじめの悩みを打ち明けられ

ない子供たち、会社になじめず孤立死していく中高年男性への対応

がわが国では大きな社会問題となっているが、音楽や演劇、スポー

ツなどにともに親しむことをきっかけにして、こうした人々も多様

な人々との交流が可能になることがある。劇作家で劇場法の成立に

1　なお、本稿では芸術文化およびスポーツ文化の振興に係る政策を包含する概念とし
て「文化政策」という用語を用いる。文化政策という概念そのものは、多くの文献

（例えば、後藤（2005）や野田（2014）など）で用いられている。なお、スポーツを文
化として捉えたものとして、山口（2006：158頁～（「スポーツ文化の可能性」））があ
る。本章の用語法もこれに原則として依拠している。

2　例えば、後藤（2005；27頁）など。なお、ここでは国や自治体（公）が文化政策を
行う理論的な意義や根拠について、文化が地域に経済的な波及効果をもたらすととも
に、地域への誇りや威信（プレステージ）をもたらし、またそこに住まう人間への教
育的価値、ひいては（将来世代への利益をもたらす）遺贈価値や存在価値などの外部
効果も指摘されている。なお、本章は必ずしも全て同じではないが、芸術文化ととも
にスポーツ文化もまたそうした便益や外部効果をもたらすのではないかという問題意
識から出発している。
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も尽力した平田オリザ氏は、こうした文化の持つ機能を「文化的社

会包摂」と呼び、これこそがこれからの行政（公）の役割だとして

いる3。

　われわれは人間のニーズを満たすというとき、まず衣食住のこと

のほうをむしろ考えるのではないだろうか。すると、生活保護など

をはじめとする社会保障政策がまずは必要だということになる。と

りわけ、今後の我が国の超高齢・人口減少社会の激しい進展の中で

は、国や自治体が税を使って文化政策を行う意義や価値を見いだし

づらいことがあるかもしれない4。実際、国でも自治体でも財政状況

が逼迫するとまずカットされるのが文化予算というのが通例であ

る。しかし、そうした衣食住のニーズを満たすことに主眼が置かれ

ている従来型のセーフティネットからはどうしてもこぼれ落ちてし

まう人々のニーズを汲み取り、なんとか掬い取ることこそ、これか

らの文化政策が担うべき役割ではないだろうか。そのために、芸術

でもスポーツでも、なんらかの文化的な活動や作品に触れてもらう

ことにより、生きる気力を取り戻し、人とつながる機会と場を行政

（公）が多層的に用意しておくことの重要性はかつてなく高まりつ

3　平田（2015）、30頁。ここでは、ヨーロッパの公共文化施設の役割はむしろこの点に
あり、1980年代以降は社会的弱者が社会参加をしやすい拠点として多様な文化施設が
位置づけられてきたとのことである（33頁）。なお、本章の問題意識からすると、同書
でも指摘されているが、こうした文化拠点を通して社会的弱者の潜在化しやすいニー
ズを掬い上げ、いかに生活保護行政などの多様な行政部門につないで連携していくか
といった点が重要となるだろう。

4　 今後数十年で我が国が直面する超高齢・人口減少社会では、一般的には税収が低下
し、これを補うべき地方交付税の原資についても増収が期待しづらいことから、自治
体の財政規模は縮小していくことも予測されており、各自治体は従来提供していた行
政サービスの取捨選択を行うのみならず、これからも多様化する住民ニーズを把握し
それらを満たすため、国や都道府県のみならず、民間企業や NPO など地域の担い手を
育成するなど、彼らとの一層の協力関係を構築していく必要があるだろう（公共私の
連携）。
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つあるように思われる。しかも、芸術もスポーツも、その工夫次第

では、住民一人一人の生活の質を高めるとともに、まちの魅力を高

め、地域コミュニティ（共）の再生といった社会的効果をももたら

す文化政策とすることもできるだろう5。

　本章ではまず、瀬戸内国際芸術祭を機にした男木島の再生の取組

みについて紹介する。ここでは、香川県や県内市町村（公）の投資

をきっかけにしつつも、北川フラム氏をはじめとする数多くの民間

アーティスト（私）の参加をはじめ、福武財団、地元住民など、き

わめて多様なアクターが参加し連携することで、男木島という地域

コミュニティ（共）が再生を遂げつつある状況が描かれる。さらに

その後段では、高松市の芸術士事業の取組みを紹介する。ここで

は、高松市（公）と NPO 法人アーキペラゴ（私）の連携による幼

保を舞台とした新たな就学前教育の現場が描かれる。本章では最後

に、スポーツ文化の振興による地域再生を全国でも最も強く推進す

る自治体（兵庫県、加古川市）の取組を紹介する。兵庫県およびそ

の県内市町では、地域スポーツクラブ（総合型地域スポーツクラ

ブ）の設立と定着には兵庫県（公）がリーダーシップを発揮するも

のの、その後は地域スポーツクラブ（共）による自主的な運営が目

指されている。

  すなわち、本章では、男木島の再生と芸術士派遣事業の取組みを

通じて芸術文化政策についてみたあと、地域スポーツクラブの取組

みを通じてスポーツ文化政策の取組みについて見ていきたい。これ

5　特に、地域での芸術文化政策、スポーツ文化政策といった施策は財政規模が縮小し
ていく中では、自治体の中核的な政策としては捉えにくいかもしれない。しかし、こ
うした政策が地域の人々にとってどのような意義があり、いかなる波及効果があるの
か、またそうした行政サービスを取りやめたときにどのような影響があるのかといっ
た点については、その直接的な効果のみならず、より長期的・多角的な視野で具体的
に考える必要があるだろう。
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らは自治体（公）の支援を大きなきっかけとしつつも、人々の生

活の質を高めるとともに、まちの魅力を高め、地域コミュニティ

（共）の再生を果たしつつあるという意味で、まさに地域の最前線

の取組みである6 7。

２　「暮らしの豊かさ」を求める移住者が集う島
　　～高松市男木島

（１）瀬戸内国際芸術祭の影響

　瀬戸内国際芸術祭は、香川県を中心とする瀬戸内海の離島を舞

台に、トリエンナーレとして2010年から３年ごとに開催されてい

る現代芸術作品による芸術祭である8。2010年には７の島々と１つの

港、2013年及び2016年は香川県西部の５島と１つの港を加えた計12

の島々と２つの港を会場としており、春・夏・秋の３会期、計108

日間開催されている9。島民の減少と併せた住民サービスの縮小によ

り用途のなくなった公共的施設やの空き家をアーティストに開放

し、34の国と地域から226組の作家が参加し、多彩な作品を展示し

ている。瀬戸内国際芸術祭実行委員会は、浜田恵造・香川県知事を

6　ここでは、芸術文化の振興、スポーツ文化の振興を直接の目的としつつも、その便
益の波及効果等により、中長期的には定住促進、子育て支援、コミュニティの再生

（「共」の再生）などにつながり、特徴的なまちづくりへとつながっている事例を３つ
紹介する。その中で、こうした政策分野においてあらためて行政（公）が担うべき役
割についても検討していきたい。

7　以下、特にことわりのないかぎり、男木島の取組および芸術士派遣事業に関する具
体的な事例の描写は筆者（村山）による。

8　なお、平田（2016）でも、瀬戸内国際芸術祭を機にした小豆島の再生が描かれてい
る（例えば36～50頁を参照）。

9　全体の会期は108日だが、たとえば「春会期のみ」など、会期を限定している会場も
ある。
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会長、真鍋武紀・前香川県知事を名誉会長とし、アートディレク

ター・北川フラム氏10を総合ディレクター、公益財団法人 福武財団

理事長・福武總一郎氏を総合プロデューサーのもと、11の地方公共

団体のほか、国の出先機関、大学、各種団体など合計47団体が構成

団体となって運営されている。

　2010年の開催時には約94万人、2013年は約107万人、2016年には

約104万人の来場者となり若干減少しているが、瀬戸内国際芸術祭

実行委員会が芸術祭会期中の来場者を対象に行ったアンケート調査

（N=15,336）によると、2016年の香川・岡山県以外からの来場者数

の平均滞在日数は2.72日（2013年は2.48日）、宿泊者の平均宿泊数は

2.36泊（2013年は2.00泊）と増加している。半数を超える来場者が

10　北川フラム氏は、越後妻有アートトリエンナーレでも総合ディレクターを務めるな
ど、わが国を代表するアートディレクターである。

出典：瀬戸内国際芸術祭実行委員会（2010）『総括報告（平成22年12月20日）』

図4－1　瀬戸内国際芸術祭の会期中の新設・増便航路
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芸術祭以外の観光地を訪問しており、芸術祭以外への波及効果も高

いものと推測される。なお、過去の芸術祭にも来場したリピーター

は全体の４割を占め、次回芸術祭についても全体の８割以上が再来

の意向を示している。

　経済効果については2010年に111億円（うち直接効果64億円）、

2013年は132億円（うち直接効果77億円）であったが、海外からの

観光客増や宿泊客増により、2016年も139億円（うち直接効果86億

円）となっている。ただし、飲食店や宿泊施設がほとんど存在しな

い離島も多いため、各島にとっては、交流人口増による外貨の獲得

といった直接的経済効果については限定的にならざるをえない。そ

の他、作品の制作や補修、展示の受付などを行うボランティアであ

り陰で瀬戸内国際芸術祭を支える「こえび隊」の組織化や、こえび

隊への参加を通じた芸術活動への機会の提供、海外からの観光客を

受け入れるための基盤整備なども大きな効果としてとらえることが

できる。

　各島にとっては、瀬戸内国際芸術祭への来場者がフェリー等に乗

船するため、フェリー会社の売り上げへの貢献となり、全国的には

離島航路の減便や運賃引き上げが相次ぐ中、これに歯止めをかけて

いるのは間違いないであろう。そのほか、瀬戸内国際芸術祭を通じ

て様々な国・地域から島を訪れ、島の魅力を知ってもらえること、

各島で行われている「お接待」により島民との交流の機会が得られ

ることなどの効果があげられる。

　しかし、瀬戸内国際芸術祭は３年で108日のみの開催であるため、

実質的に３年間のうち10分の１の期間のみの開催である11 。このた

11　瀬戸内国際芸術祭を開催していない年には、ゴールデンウィーク期間や夏休みなど
に「ART SETOUCHI」を開催しているが、瀬戸内国際芸術祭の来場者数に比べると
観光客は少ない。

第 4 章　人口減少社会における文化・スポーツ（広義の文化政策）に対する行政の役割　　87



Copyright 2017 The Authors. Copyright 2017 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.

め、島民にとって瀬戸内国際芸術祭は、島内での生活のごく一部

で、芸術祭の効果をそれ以外の期間にどのように波及させるかが重

要となる。残りの９割の期間をどのように過ごすかが圧倒的に大事

になる。また、離島では全国平均よりもさらに高齢化が進んでいる

中、瀬戸内国際芸術祭の開始時から既に６年を経過しており、次回

開催は開始から約10年が経過することになるため、今後は島民側が

これまでと同様に対応できなくなるおそれもある。

（２）男木島の奇跡

　このような中でも、いくつかの島は、瀬戸内国際芸術祭をきっか

けとして島の再生に向けて動き出している。

　高松市男木島は、JR 高松駅からすぐ近くにある高松港からフェ

リーで40分、全周４km、人口180人程度の小さな離島である。1950

年代の映画「喜びも悲しみも幾年月」の舞台となった男木島灯台で

知られる島である。瀬戸内国際芸術祭の会場の中でも、小豆島や直

島は一つの地方公共団体が離島のみで構成されており（全部離島）、

島おこしは当該町役場の最優先課題と直結することから行政と住民

が一体となって取り組むこととなるが、男木島の場合は、高松市の

離島であり、高松市の中のコミュニティの一つという位置づけでし

かないため、島おこしは地域住民が主体となって取り組まなければ

ならない点は特に留意が必要である。

　2010年の第１回目の瀬戸内国際芸術祭では、世界的に著名な大岩

オスカール氏の作品「大岩島12」が男木島で展開されたこともあり、

非常に多くの観光客が男木島に訪れた。また、フェリーの発着場近

くには、ジャウメ・プレンザ作「男木島の魂」が建設され、フェ

12　大岩島は、男木島内での火災により、会期中に焼失した。
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リーのチケット売り場や

待合所、お土産品売り場

としての機能も兼ね備え

た高松市立男木交流館と

して島民にも利用されて

いる。

　一方で、2011年には中

学生の卒業とともに高松

市立男木中学校が休校

（小学校は2008年に休校）

して以降、子どもがいな

い島になってしまった。

このような中、2013年の

瀬戸内国際芸術祭の際に

男木島出身者である福井

大和氏が島のコミュニティ協議会から web サイトの作成を依頼さ

れたことをきっかけに、その取材を目的として家族で長期間来島し

た。その際、このままでは人口構成から見ても消滅を待つ島になって

しまうとの危機感を感じ、島を再生させる機会は今しかないと決断

し、U ターンすべく他の男木島出身者にもU ターンを呼びかけた。自

らのU ターンに際しては、高松市立男木小中学校の再開を条件とし

た。U ターンを予定していた世帯とともに署名活動を行い、10日で

900名13の署名を島内外から集めた。市議会の後押しもあり大西市

長の英断で2014年４月に生徒児童６名で男木小中学校が仮設校舎14

13　 島内から200名程度、そのほか、男木小中学校の OB・OG や、男木島の「関係人
口」である者の署名を Facebook などを通じて集めた。

14　休校となった校舎は耐震性に不安があり、建て替えることとなった。

男木島全景

男木交流館
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で再開した。その後、瀬戸内国際芸術祭をきっかけに来島した者が

島の外観、島から見る瀬戸内海の美しさ、島民の人柄などに魅かれ

て I ターンで移住する者も増加した。また、折りからの「ネコ島」

ブームによって、瀬戸内国際芸術祭期間外にも、一定程度の観光客

が訪れる島になった。2015年10月には未就学児を抱える移住者が、

島の食材を生かしたフレンチレストランをオープンさせた。2016年

２月には福井市の妻順子氏が男木島図書館を完成させ、運営を開始

した。翌３月には高松市立男木小中学校の新校舎が完成し、同年５

月には同小中学校の一部を利用する形で保育所が開設し１歳から５

歳までの４人が入所した。

　男木島の人口は178人（2017年１月１日現在）のうち、このうち

移住者の人口（その後転出した者を除く）は38人を占めている。一
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図4－2　男木島における人口構成の変化

出典：高松市公表資料より筆者作成
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般的な離島と同様、高齢者が多いため人口の自然減が続いているが

社会増が補う形となっていることから３年間で大きな人口の増減は

ないものの、平均年齢は、69.9歳（2014年１月１日）から63.3歳ま

で若返り、人口構成に大きな変化がみられる。

（３）男木島が選ばれる理由

　「自然が豊かだ」と言われる地域は全国に無数にあるが、未就学

期には保育所に預けることができ、就学後は、学校では少人数教育

を受けることができ、放課後は男木島図書館で良く知る大人の目の

届く範囲で子どもが活動できるような居場所があり、島民がみな温

かく声をかけてくれるというような、大変恵まれた子育て環境は

めったにない。特に、2016年以降は、こうした生活の豊かさの追

求、あるいは子育て環境の重視という観点から、男木島での生活を

希望する者の移住者が増えてきている。

　このうち男木島図書館については、福井大和氏の奥様でありウェ

ブデザイナーの順子氏が、男木島への移住後、「どのような地域に

住んでいても本に触れる機会が与えられるべきである」という考え

のもと、私設の図書館と

して建設した。子どもが

集まって遊ぶことのでき

る室内空間として、子ど

もたちが互いに競いあう

学習環境として、さらに

もともとの島民と移住者

のコミュニケーションの

場や、島外からの情報を

入手する場としての機能 出典：筆者撮影

図4－3　男木島図書館
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を果たしている。移住者ならではの目線で、後に続く移住者が不安

に思うような課題に対して対応した形である。男木島全体のノスタ

ルジックな景観を崩さないように古民家を改修し、内装はいつまで

も居座りたくなるようなお洒落な空間を築いている。

　男木島図書館は、様々なメディアによって取り上げられており、

これも島内の子育て環境を PR するのに役立っていると思われる。

男木島図書館の建設に当たって行ったクラウドファンディングにお

いてその趣旨を訴えたのを皮切りに、新聞各紙や離島関連雑誌、図

書館関係専門誌などで取り上げられており、移住先を全国くまなく

探している者にとっては目に触れる機会が多いため、こうした男木

島の優れた子育て環境についても、様々な形で情報を得ることがで

きるようになった。

　この効果もあり、2014年からの３年間で41名が移住し、2017年２

月現在、男木小中学校の生徒児童数は８名、未就学児４名と賑わう

島になっている。しかも定着率が非常に高い。移住者が多い地域で

も、いざ移住してみると元々想定していた環境とは異なっており新

しい環境になじめずに転出してしまうような事例も多いが、まだ３

年間足らずのデータではあるが、男木島から転出した者は３名のみ

であり、初期移住者が定着し、移住者と地域とが良い関係を築けて

いることが分かる。

　こうした高松市立男木小中学校の復活と移住者の増加について

は、香川県及び高松市では「男木島の奇跡」と紹介され、瀬戸内国

際芸術祭の目に見える効果として PR されている。

なお、全部離島である小豆島町では、瀬戸内国際芸術祭の効果を最

大限生かすために役場内に「瀬戸内国際芸術祭2016推進室」を設置

し、町ぐるみで対応することができるが、男木島と同様に、高松市
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の一部離島である女木島15では、同様の現象は起きていない16。瀬戸

内国際芸術祭という行政施策をどのように活かすかは、地域力に大

きく影響を受けるものと思われる。

（４）男木島への移住・定着が進む理由①～福井大和氏の存在

　男木島では、復活させ新築した高松市立男木小中学校を再び休校

状態にしてはいけないという大目標はあるが、その一方で、そのま

ま住むことができるような空き家もあまり多くは残っていない。そ

のような微妙な需給関係の中で、移住者が毎年一定数存在する、と

いう状況が好ましいのかもしれない。

　福井大和氏は男木島への移住が進む初期段階で移住した。彼は、

男木島出身の U ターン者であり、小さな島であることもあり、す

べての島民と顔見知りである。移住者を受け入れる際、地域として

は、せっかくよそ者を受け入れる覚悟を決めた後のことであるの

15　高松港から男木港行きフェリーで20分、高松港と男木島の中間に位置する。
16　島内ヒアリングでは、3年後の2019年には、島民もさらに高齢化するので開催自体
が難しいのではないか、という意見も聞かれた。

撮影：鈴木悠平

図4－4　福井大和さん（左）、福井順子さん（右）
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に、移住者自体が何らかの理由で地域に馴染めずに転出してしまう

ことになると、地域では「移住者はすぐに出ていってしまう」とい

う先入観が生まれてしまう。このようなことがないようにすること

が、特に初期移住者の責務なのかもしれず、初期移住者には、移住

者が地域の中で認められるための覚悟のようなものが必要である。

そのような中、男木島の場合は移住第１号が U ターン者であり、

「すぐ出ていく」という対象にはならなかったことも幸運であった。

なお、先に紹介した通り、奥様の順子氏が男木島図書館の館長とな

り、男木島の子どもの居場所づくりを担っているが、その一方で、

大和氏は NPO 法人 男木島生活研究所理事長として男木島への移住

を考える者への窓口となっている。

　男木島に移住するには、ただ男木島が好きというだけでは移住で

きない。男木島には大工がいないので、まず空き家を自分の手で改

修しなければならない。しかも、改修のための材料なども高松から

持って来ようとするとかなりの労力と運搬費用が必要になるので、

なるべく島内で賄えるようにしなければならない。さらに、島内は

坂ばかりなので、若いころから慣れていれば別だが、高齢になって

からの移住は難しい。

　次に仕事である。高松市内でサラリーマンとして働こうとする

と、高松港まで40分、男木港の始発の船は７時便であるので出勤は

可能だが、18時頃に高松港からの最終便に乗ることはなかなか難し

い。このため、男木島でしっかりと生計を立てて生活ができること

が条件になる。もちろん家賃も実態は様々だが高松市内中心部と比

べるとあまりかからないし、娯楽施設もなく、あるいは安全に係る

費用なども必要ないため、都会に居住するよりも生活費はかからな

いのだが、瀬戸内国際芸術祭期間中の収入のみに頼るのは厳しい。

インターネット回線は良好ではない中で工夫をしながら IT 関係の
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仕事を行ったり、あるいは「半漁半アート」「飲食」「美容師」など

についても人口が少ない中で様々な工夫ができる者に、男木島で

「自分なりに豊かな生活」が許されるという状況になっている。こ

のため、何らかの技能を有している者が移住することになり、島に

とっては、その技能を生かして互いに提供しあったり、島に貢献し

たりと相乗効果を生み出すことにもなっている。そのうえで、福井

氏は、移住者は空き家の改修など安定した生活基盤を築きながら、

島で新しい仕事を始めなければならないことが移住に当たっての大

きなハードルであると考え、男木島図書館前に、移住して間もない

者が構想する仕事を短期間実践することができるようなスペースを

用意している。

　こうした事情により、移住者の年齢層も20代・30代が多く、年齢

構成を引き下げる一因となっている。

　なお、福井氏は2014年４月からは男木地区コミュニティ協議会副

会長、2016年４月からは38歳の若さで男木地区連合自治会長を勤め

ている。全国で自治会加入率が右肩下がりとなる中、男木島への移

住者は自治会長に相談をしながら移住する仕組みとなるため、男木

島の自治会加入率はこの３年でそれが５% ほど上昇している。

（５）男木島への移住・定着が進む理由②～大島よしふみ氏の存在

　2010年の瀬戸内国際芸術祭での成功は、高松市内在住の石彫作

家の大島よしふみ氏（ONBA FACTORY 代表）の存在も大きかっ

た。彼は、この芸術祭で、島民が運搬用具として使う「オンバ」を

用いたアートを制作したのである。オンバは、台車のような運搬用

具で、道が狭く坂が多いこの島で荷物を運ぶのには不可欠なもので

あり、島内では広く用いられている。大島氏は、島民が持っている

オンバを一人ひとりの趣味や好みを丁寧に聞きとり、世界に１台し
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かないものへとカスタマイズして島民に提供したことから、芸術作

品が島内を巡るという形になった。島民にとっては、普段は「アー

ト」とはほど遠い生活を営んでいたところ、日常からアートに触れ

るという形で地域文化が根付いたものと思われる。

　また、アーティストは議論するよりも先に手を動かし、目に見え

るものとして作り上げてしまう。これはクリエイターが多く移住し

ている徳島県神山町でも同様の現象だが、見える形で改善を実感す

ることができるため、はやい速度で説得力ある形で事態を良化させ

ることができる。

　さらには、普通の「よそ者」以上に独特な発想と強いこだわりを

持っているアーティストが、島民に理解されることにより、島民に

とっての「よそ者」への警戒心、垣根を低くすることにもつながっ

ているものと思われる。のちに、大島氏は夫妻で男木島に移住して

おり、移住初期段階で島民との間をつなぐパイプ役にもなってい

る。

出典：2013瀬戸内国際芸術祭参加チーム「TEAM 男気」制作日記
（http://blog.livedoor.jp/team_ogi/author/team_ogi?p=11）

図4－5　大島よしふみ氏
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（６）「男木島の奇跡」に見る「公」と「共」（地域コミュニティ）の

関係

　瀬戸内国際芸術祭の開始により、男木島には、多額の公共資本が

投入されている。瀬戸内国際芸術祭では、作品として高松市男木交

流館が建設されただけでなく、３年ごとに新しい芸術家の作品が設

置され、多くの観光客とスタッフが来島するようになった。こう

した芸術祭に向けたインフラの補修工事なども行われるようにな

る。また、高松市立男木小中学校の再開により、仮設校舎の建設に

続き、教職員の配置、新校舎の建設などがあった。特に新校舎の建

設については、全国的に小中学校の統廃合が進む中で、耐震性が不

十分であった小中学校を約７億円かけて新築・改修しており、人口

180人の島に対しては非常に大きな投資と思われるかもしれない。

　しかし、地域住民は、この投資の意味を十分に理解し、二度と子

 図4－6　オンバで移動する住民（左）、　　　　
男木島図書館のオンバで本を楽しむ子供たち（右）

出典：北川フラム「笑顔も運ぶ男木のオンバ－連載　瀬戸内物語 ２．特産品の始まり―」
四 国 新 聞（http://www.shikoku-np.co.jp/feature/art_festival/story/02/）（ 写 真
左）

出典：図4-4に同じ（写真右）。
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どもがいない島にしないよう、島の規模に見合った発展に向けて努

力している。男木島のコミュニティは、この小学校建設によって、

将来像をしっかりと見定めてまとまり、３年ごとに行われる瀬戸内

国際芸術祭をターゲットとして計画的に活動するサイクルを作り上

げた。３年前までは若年層がおらず、消滅を待つだけの島であった

が、地域の方向（共）と行政の施策（公）がうまくかみ合うことに

よって、地域コミュニティから人口構成まで変えていく起爆剤とな

るケースであると言えよう。

３　芸術士派遣事業～高松市

（１）芸術士派遣事業の概要

　高松市では、2009年から、子どもたちが感じたことや考えたこ

とを自分なりに表現する潜在的な想像力を育むことをねらいとし、

様々な芸術分野に高い知識を有するアーティストを「芸術士17」と

して、保育所・こども園・幼稚園に派遣する、「芸術士派遣事業」

を全国に先駆けて実施している。この活動は、NPO 法人アーキペ

ラゴに対する委託事業として実施している18。

　芸術士は、週１日ペース、年間40回程度、１年を通じて同じ保育

所・幼稚園に出向き、日々の保育の中で保育士・幼稚園教諭と連携

しながら、子どもたちと絵画や造形など様々な表現活動をしてい

る。その中で芸術士は、子どもたちが自由に表現する手助け等を行

17　高松市との協議の上、「芸術士」は商標登録されている。
18　芸術士派遣事業の詳細については、以下の URL もまた参考になる。
高松市こども園運営課ホームページ「保育所・幼稚園への芸術士派遣事業」
（http://www.city.takamatsu.kagawa.jp/kenkofukushi/hoiku/hoikuka/contents/
oshirase/201106_geizyutushi.html）。
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い、子どもが持っている感

性や創造力を伸ばしていけ

るよう、専門性を生かした

かかわりや助言を行う。こ

の活動については、毎年、

活動報告展を開催し、児童

と芸術士が、対話を深めな

がら創作活動を行う中で誕

生した作品や、参加施設の

ドキュメント（写真・文章・映像などの記録）等を展示するととも

に、報告展の内容等を冊子にまとめた活動報告書も作成している。

　2009年度から2011年度までは国の緊急雇用創出・ふるさと雇用再

生特別基金としては28カ所で実施した。2012年度からは同基金の終

了に伴い、市の一般財源により実施することとなり、同年度は公立

幼稚園３カ所への派遣も加えたが25カ所へと減少することとなっ

た。なお、直近では、2014年度は35カ所、2015年度は40カ所（2016

出典：「きょうなにするん（平成27年度高松市芸術士派遣事業活動報告）」、8頁。NPO 法
人 アーキペラゴ HP

（http://geijyutsushi.archipelago.or.jp/?page_id=704）

図4－8　カタタチサト（専門・身体表現）芸術士の活動　芸術士活動

写真提供：NPO 法人アーキペラゴ

図4－7　芸術士活動の様子
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年度も同数）と、実施個所を増やしている。芸術士の数も24人まで

増加し、絵画、立体造形、漫画、シンガーソングライターやサーカ

スのモダンダンサーなどジャンルが多岐にわたるものとなってい

る。

　なお、NPO 法人 アーキペラゴは、高松市以外でも、香川県内の

坂出市、観音寺市、さぬき市、四国中央市、徳島県徳島市の合計11

の施設にも芸術士の派遣を行っている。

　

（２）芸術士派遣事業の経緯

　2005年頃から、有志による活動で「環瀬戸内アートコンソーシア

ム構想」として、岡山県側と香川県側の美術館の連携を考える観光

圏の研究を行ったり、あるいは香川県庁の若手メンバーを交えて

「アート観光」の概念の検討などを行ったりしており、芸術家・デ

ザイン・アートで産業が振興できるのではないか、地域振興できる

のではないかという考えを持ち始めていた。2008年３月に北川フラ

ム氏・福武總一郎氏から瀬戸内国際芸術祭の構想が発表され、香川

県が瀬戸内国際芸術祭に向かって動き始めた中で、民間としても、

この芸術祭を支えるためには、地元のボランティア組織を作らなけ

ればならないと考え、芸術祭を支える NPO とするために専従職員

も雇用した上で動き出してきた。

　瀬戸内国際芸術祭を当面の目標として活動してきた中で、2009年

３月のミーティングの際、同 NPO の理事の一人が、アーティスト

が働く雇用の現場を作りたい、という企画書を提出した。その際、

参考としたのが人口16万人程度のイタリアの都市、レッジョ・エミ

リア市が1945年から行った教育法「レッジョ・エミリア・アプロー

チ」である。レッジョ・エミリア市では、戦後ドイツ軍が残して

いった戦車を鉄くずとして売り、これを財源として子ども達の教育
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の現場に職にあぶれたアーティストを派遣する作業を始めており、

これを参考にした。

　当時、国の緊急雇用創出・ふるさと雇用再生特別基金が設けら

れ、高松市が当時の副市長の英断のもと、これ用いて雇用事業を行

うという形で開始することとなった。これまで全国どこにもない仕

事であることから、調整が難航する中、11月から８名の芸術士と28

の公・私立の保育所でスタートすることとなった。しかし、これま

でにない仕事であるため、芸術士は保育士とは違うが、一方でお絵

かきの先生として派遣されているわけではないことを理解してもら

うために、最初の３ヵ月は、保育の現場を見て何ができるかを考え

るために、あえて何もしなかったとのことである。その中で保育の

現場の大変さを学ぶとともに、各々の「気づき」の中からそれぞれ

のプランを考えることにつながった。こうした経験により、基本的

には、何かを作ることを目的として行動するアーティストが、保育

の時間に溶け込み、その感性と創造性を生かして、こどもたちの個

性やその瞬間の伝えたい想いを引き出し、表現活動によって自らを

考え、柔軟に対応できる多様性を身につけるサポートをする、とい

う芸術士の立ち位置を確立させてきたものと考えられる。

（３）芸術士派遣事業の効果

　高松市は、子どものときから文化芸術に接することが人格形成に

つながる、として、37,617千円（2016年度予算）を投じて芸術士派

遣事業を行っている。

　芸術士派遣事業については、対象が保育園児・幼稚園児であるこ

とから、その定量的な効果測定は非常に困難だが、実際の現場で

は、子どもたちは、芸術士が提供するいろいろな素材や、わくわく

する出会いを通じて自主的な創作活動や表現力を育んでいることが
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わかる。また、保育士や幼

稚園教諭・芸術士に自分の

発想やアイディアを受け止

め、認めてもらうことで、

様々な活動に意欲や自信を

持って取り組む姿勢がみら

れており、子どもの自尊感

情を高める効果も生まれて

いるものと思われる。な

お、保護者からも、芸術士が来る日を心待ちにしている子どもの様

子を見たり、遊んだときの話を聞くことで、家庭ではできない貴重

な経験をしていることに満足しているという評価を得ている。

　こうした活動は、移住を検討する子育て世代にとっては、充実し

た子育て環境というように映るように思う。もちろん様々な子育て

の方針があるであろうが、芸術士がいる保育所に子どもを預けたい

と思う親は少なくないであろう。なお、2016年４月１日現在で高松

市には324人の待機児童（前年度比195人増加）が存在しているた

め、芸術士派遣事業のみをもって「良い子育て環境である」とは断

定できないながらも、認定こども園や保育所の創設等により2018年

度までに年度を通じて待機児童を解消することとしている。

　また、芸術家にとっては、子どもとのふれあいの中から新たな発

見がある。教えるのではなくて「共に学ぶ」という姿勢をとってお

り、継続的に子どもたちと関わることで、表現の楽しみをともに分

かち合っている。また、参加する芸術士同士も、同じく子どもに関

わる共通のミッションを有しており、多岐にわたるジャンルの芸術

士同士の交流が新たな創造を生んでいる。

　さらには、芸術家の仕事の創造ができ、生活を支えることもその

写真提供：NPO 法人アーキペラゴ

図4－9　芸術士活動の様子
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効果として考えられる。特に、昨今は芸術家になっても仕事に就く

ことができないことから芸術家になることそのものを諦める若者も

多いが、こうした芸術家を地域で育むことが、当該地域の創造力を

高め、多様性を許容できる競争力の高い地域へとつなげる第一歩で

あるともいえる。芸術士派遣事業は、そのために必要な「職」を創

造し、地域づくりに不可欠な人材を抱え込むための一つの有効な手

段と捉えることもできる。

（４）芸術士派遣事業における「公」と「共」との関係

　芸術士派遣事業は緊急雇用という、比較的導入しやすい資金を活

用して成立した事業ではあるが、当該制度の終了を見越した形で実

績を上げ、一般財源を費やしての事業継続につなげることができ

た。ここでは、「共」がきっかけとなりつつも、それに対する意義

を「公」がしっかりと捉え、支援することにより、高松市の子育て

事業にとって不可欠の要素を「共」が担うところにまで発展させて

いる。「公」と「共」との融合による新しい公共の枠組みがしっか

りと築かれた事例ととらえることができる。

４　小括　瀬戸内国際芸術祭を通じた男木島の
再生、芸術士派遣事業に見る「公」と「共」
（地域コミュニティ）との連携

　こうした芸術士派遣事業は、高松市で保育所等に通う子供たちに

とっては芸術家と直接触れ合う貴重な機会を、またそこを訪れた芸

術士たちにとっては子供たち一人一人の個性と向き合う貴重な機会

を提供するものとなっている。そして、より長期的な視点からさら

に重要なことは、こうして多くの子供たちが幼いうちから本物の芸
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術文化に直接触れることこそ、その地域の人々の「文化資本」を高

めることになるという点である19。地域ごとになにを文化政策とす

るかは多種多様ではあるが、その地域にしかない文化や芸術を発

見・継承をし、そしてそれらを磨き上げ、地域の内外へ向けて魅力

ある形で発信することのできる、文化資本を身につけた人材を地域

でどれだけ育てていけるか。こうした一見遠回りに見える着実な取

組みが、その地域の将来にわたる発展と持続可能性、長い目で見た

地域住民の「文化の自己決定能力」20にも大きな影響を与えていく

であろう。

　最後に、芸術祭を機にした男木島の再生にせよ、芸術士派遣によ

る幼児教育の場の転換にせよ、こうした芸術文化政策は、近年注目

を集めつつあるコミュニティアートの取組みだという点も指摘して

おきたい21。コミュニティアートとは「アーティストが一般の人々

と一緒に，あるいは彼らを指導する形でコミュニティ（地域）の中

で行うアート活動」であるとされている。このコミュニティアート

の定義づけに「プロジェクトそのものが芸術表現である」という思

想を重ね合わせると、アート活動によって生成された作品や表現の

みならず，プロセスにおいてアーティストと市民とが互いに得るこ

とができたものの全てが芸術表現ということになるという22。こう

したコミュニティアートは、芸術表現そのものが目的であると同時

に，時には芸術表現を手段として街の活性化や社会・環境などの

種々の問題解決を図る、アートを通じた協働活動により市民生活の

19　平田（2016）、120頁を参照。なお、このような文化資本の育成は現状においてすで
に東京の子供たちが有利であるため地方ほど重要であるという（同左）。

20　 同上、158頁を参照。
21　竹内（2011）、102頁を参照。
22　同上。
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質向上を目的としている側面もある23。

　このような芸術表現におけるプロセスやコミュニケーションを重

視する基本的な姿勢は、いわゆる旧来型のパブリックアートが市民

を「置き去り」にしたと批判されたことと極めて対称的である。パ

ブリックアートが行政主導であることが多かったのに対して、コ

ミュニティアートはボランティアや非営利団体による市民参加型の

活動が原点だという。そして、こうしたコミュニティアート（共）

の発展的・継続的な活動のためには、行政（公）や企業（私）によ

る資金的なバックアップの確保や人材育成等が今後も引き続き課題

となるだろう。

　最後に、こうしたコミュニティアートが本稿の問題意識から重要

なのは、我が国においてこれまでは「私」、すなわち市場ベースに

乗せることができるか、あるいは個人の作品制作に打ち込むか、い

ずれにせよ従来は「生産の場」（私）に参加してきたアーティスト

たちを、ともかくも地域コミュニティや幼児教育の場という「生活

の場」（共）に参加させるようになっていることである。こうした

機会の創出により、従来の文化政策がいままでとは異なる意味合い

を持つようになっていることの意義は大きいように思われる。まさ

に従来の「公」「共」「私」という従来の分野を超えてアーティスト

たちは活動しつつあるのだ。

５　総合型地域スポーツクラブ～兵庫県、加古川市

　これまでは芸術文化に係る取組みを中心に紹介をしてきたが、本

章では最後に、地域でのスポーツ文化の育成に関わる自治体（兵庫

23　同上。
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県と加古川市）を中心にした取組みを紹介したい。

　地域スポーツクラブというと、わが国ではあまり馴染みがなく、

どちらかと言えば民間フィットネスクラブの印象のほうが強い人も

多いのではないだろうか。しかしながら、諸外国、特に多くの欧州

諸国では地域スポーツクラブはすでに一般的な存在である24 。地域

スポーツクラブは、（学校などの組織単位でなく）地域単位で設立

されていることから、一般に会費が低く抑えられ、その地域の住民

が生涯に渡って気軽にスポーツ活動に参加する機会を提供するもの

である。我が国では人口の急激な少子化とともに、従来からの小中

学校の部活動やスポーツ少年団などの減少・衰退が問題となってお

り、そこでの活動は学校卒業やある程度の年齢に達することで引退

となり、それを期にそれまで習慣化していたはずのスポーツ活動そ

のものを終えてしまうという生徒たちが現在でも少なくない25 。ま

た、テニススクールなど単一種目のスポーツクラブもまた衰退して

いる。こうした中、2020年東京オリンピックのレガシーとしてのス

ポーツ文化を残していくという意味からも、我が国でも地域スポー

ツクラブの存在意義は今後ますます大きくなるものと思われる。

　実のところ、以下で見るように、既に我が国でも多くの地域ス

ポーツクラブ（以下では主に「総合型地域スポーツクラブ」を扱

う。以下、総合型クラブと略す）が育成され、これまでその活動範

囲を拡げてきた。とりわけ、以下で扱う兵庫県では、誠に興味深い

ことに、総合型クラブが「地域を変えた」という評価を得るように

24　欧州諸国における地域スポーツクラブについては、ハイネマン / 川西訳（2010）が
詳しい。

25　もちろん、小中学校を卒業した後も、高校や専門学校、その後の大学でもスポー
ツ活動そのものを続けることはできる。それでも、それらも次第に就職活動や入試に
とって替わられ、そして卒業や就職を期にそうした地域でのスポーツ活動から離れて
しまう方々がやはり多いように思われる。
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までなっている26。

　これらの地域で、実際に総合型クラブはどのような効果を持つよ

うになっているのだろうか。他方、こうした総合型クラブとその活

動の認知度は全国的には必ずしも高いというわけではない。その要

因はいったい何で、総合型クラブに参加する機会を地域住民により

多く提供していくにはどのような対策が有効なのだろうか。以下、

これまでの経緯を踏まえつつ、こうした点について簡単に検討をす

ることにしたい。

（１）総合型地域スポーツクラブの誕生とその後

　歴史的には、総合型クラブは、1995年から当時の文部省（現 文

部科学省）が、生涯スポーツの振興策として、子どもから高齢者ま

でを対象とした多種目・多年齢を基本としたクラブを日本でも普及

させる政策を始めたことがその大きな発端となっている。その後、

スポーツ振興基本計画（2000年策定、2006年改訂）では、国は2010

年までに全国の各市区町村において少なくとも１つは総合型クラブ

を育成し、将来的には中学校区に１つ設置することを目標に掲げ

た。その結果、『平成28年度総合型地域スポーツクラブ育成状況調

査』（スポーツ庁、2016年）27 によると、2016年度で総合型クラブの

育成数は3,586箇所（創設数または創設準備数）となっている。こ

れは、2002年に全国で541箇所だったことを考えると、実に７倍近

くにまで増えてきたということになる。

26　この点についての詳細は、山口（2006）を参照されたい。同書では、兵庫県内の総
合型クラブの１つ１つについて詳しい紹介がなされている。

27　スポーツ庁ホームページ（2016）「国民のスポーツライフ・平成28年度総合型地域
スポーツクラブ育成状況調査」（※なお、2016年度以前の年度は文科省の調査による数
値）（http://www.mext.go.jp/sports/b_menu/sports/mcatetop05/list/detail/1379932.
htm）。
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　そもそも総合型クラブは、民間フィットネスクラブとは自発的、

自治的な運営や会員相互の親睦を深める社交性を重視する点で大き

く異なるものである28。スポーツ基本計画（2012年）では、総合型

クラブを中心とする地域スポーツクラブがスポーツを通じて「新

しい公共」を担い、コミュニティの核となることにも触れられて

いる。また、「総合型地域スポーツクラブの現状と課題」（文部科学

省、2015年）においても、過剰医療費の抑制やコミュニティスクー

ルへの発展にも寄与することが述べられている。しかし、その創設

から20年が経過した現在、総合型クラブの新設数は次第に少なく

なってきており、toto 支援の終了等の影響により廃止されたり、活

動停止に追い込まれたりするクラブも増加しつつある。　

　しかし、既に述べたとおり、我が国では人口の急激な少子化とと

もに、従来からの小中学校の部活動やスポーツ少年団の減少・衰退

が問題となっていることなどから、地域住民が生涯に渡って気軽に

スポーツ活動に参加する機会を提供する地域スポーツクラブの存在

価値は今後ますます高まっていくことが予測される。例えば、以下

で見る兵庫県の取組みのように、それまでの国の施策に加えて財源

を確保し、独自の施策を展開することで、県内で総合型クラブの育

成とその活動の活性化に大きな成果を収めているところもある。以

下では、今後の総合型クラブのあり方を考える上で多くの示唆に富

む兵庫県の施策と、兵庫県加古川市の総合型クラブである「加古川

総合スポーツクラブ」の取組みを取り上げ、最後に我が国における

総合型クラブの今後の可能性や意義について探ってみたい。

28　文部科学省ホームページ「総合型地域スポーツクラブ育成マニュアル―3－8 クラブ
何でも相談室―」（http://www.mext.go.jp/a_menu/sports/club/058.htm）。
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（２）兵庫県における総合型地域スポーツクラブの導入の経緯－そ

の源流と理念－

　兵庫県では、1997（平成９）年に発生した神戸連続児童殺傷事件

（いわゆる酒鬼薔薇事件）をきっかけに、CSR 事業（カルチャー・

スポーツ・レクリエーション）としてハード、ソフト両面でのス

ポーツ環境の充実に向けて「スポーツクラブ21ひょうご」の事業

を、当時の貝原俊民・兵庫県知事と地元企業であるアシックスとの

協議を大きな端緒として行うことになった。具体的には、2000（平

成12）年度から法人県民税の超過課税を財源として、県内の827校

区（当時）すべてで地域スポーツクラブの設置を支援した。支援内

容は、各小学校区にクラブハウス整備費800万円と、運営費100万円

×５ヵ年、合計1,300万円を拠出するというものであった。総額約

108億円の経費をかけたという。事業推進にあたっては、全県推進

委員会及び市町推進委員会を設置し、担当職員を配置してきた。

　しかし、そもそも、なぜこのように独特な形でスポーツ文化施策

が同県では強く推進されてきたのだろうか。それは、先に触れた神

戸連続児童殺傷事件の発生だけではなく、当時の兵庫県の中学生の

不登校率が全国ワーストワンであったことや、当時の県内の小学生

の体力が下がり続けている全国平均をさらに下回っていたことな

どの事情があったという29。こうした事情を背景に総合型クラブの

設置推進が行われてきたのだが、子どもたちを伸び伸びと育てる

ためには、「地域住民によるスポーツクラブで」という当時の貝原

兵庫県知事の想いがそこには込められているという30。そして、そ

29　山口（2007）、96－97頁。
30　山口（2007）、97頁を参照。なお、今回の兵庫県教育委員会へのヒアリング調査で
も、地域のスポーツから、幼い頃からのスポーツから、地域コミュニティを強化して
いくという思想を当時の貝原知事が持っていたという話をうかがえた。
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うした理念が現在でも基本的には受け継がれている。例えば、「ス

ポーツクラブひょうご21事業推進のためのガイドライン」（兵庫県

教育委員会作成）では、その事業趣旨を以下のようにしている（図

４-10）。

　この事業趣旨が本章の問題意識との関連で重要なのは、ここまで

述べてきたとおり「子どもの人間的成長を図る」ことが重視されて

いるとともに、「スポーツに対するニーズに応える」うえで、地域

スポーツクラブが様々な理由から「きわめて有効」だとされている

点である。したがって、「県内すみずみまで全小学校区を単位に」

総合型クラブの設置することとしている。ここでは県レベルではあ

るものの普遍主義が謳われている点は誠に興味深い。さらに、「兵

庫県スポーツ推進計画」でも「全ての県民がスポーツを通じて楽し

さや感動を分かち合い、共に支え合う兵庫のスポーツ文化の確立」

図4－10　スポーツクラブひょうご21事業の趣旨

出典：兵庫県教育委員会（2012）「スポーツクラブひょうご21事業推進のためのガイドラ

イン」（平成24年改訂版）、１頁。
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を基本理念として、その重点目標のほとんどで総合型クラブをその

施策の中に位置づけている。

　その結果、兵庫県では他県に比べてクラブ加入率が人口の6.5％

（他県は１％以下）となり31、スポーツ実施率も高くなっており、総

合型クラブが「地域を変えた」という評価を得るようにまでなっ

た32。（図４-11）は、兵庫県における総合型クラブ設立による地域の

変化に関するアンケート調査結果を示したものであるが、年度によ

り順位にやや変動も見られるものの、クラブ設立が地域コミュニ

ティ（共）の再生に一定の効果があることを端的に示している。

31　 住谷（2016）、18頁を参照。
32　詳細は、山口（2006）を参照。

図4－11　スポーツクラブ設立による地域の変化

出典：兵庫県教育委員会「平成27年度スポーツクラブ２１ひょうご」活動状況調査結果

（平成28年３月）、20頁。
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　同県では2000年から2005年までに県内の全ての小学校区827での

設置が終了し、市町村合併や小学校の統廃合とともに（図４-12）

のようにその後は推移しているが、全小学校区に設置という状況に

とくに変化はないという33。なお、その活動内容としては、公園や

グラウンドで簡単な道具があれば気軽に始められる「グラウンド・

ゴルフ」（※図４-13参照）の人気が高く、次いで「バレーボール」、

「卓球」、「野球」、「バドミントン」などが人気の種目となっている。

　他方、今回のヒアリング調査によると、これまで運営費は基金積

み立ての形で運用してきたが、どこの総合型クラブも財源が不足し

ている状況にあるという。県によると、（これまでは会費を低く抑

えて参加のハードルを低くしてきたが）いまや受益者負担として参

33　住谷（2016）、18頁を参照。

2000 2001 2002 2003 2004 2005-2012 2013 2014 2015
83 241 472 618 742 827 821 785 783

図4－12　兵庫県内の総合型地域スポーツクラブの設置状況の推移
（振興を始めた年から現在まで）

出典：住谷（2016）、18頁

図4－13　グラウンド・ゴルフに打ち込む子どもたち

出典：（公社）日本グラウンド・ゴルフ協会ホームページ
　　　（http://www.groundgolf.or.jp/）
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加者に転嫁させる段階にあるが、そうした負担が増えることへの会

員の理解をなかなか得られにくいという課題もあるとのことであっ

た34。

　こうした受益者負担（会費等）の増額については、兵庫県内の総

合型クラブに対するアンケート調査結果を調べたところ35、同県の

総合型クラブの約64％の月会費が１～100円未満であり、月会費が

101円～200円の総合型クラブが約17％であることから、月会費が

200円未満の総合型クラブが兵庫県内では実に全体の８割以上にも

上っていた。こうしたことは、後にも述べるように、参加者にとっ

て魅力的なプログラムやイベントの企画などの工夫次第では、総合

型クラブにおいては会費等の受益者負担の今後の引き上げの余地が

十分にあることを示唆しているように思われる。

　ここでは、最後に県内有数の総合型クラブと言われる加古川市の

加古川総合スポーツクラブの活動を概観し、具体的な総合型クラブ

の活動を一部紹介したい。

（３）加古川市における総合型地域スポーツクラブへの取組み

　加古川市では、市（公）と総合型クラブ（共）、および地元企業

（私）が連携することで、市内の中学校体育館の放課後利用や、民

間企業（神戸製鋼）の体育館の日中利用により、生涯を通じたス

ポーツ活動を通じて、地域住民同士の交流や居場所づくりを行って

いる様子が今回のヒアリング調査からもうかがえた。この調査では

日常行事の開催に当たっての現場管理者については後継者が育って

こないことなど課題も聞かれたが、加古川総合スポーツクラブは活

34　兵庫県教育委員会へのヒアリング調査による。
35　平成27年度「スポーツクラブ21ひょうご」活動状況調査結果（平成28年３月）兵庫
県教育委員会、２頁。
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動拠点も多く、また市民の参加意欲も非常に高い。市内には民間

フィットネスクラブも多いが、同クラブ主催の大会が多数開催され

るなどもしており、参加者には好評を博している。

　また、（図４-14）からその特徴としてうかがわれるのは、小中学

生の割合が意外にも高く、会員数3,556人のうち、合計1,442名ほど

で約40％を占めていることである。こうした加古川市総合スポーツ

クラブでの小中学生の参加率の高さは、全国平均や県平均と比べて

も高い。より厳密にはこの数字も時系列で検証する必要があるが、

ここから同総合型クラブが学校および家庭以外での青少年のための

「居場所づくり」にも貢献していることがうかがわれる。とりわけ、

学校に居場所がないという青少年にとっては、こうした利害関係の

少ない多世代に渡る人々と楽しいスポーツ活動を通して触れ合える

機会は非常に貴重であるだろう。（図４-15、図４-16）

図4－14　加古川総合スポーツクラブの年齢別会員数

出典：加古川市提供資料
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（４）総合型地域スポーツクラブに見る公共私の連携　

（わが国における総合型地域スポーツクラブの存在意義と今後の可

能性）

　近年、我が国では民間フィットネスクラブがその会員数も売上

高も伸ばしてきているという。ある業界雑誌が取りまとめている

出典：筆者撮影

図4－15　クラブで卓球を楽しむシニア層（神鋼体育館にて）

出典：筆者撮影

図4－16　多世代が参加するソフトバレーボール
（加古川中学校体育館にて）
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フィットネスクラブに関する年次報告によると36、2014（平成26）

年度はその会員数は4,193,706人（※2008年度は約278万人）、施設数

が4,375箇所、約4,316億円の売上高、新規開業施設数は年間223箇所

にものぼったという。他方、フィットネスクラブ１施設・月あたり

の平均客単価は8,428円（2014年度の年平均）と年々増加傾向にあ

る37。また、それとともに、総会員に占める中高年層の割合が年々

高くなってきており、相対的に若年層（20歳代～30歳代）の割合が

年々低くなってきていることもまた報告されている38。

　以上から、民間フィットネスクラブの会員数は健康志向の高まり

から増加傾向にあるとはいえ、一人当たり月額8,000円ほどの会費

や使用料等の諸経費の負担なしにはスポーツ活動を享受することが

難しい事情などがこれらのデータから看取される。とはいえ、こう

した民間フィットネスクラブの市場規模の拡大は、人々の健康志向

の高まりとともに、スポーツ活動に対する国民全体のニーズの高ま

りを反映しているように思われる。

　このように、我が国の地域の多くで民間フィットネスクラブが比

較的高額な会費の対価としてしかスポーツ参加の機会を提供するこ

とができていない実状を鑑みると、地域において人々の健康志向を

生涯に渡って高め、かつ比較的高額な会費のハードルを下げ、より

安価な負担額で気軽に近隣住民と交流しつつスポーツ活動を続けら

れる場を提供する総合型地域スポーツクラブの存在意義は、今後よ

36　フィットネスビジネス編集部（2015）『日本のクラブ業界のトレンド2014年版』、２
頁。

37　同上、４頁。
38　同上、６頁。なお、同報告書では「民間事業者が展開するフィットネスクラブやマ
イクロジム、スタジオに参加できる顧客層は国民のうちのほんの一握りである」との
認識も示されている（１頁）。
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り一層大きなものになるだろう39。現在でこそ、2020年の東京オリ

ンピックに向けて、「競技スポーツ」への支援が国のスポーツ予算

の大半を占めるようになっているが、その後も総合型クラブに代表

される「生涯スポーツ」の重要性はなんら減じることはないだろ

う。

　2011年に成立したスポーツ基本法により、国民の ｢スポーツ権」

の確立に向けた取組が既に開始されている｡ そこではスポーツをす

る場を従来の学校体育から解き放ち、地域スポーツクラブへと拡張

することで、地域単位で子どもから高齢者までの健康づくりやス

ポーツ活動に参加すること、ひいては地域コミュニティの再生まで

もが目指されている｡ 　

　もともと総合型地域スポーツクラブの理念はそれが盛んなドイツ

に範をとったものであり、そうした理念はこれからの超高齢・人口

減少時代に即したものでもある。このことから、今後は国や自治体

による財政的支援のより一層の充実とともに、魅力的な地域スポー

ツ活動を通じてその財政的基盤を強化することもまた総合型地域ス

ポーツクラブには求められている。今回の調査先の兵庫県と加古川

市においてそうであったように、総合型地域スポーツクラブが、誰

でもが気軽にスポーツを楽しみ健康づくりを行える場として、また

住民同士の絆を深める場としても、その輝きを放つことが今後より

一層望まれる。

　最後に、筆者らは「加古川総合スポーツクラブ」の視察後、体育

39　 国のスポーツ予算（競技スポーツ・学校体育・生涯スポーツ）は年々増額されてき
てはいるものの、およそ1,000億円程度であるが、2020年の東京オリンピックに向けた

「競技スポーツ」に係る予算が7割となっており、総合型地域スポーツクラブへの助成
を含む「生涯スポーツ」に係る予算は近年は減少しつつあり、それにともなって全国
的レベルでの総合型クラブの増加率も近年は鈍化しつつある。
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館でのスポーツ活動で汗を流した会員同士が楽しく談笑している姿

を見た。このような光景はほとんど日常的なことであろう。ただで

さえ、このようにスポーツ活動にはほかの様々な魅力的な文化活動

と同様、それを共有する人間同士を楽しさで繋げるという社会的価

値がある。スポーツ活動そのものが持つ楽しさがあるのは勿論だ

が、住民同士でそうした楽しさを共有する時間が長ければ長いほ

ど、それらは住民の日常生活の質とともに幸福感を高め、やがてそ

の地域への帰属意識をもまた育んでいくだろう。こうしたことを地

域の中で文化として住民たちが享受し、またそれらを受け継いでい

けることの社会的価値は計り知れない。

５　人口減少社会における自治体の芸術政策、
　　  スポーツ政策（広義の文化政策）の意義

（１）芸術政策、スポーツ政策が果たす役割

　芸術やスポーツなどの文化はどのような人間のニーズを満たすの

だろうか。本章では、文化政策が通常の経済活動では出会わないよ

うな人間同士をつなぐ役割を果たし、衣食住のニーズを満たすこと

が主眼の従来型のセーフティネットからはこぼれ落ちてしまう人々

のニーズを汲み取ることに今後の広義の文化政策が担うべき意義を

見いだしてきた。そのためには、芸術でもスポーツでも、なんらか

の文化的な活動や作品に触れてもらうことにより、生きる気力を取

り戻し、人とつながる機会と場を行政（公）が多層的に用意してお

くことの重要性は今後も高まっていくように思われる。

　もし平田オリザ氏が指摘しているように、もしこれからの行政の

役割がこうした「文化的な社会的包摂」にあるのだとすれば、今後

の厳しい時代にこそ、それが求められてくるのではないか。すなわ

118



Copyright 2017 The Authors. Copyright 2017 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.

ち、芸術文化であろうとスポーツ文化であろうと、通常の経済活動

では決して知り合えない人々の出会いと交流を促すのが地域での文

化政策の役割（「文化的な社会的包摂」）だとすれば、自治体による

文化政策は多様な可能性を秘めている。すくなくとも、従来からの

多様な公共政策や公共施設に新しい意味合いを持たせる視点とし

て、文化政策という切り口からのアプローチは有効な場合が多いは

ずだからである。既存の公共施設に、新たな文化政策的な意味合い

を持たせる意義と可能性は今後とも重要となるだろう。その意味で

は、芸術文化政策もスポーツ文化政策も、その工夫次第では、一人

一人の生活の質を高めるとともに、まちの魅力を高め、地域コミュ

ニティ（共）の再生といった社会的効果をももたらす文化政策とす

ることができるだろう。

　本章ではまず、瀬戸内国際芸術祭を機にした男木島の再生の取組

みについて紹介し、香川県や県内市町村（公）の投資をきっかけに

しつつも、数多くの民間アーティスト（私）の参加をはじめ、福武

財団（私）、地元住民など、きわめて多様なアクターが参加し連携

することで、男木島という地域コミュニティ（共）が再生を遂げつ

つある状況が描かれた。ここでは「公」がきっかけとなりつつも、

自治体による芸術文化の振興が、「共」すなわちその地域での暮ら

しの豊かさを人々が知り、それらがひいては定住促進や地域コミュ

ニティの再生などにつながる可能性を示唆していた。

　次に、高松市の芸術士事業では、高松市（公）と NPO 法人アー

キペラゴ（私）の連携による幼保を舞台とした新たな就学前教育の

現場が描かれた。既に論じたように、こうした地域での芸術家たち

と子供たちとの交流を通じた創造的な人間関係の形成は、地域の

「文化資本」を今後高める効果があるだろう。長い目で見れば、文

化の度合いが地域力に大きく影響するのである。
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　また、小括ですでに見てきたように、これらの芸術政策が本章の

問題意識から重要なのは、我が国においてこれまでは「私」、すな

わち市場ベースに乗せることができるか、あるいは個人の作品制作

に打ち込むか、いずれにせよ従来は「生産の場」（私）に参加して

きたアーティストたちを、ともかくも地域コミュニティや幼児教育

の場という「生活の場」（共）に参加させるようになっていること

である。こうした機会の創出により、従来の文化政策がコミュニ

ティアートとして、いままでとは異なる意味合いを持つようになっ

ている。まさに従来の「公」「共」「私」という従来の分野を超えて

アーティストたちは活動しつつあると言えよう。

　本章では最後に、スポーツ文化の振興による地域再生を全国でも

最も強く推進する自治体（兵庫県、加古川市）の取組みを紹介し

た。兵庫県及びその県内市町では、地域スポーツクラブ（総合型地

域スポーツクラブ）の設立と定着には兵庫県（公）が大きな役割を

果たすものの、その後は地域のスポーツクラブ（共）による自主的

な運営が意図されていた。すなわち、それが今後ますます重要とな

る地域コミュニティ（共）を育むための重要な政策とみることがで

きる。

　これらの取組みでは、自治体（公）の支援を大きなきっかけとな

りつつも、人々の生活の質を高めるとともに、まちの魅力を高め、

地域コミュニティ（共）の再生を果たす文化政策が展開されてい

た。地域によっては、文化政策が大きな効果を発揮するところもあ

れば、その他の施策が大きな意味を持つこともあるが、既存の公共

政策に新たな文化政策的な意味合いを持たせる意義は今後とも重要

となるだろう。
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（２）芸術政策、スポーツ政策（広義の文化政策）と財源

　今回取り上げた事例では、大きなきっかけは行政（公）だった。

男木島では瀬戸内国際芸術祭の開催や、男木小中学校の再開、新築

といったハード整備は行政（公）が担ったためである。芸術士派遣

事業についても、行政が NPO への委託事業として行っている。加

古川市の総合型地域スポーツクラブも、兵庫県の補助があってその

基盤が確立されたと言えよう。

　重要な点は、これを「共」の担い手である地域・NPO がどのよ

うに受け止めて運営していくかである。男木小中学校は引き続き行

政（公）が運営していくものであるが、子どもたちがいなくならな

いように、男木島の魅力を高め、発信していくのは地域コミュニ

ティ（共）の役割となっており、この歯車が上手に循環している事

例だと言えよう。芸術士活動については、芸術家の仕事を創り、こ

の活動を広めていくためには、その活動の実績を上げるとともにそ

の効果を内外に発信していく必要がある。

　また、兵庫県と加古川市の総合型地域スポーツクラブについて

も、今後も初期費用を循環させていくためには、自主財源を確保し

ていくことが必要となるが、そのためには現在の利用者にその意義

を十分に理解して頂くとともに、潜在的な利用者にまずは周知する

施策も非常に有効であろう。その意味では、本章で見てきたよう

に、法人住民税の超過課税分を財源として確保しつつ推進されてき

た兵庫県とその県下の市町の取組みは、我が国の地域スポーツ文化

の普及の歴史にとって画期的な第一歩だといえよう。

　各自治体（公）は、これまで見てきた総合型クラブ（共）を普及

させることで地域住民のスポーツ参加の機会をより多く保障してい

くため、今後は「公」「共」「私」を問わず、多様な地域主体との連

携を進めていく必要があるだろう。例えば、市町村ごとに１つは設
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置されている総合型クラブ間の自治体の領域を超えた広域的で多様

な連携を促進するとともに、場合によってはそれら総合型クラブ間

の連携の仲立ちとなるなど、広域的な対応が今後は一層求められて

くるだろう。そのために自治体がそういった広域連携に助成を行う

など財政を有効活用する政策的意義は今後も大きい。地域によって

は、自治体が従来からある地域スポーツに理解のある地元企業（兵

庫県や加古川市でアシックスや神戸製鋼がそうであった）や民間

フィットネスクラブ（私）との連携の仲立ちとなることも今後は検

討されてよい。いずれにせよ、新たな公共私の連携に向けて、今後

は各自治体がまさしくコーディネーターとしての役割を担うことが

一層望まれてくるだろう。
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※市町村がどのような施策をすれば、多様な組織の「共」(協力関係)の再構築ができるか。

新しい公共私（「公」「共」「私」）の概念整理図（兵庫県、加古川市の例）
（※公共私の場の相互浸透と領域を超えた多様な組織の連携・協力が進んでいく。公は公共私

公の場（公）

生活の場（共）
＝互助・交流機能

国(文科省)

住民(家族)

公共サービス

「住民」と「家族」,「企業」(近代～) ※ポスト工業社会(少産少死社会へ)

納税
負担（会費）・参加

負担(代金)･参加 商品(負担の対価)
協力・交流

の新たな連携(ベストミックス)を全体で調整する。「住民」「家族」「企業」は主体として公共私の

場に参加、連携を深める。）
※ は組織

＝全体調整・再分配機能

小中学校

（放課後の体育館等）

兵庫県(教育委員会)

生産の場（私）
＝貨幣を通じた交換機能

＝企業は商品を貨幣と交換、

利潤追求も

加古川総合スポーツ

クラブ(総合型クラブ)

加古川市(教育委員会等)
※全体の連携を調整

神戸製鋼(地元企業)

※体育館をクラブに貸与

地域スポーツ活動への

参加の低廉な提供 ※クラブに学校施設の使用許可、

体育館・公園の指定管理者業務の委託等

使用

育成

参加

体育協会(県・市)

協力 施設

貸与

スポーツ文化の

共有による住民交流 ←

（地域コミュニティ

の再生）

参考　新しい公共私（「公」「共」「私」）の概念整理図（高松市の例：芸術政策）

参考　新しい公共私（「公」「共」「私」）の概念整理図（兵庫県、加古川市の例）
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公共施設の複合化とその管理

第５章（1節）

首都大学東京都市教養学部准教授
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1　公共施設の老朽化と「公共施設等総合管理計画」

（１）「公共施設等総合管理計画」の特徴

　公共施設の老朽化が、各自治体の行財政運営上の課題と位置づけ

られて久しい。例えば、2012年３月、総務省自治財政局財政調査課が

公表した『公共施設及びインフラ資産の将来の更新費用の比較分析

に関する調査結果』によれば、建築後30年以上経過した公共施設

は、公共施設の43.1％を占めている1。つまり、自治体では恒常的に

扶助費が増加するなかで、老朽化する公共施設への維持管理費用を

捻出し、さまざまな主体が交流する公共の場としての公共施設をい

かにして維持再編していくかが、自治体が直面する喫緊の課題と

なっている。

　そこで、政府では、2014年４月22日に「公共施設等の総合的かつ

計画的な管理の推進について」を発出した。同通知では、各自治体

に対して「速やかに公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進す

るための計画」である「公共施設等総合管理計画」を策定するよう

に、各自治体に対して「特段のご配慮」を示した。同通知を通じ

て、個々の自治体が財政負担という内生的条件から取り組んできた

公共施設の維持・統廃合は、国による制度化を契機に、自治体総体

でその管理を進めていくことが期待された。では、実際に策定され

た「公共施設等総合管理計画」は、どのような特徴をもっているの

だろうか。

　一つめの特徴としては、計画の策定控えともいえる状態が観察

できる。2016年４月１日現在では、「公共施設等総合管理計画」の

1　総務省自治財政局財務調査課『公共施設及びインフラ資産の将来の更新費用の比較
分析に関する調査結果』（2012年3月）、2頁。
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策定状況は、441であった。これは全自治体数の割合からみれば、

24.7％である。敢えて「控え」という評価をしたのは、2015年12月

に内閣府が提示した『経済・財政再生アクション・プログラム―

“見える化”と“ワイズ・スペンディング”による「工夫の改革」―』

では、「公共施設等の集約化・複合化等を図るため、2016年度まで

に」「策定」2すると定めた目標に比べてである。もちろん、上記の

策定率は、目標年限（2016年度）の前年度（2015年度）の段階の策

定率であり、目標の１年前の策定率ではある。しかしそうではある

ものの、策定率は必ずしも高くはない。さらにこの結果は自治体ご

とには異なる。

　例えば、都道府県では30、政令指定都市では15で策定された。他

方で、政令指定都市を除く市区町村では396と、1，325市区町村では

未策定の状態にあった。政策の相互参照に関する研究成果を踏まえ

れば通知の発出が契機となり、全国レベルでの計画策定が波及する

と考えられそうではある。しかし上記のように策定控えともいえる

状況が通知発出後に続いた。このことは、公共施設の計画的な管理

は、単に計画を策定さえすればよいというわけではないためであろ

う。むしろ、後述する「管理の割拠性」に向かい合いながら、庁内

での合意、地域での納得等、さまざまな課題を含むテーマであるた

めであり、いわば、中長期の時間のなかで解決すべき事案であるこ

とが計画の策定控えを招いたと推察される。

　二つめの特徴としては、対応期間の長期化が観察できる。上記の

指針では、計画期間は「総合管理計画は、当該団体の将来の人口や

財政の見通し等をもとに長期的な視点に基づき検討するものであ

2　内閣府経済財政諮問会議『経済・財政再生アクション・プログラムプログラム ―“見
える化”と“ワイズ・スペンディング”による「工夫の改革」― 』（2015年12月）、17頁。
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る」と述べる。くわえて、「個別施設毎の長寿命化計画（個別施設

計画）に係る基本的な方針に関するものでもあることから、30年程

度を想定した「公共施設等の現況及び将来の見通し」の期間に関わ

らず設定する」ことも可能」とされた。「ただし、少なくとも10年

以上の計画期間とする」3と一応の目安となる計画期間は示された。

つまり、政府では、10年間を概ねの下限とした計画期間を期待しつ

つも、具体的な計画期間は明記をしてはいない。

　では、実際にどのような計画期間が設定されたのだろうか。上記

の政令指定都市を除く、396市区町村の策定内容をみてみると、10

年間とした市区町村は116（うち、市区は65）であった。また、70

市区町村（うち、市区は47）では11～20年を期間とし、20年を超過

した市区町村は207（うち、市区は147）であった。『経済財政運営

と改革の基本方針2015～経済再生なくして財政健全化なし～』で

は、2020年度の財政健全化目標のもと、2018年度までの集中改革期

間中でのストック情報開示4が進められており、開示は進みつつは

ある。　

　2013年12月段階として、総務省が公表した「公共施設等の解体

撤退事業に関する調査」結果（1,789都道府県及び市区町村、回答

率：99.8%）では、解体撤去の時期は１〜２年以内とする「緊急」

が3,969件（32.4%）、「数年程度後」は3,273件（26.7%）、「時期未定」

が5,007件 (40.9%) との各自治体の認識と比べれば5、その対応期間は

必ずしも「緊急」を選択されているわけではないようである。つま

3　総務省自治財政局財務調査課長「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針
の策定について」（総財務第75号 平成26年4月22日）、2頁。

4　内閣府『経済財政運営と改革の基本方針2015 ～経済再生なくして財政健全化なし～』
（平成27年6月30日）、37頁。
5　 『公共施設等の解体撤去事業に関する調査結果』（2013年12月 総務省自治財政局地方
債課）、2頁。
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り、行財政運営としての施設の維持管理への対応は急いで対応を考

慮しなければならない、との認識は示されつつも、総じて中長期の

課題として位置づけられているのである。公共施設での再編は公共

空間の再編でもあるとすれば、再編以前からの公共空間の利用者、

関係者の合意形成には中長期の時間のなかで解決すべき事案である

ため計画期間の長期化に至ったものと考えられる。

　三つめの特徴としては、統合化・複合化の明示化がある。上記の

二つの特徴のように中長期の時間のなかで公共施設の再編を想定さ

れているなかで、公共施設にはどのような将来像を描いているのだ

ろうか。上記の指針では、公共施設の管理のために公共施設数や延

べ床面積等の数値化を求めている。そのため、同方針では、各自治

体が、公共施設数、延べ床面積等の数値化の管理のための基本認識

を示すためにも７つの項目の記載を期待されている。それは、「点

検・診断等の実施方針」、「維持管理・修繕・更新等の実施方針」、

「安全確保の実施方針」、「耐震化の実施方針」、「長寿命化の実施方

針」、「統合や廃止の推進方針」、「総合的かつ計画的な管理を実現す

るための体制の構築方針」である6。

　では、実際の計画では、これらの項目はどの程度記載されたのだ

ろうか。上記の396市区町村では、７項目はいずれも掲載されては

いる。

　そこで、掲載がされてはいない事項毎に、その市区町村数をみ

てみると、「点検・診断等の実施方針」では18（うち、市区は８）、

「維持管理・修繕・更新等の実施方針」、は３（うち、市区は２）、

「安全確保の実施方針」は36（うち、市区は24）、「耐震化の実施方

針」は52（うち、市区は30）、「長寿命化の実施方針」は８（うち、

6　総務省自治財政局財務調査課長・前掲注（3）、2〜3頁。
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市区は４）、「統合や廃止の推進方針」は１（うち、市区は１）、「総

合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針」は11（う

ち、市区は５）であった . 他方で７項目のうちでも、「統合や廃止

の推進方針」はほぼすべての市区町村で記載されている。以上の掲

載状況からは、自治体では、公共施設の修繕・更新のなかでは、さ

らなる公共施設の姿としては、「施設の集約・縮減までに踏み込ん

だ」7 ことが窺える。

（２）公共施設の統合化・複合化の変遷

　つまり、各自治体では、中長期的な観点から現行の公共施設の統

廃合をすすめながら、公共施設の量的縮減を目指すことで共通して

いる。他方で、量的縮減後の公共施設運営の具体的な内容は、同

計画段階では必ずしも明示されてはいない。本書のテーマである

「公共の場」を「鋳直す」（第１章）という点からは、統廃合という

「鋳直」した後の利用方法は、常に意識づけられていなければ、そ

の「鋳直す」方向を見誤るおそれもある。

　そこで、本稿では、各自治体が公共施設等総合管理計画で掲げる

統合化・複合化された公共施設の課題を考えていくこととする。し

かし、このような公共施設の統合化・複合化は、必ずしも近年の傾

向ではなかった。後述の通り公共施設の複合化は多くの自治体で経

験してきた。ただし、当時と現代では同じ「統合化」といえどもそ

の背景は異なっていた。そこで、まずは公共施設の整備の変遷を振

り返りながら、現代的な統合化・複合化の特徴を明らかにする。

　まず、公共施設は、「施設の近代化」8を進めるべく整備が進めら

7　内閣府『経済財政運営と改革の基本方針2015 ～経済再生なくして財政健全化なし～』
（平成27年6月30日）、36頁。
8　自治庁編『地方自治の近代化』（地方財務協会、1957年）、6頁。
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れてきた経緯があった。国土庁計画・調査局の整理に基づくと、時

代毎で整備されてきた施設には特徴があった9。例えば、戦後直後に

は食糧確保を目的に農林水産漁業基盤や治山・治水対策の整備が進

められた。その後、産業施設、道路・港湾等の社会基盤施設が整備

され、1955年以降には、公民館、市民会館等の社会教育施設・生涯

学習施設、1960年代には下水道等の生活環境施設の整備が進められ

た。さらに、1980年代に入ると集会場や文化ホール等の整備が進め

られた10。このように、公共施設の変遷からは時代毎で、特定目的

の公共施設が各地で建設されてきた。あわせて、このことは、単一

目的の専門化した公共施設の整備が主流であったことが分かる。

　その後、時代が進むなかで公共施設の複合化が提唱された。例え

ば、1987年には第４次全国総合開発計画が策定された。同計画で

は、多極分散型国土形成を実現するために、定住圏の充実や官民連

携事業を課題として位置づけられ、公共施設の整備では官民連携に

よる複合型の施設の整備が提唱された。さらに、1992年に閣議決定

された『生活大国５カ年計画』では、「社会資本整備においても空

港とアクセス交通など異部門間の整備・公民館と図書館等社会教育

施設の集中立地など類似機能・関連機能の協調・公共住宅と社会福

祉施設の合築など機能の複合化等について各省庁の連携強化や地方

公共団体による事業の総合化を推進」11することが掲げられた。こ

のような公共施設の複合化は、各自治体において実際に同時期に広

がった。例えば、財団法人日本都市センターが1987年に公刊した

『新しい市役所事務機構の方向―第３次市役所事務機構研究委員会

9　国土庁計画・調査局『複合と連携　新たな公共施設整備のあり方と地域づくり』
（ぎょうせい、1997年）、58頁。
10　浅野平八『地域集会施設の計画と設計』（理工学社、1995年）、34頁。
11　『生活大国5カ年計画　– 地球社会との共存をめざして−』（1992年6月30日）、15頁。
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報告書―』によると、「一つの施設を複合化させ、複合的に使用す

る。いわば、同一の建物から単一サービスだけでなく複合サービス

を提供する」ことが公共施設の「新しい変化」12として取り上げら

れた。つまり、1980年代以降には、それまでの単一目的の公共施設

の整備から、さまざまな機能を複合した公共施設が推奨され、実際

にも整備されてきた13。例えば、上記の国土庁が、1996年４月時点

で把握した全国1,235施設では、福祉分野（保健、医療、高齢者福

祉、障害者福祉、女性・児童福祉、福祉全般）、集会分野（コミュ

ニティ、展示、研修）、文化（芸術、生涯学習）の機能が複合化さ

れていたことが分かる14。しかしながら、当時の複合化は、現代の

「公共施設等総合管理計画」のような、公共施設数・延べ床面積の

削減・抑制を目的とした公共施設の複合化を意味するものではな

かった。むしろ、複合化された施設数の整備が重視されたことで量

的拡大につながった。

　そのため、現在では、（１）で述べたように、単一目的、複合的な

目的の公共施設総体としての量的拡大路線から、公共施設の量的縮

減路線、そのための統合化路線へと変更しているのである。

　このような路線変更を進めうえでは、政府では財政措置を整備し

ている。例えば、2014年度には、３年間の期間で先進自治体への視

察、研究会の開催、他の自治体との連携、公共施設等の情報整理・

分析のためなどに特別交付税措置が講じられた。措置率は２分の１

である。二つめには、公共施設の除却事業への特例債（除却債）も

整備された。除却債は2014年度に整備され、行政財産、普通財産、

12　 財団法人日本都市センター『新しい市役所事務機構の方向―第3次市役所事務機構
研究委員会報告書―』（財団法人日本都市センター、1987年）、82頁。

13　国土庁計画・調査局・前掲注（9）、60頁。
14　国土庁計画・調査局・前掲注（9）、82、83頁。
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すでに廃止した施設を対象に充当率を75% として、当分の間で実

施されることとなる。そして、これは、「公共施設等総合管理計画」

の提出が要件となる15。また、同除却債には、「目に見える資産がな

い状態で地方公共団体の負債を増加させる効果」 16との指摘がある。

三つめには、2015年度からは、2017年度までの３年間の期間で、公

共施設の集約化・複合化事業に関する特例債（公共施設最適化事業

債）が設けられた。この最適化事業債は、その名称通り、公共施設

の集約化、複合化を行い延床面積が縮減するものに対して、集約

化・複合化事業の90％を充当するものである。そして、最適化事業

債もまた「公共施設等総合管理計画」の提出が要件とされている。

四つめは、地域活性化事業債（地活債）の特別措置が行われた。地

活債もまた、「公共施設等総合管理計画」が策定されおり、既存の

公共施設を転用する事業である場合に、90％の事業費を充当する内

容であった。

　以上のような財政措置では、「公共施設等総合管理計画」が総務

省による適債性を確認するためで要件となる。そのため、上記のよ

うに、計画の策定控えであった「公共施設等総合管理計画」も、上

記の目標年限である2016年度末段階には、「都道府県及び指定都市

は全団体、その他の市区町村においては99.4％の団体において策定

完了予定」17と見込まれている。以上の財政措置を通じた公共施設

の量的縮減路線のもとで、公共施設の統合化がめざされている。

15　総務省自治財政局財務調査課「公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する計画
の提出について」（事務連絡 平成26年5月22日）

16　村田崇・君塚明宏「公共施設等の老朽化対策の推進について」『地方財務』第53巻第
5号、2014年5月号、76頁。

17　 内閣府経済財政諮問会議『経済・財政再生アクション・プログラム2016』（2016年
12月）、9頁。
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（３）統合化・複合化による「管理の割拠性」

　このような公共施設の統合化・複合化は、その実現が課題とな

る。公共施設はその多くの施設が、住民や各地域に根ざした組織、

団体の活動の場となっている。そのため、施設が地域に根ざしてい

ればいるほどに、統廃合をめぐっては、住民、利用団体、関連団体

等との間で合意に至ることが難しくなる。さらには、たとえこのよ

うな合意形成を得たとしても、統合化した後に、すべての課題が解

消されるわけではない。管理体制の課題に向きあわなければならな

い。それが、「管理の割拠性」である。

　公共施設は条例に基づき設置されている。そのため、公共施設は

条例を所管する部署が個々の公共施設を管理する体制を多くの自治

体では採用している。もちろん、公共施設は、自治体としての公有

財産である。しかしながら、実際の管理は、各条例を所管する部署

ごとでの管理が進められるのである18。これを「管理の割拠性」と

呼ぶこととしよう。図５－１－１は、イメージ図である。図５－１－１

の左側にあたる、施設を管理する組織体制が複合施設内で分立する

場合が、「管理の割拠性」の一つの側面である。

　このような「管理の割拠性」は、「いわゆる縦割りの管理が行わ

れ、「総合的な管理」の妨げとなっている恐れ」19があると指摘され

てきた。特に、公共施設が増築されてきた1970年代において、既

に「施設の共管競合」問題として指摘され続けてきた管理運営上の

問題であった20。今後、公共施設を統合化した場合、当該公共施設

18　藤田由紀子「ファシリティマネジメント推進のための組織と人材」『都市自治体にお
けるファシリティマネジメントの展望』（2014年）81頁。

19　仁井谷興史「公共施設等の総合的な管理による老朽化対策等の推進」『地方自治』第
814号、2015年9月号、31頁。

20　 財団法人日本都市センター『新しい市役所事務機構―第2次市役所事務機構研究委
員会報告書―』（財団法人日本都市センター、1978年）、141頁。
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の所管部署は、同時期に機構再編が行われない限りは、管理体制の

論点となるだろう。公共施設の統合化には、一つの公共施設内に単

一目的の複数の施設に機能を統合（集約化）する場合があれば、複

数の異なる機能をあわせもつ施設へと統合（複合化）する場合もあ

る21。特に、複合化は、従来、複数の部門が保有していていた公共

施設の機能を一つの施設に集約するため「管理の割拠性」が顕在化

するおそれが高い。例えば、首長部局系の公共施設の機能と教育系

の公共施設の機能を複合化することで、両部局間での管理体制が必

要となり、従前の管理方法では対処しきれない場合がでてくるので

ある。

　ただし、このような「管理の割拠性」は、公共施設の利用者側に

21　なお、複合化には、施設・敷地の規模や利用方法により幾つかの類型に分けること
が可能である。例えば、一つの施設内に幾つかの機能を大規模に複合化するパタン、
その場合でも平面で分離するパタン、断面的に積層するパタン、また、同一敷地内に
別機能施設を設置するパタン、施設の全面改築時に当該施設の一部に小規模な施設機
能を設置するパタンなどがある（上野淳『学校建築ルネサンス』（鹿島出版会、2008
年）、171～173頁）。

図５－１－１　「管理の割拠性」のイメージ図

出典：筆者作成
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立った場合、さほど問題はないという指摘もある。それは、利用者

には、特定の公共施設設置の目的にとらわれることなく、地域内に

ある複数の公共施設を、自らの予定や目的で使い分けられているた

めである、という22。しかし、複合化は、利用予約のための窓口開

放時間が異なったり、同一施設内にもかかわらず相互の利用に手

間を要することになると、利用者にとっても支障は生じるであろ

う。また、従前の公共施設では、特定施設毎に特定分野で活動する

住民や地域団体との接触23があり、このことは、制度上は、広くそ

の利用が開放された公共施設ではあっても、実際には、特定の公共

施設毎での閉じられたコミュニティの場となる場合があった。他

方で公共施設の複合化は、このような従来の特定施設の利用者間、

そして、新たな利用者間との間の利用を可能とする。この場合、

図５－１－１では右側にあたる既存の利用者間、新たな利用者間での

利用権限をめぐる争議を誘発しかねない。これは「管理による割拠

性」のもう一つの側面である。

　つまり、複合化には、管理主体間の調整問題、利用主体間の調整

問題という二つの調整問題が発生するのである。この二つの問題が

「管理の割拠性」の課題といえる。そのためにも、「公共施設等総合

管理計画」を策定するなかで、統廃合をすすめる道筋の先にはさら

にどのような管理体制を整備し、実際に運営しているのかという将

来像がなければ、公共施設数や延べ床面積等の数量削減のみが目的

となり、統合された公共施設の管理と利用が困難にしかねないので

はないだろう。それでは、統合化・複合化の先に , 自治体による公

22　南学『先進事例から学ぶ　成功する公共施設マネジメント』（学陽書房、2016年）、
67頁。

23　久保慶明「市区町村職員をとりまくネットワーク」辻中豊・伊藤修一郎編著『ロー
カル・ガバナンス』（木鐸社、2010年）、117頁。
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共施設の管理ではどのような姿を見いだすとよいのだろうか。次

に、現在の複合化の事例から管理の割拠性に関する現状と事例研究

を通じ、管理の割拠性と公共施設が本来持っていた地域の施設とし

ての役割を果たすための教訓を導き出す。

2　施設機能の統合化・複合化による
「管理の割拠性」の現実と教訓：二つの事例から

　公共施設の統合化・複合化には実現には困難が伴う。しかしなが

ら、統合化の実例は皆無では決してない。既に学校・生涯教育施設

を中心に複合化は進められつつある。本調査研究では、二つの事例

研究を通じて、上記のような複合化への「管理の割拠性」に対処し

ようとしている取り組みも把握できた。それは、武蔵野市の武蔵野

市立ひと・まち・情報創造館武蔵野プレイス（以下、「武蔵野プレ

イス」と呼ぶ）と京都市の京都御池中学校複合施設（京都御池創生

館）（以下、「京都御池中学校」）である。二つに共通している点は、

庁内外で発生する「管理の割拠性」に対して、管理の一元化と管理

の分散の双方を折り合わせながら管理運営をすすめている点にあ

る。さらに、このように「管理の割拠性」の対応を通じて、それぞ

れの地域コミュニティ全体での活性化を目指している点も特徴的で

ある。そこで、これらの施設では、どのように管理の割拠性に対応

しているのかを見ていく。
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（１）武蔵野プレイスと「管理の割拠性」24 

ア　建設までの経緯

　武蔵野プレイスとは、図書館、生涯学習支援、市民活動支援、青

少年活動支援という四つの機能をもつ公共施設である。2009年に着

工し、2011年１月に竣工した。しかし、武蔵野プレイスの開館まで

の過程は、この３年間で完成されたものでは決してない。建設まで

の歴史は長い。具体的には、同市が進めた武蔵境駅周辺再開発の一

環として、武蔵境駅南口にあった農水省食糧倉庫跡地の活用が端緒

であった。まずは、1973年から武蔵野市では同跡地の取得を東京食

糧事務所長に要望を行い、その結果、1998年に用地取得に至ったの

である。このように建設までに38年間を要した背景には、武蔵境と

いう地区の特性があった。同地区には中央線が横断しており、当時

は、「開かずの踏切」があり、日常的な交流を分断されていたので

ある。そこで、中央線三鷹－立川間の連続立体交差化事業に合わせ

て武蔵境駅の南北の住民が行きできるような場づくりを求めたので

ある。このような、地域間での交流を実現するという地域ニーズの

実現が、武蔵野プレイスの整備の目的の一つとしてあったのであ

る。そのため、この場づくりの構想の中心になったのは住民であっ

た。市議会では特別委員会や策定委員会を設置し、議員も検討に加

わった。そのため、市民、議会、行政の間で意見交換を重ねながら

武蔵境駅周辺の空間利用を考えてきたのである。

　検討過程では、現在の武蔵野プレイスのような、図書館、生涯学

24　本節は、2016年8月16日（火）に実施した（公財）武蔵野生涯学習振興事業団武蔵
野プレイス管理課及び武蔵野市教育委員会教育部生涯学習スポーツ課生涯学習係への
インタビュー調査、関連資料調査に基づき、筆者の認識と見解としてまとめたもので
ある。インタビュー調査にご協力を頂いた2課の皆様には、記して感謝の意を表する。
なお、内容に関わる部分の誤り、考察、評価は、すべて筆者の責任にある。
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習支援、市民活動支援、青少年活動支援という四つの機能をもつ公

共施設を当初から想定されてきたわけではなかった。むしろ、地域

住民の間では、新しい公共施設の用途をめぐり大きく意見が分かれ

た。例えば、介護、保育、教育などが各フロアに入り、地下には温

水プールを整備するような大規模複合施設の建設案もあった。他方

で、跡地を利用し雑木林とする案もあり、さまざまであった。新聞

に報道されるほどの大きな住民運動もあった。

　武蔵野市では、1971年の長期計画の策定以来、「緑のネットワー

ク」を基本コンセプトとしていたことや、大規模な開発を進めるう

えでは制約要件になった。武蔵野プレイスの建設では、自然環境へ

の配慮から、周りの環境に負荷を与えない建物とすることを住民に

対して条件を提示した。これにより、地域内での建設の合意に至っ

たのである。具体的な争点としては、建物の高さがあった。周辺の

木々の高さと丁度同じ高さとするように地上４階建てとした。そし

て、多機能を求める声にも対応するように、フロア確保のために、

地下３階とした。 

イ　複合型施設としての管理体制

　武蔵野プレイスの特徴は、上記のように四つの機能が一つの施設

のなかで利用できる点にある。他方で、1－（3）で述べたように、

複合施設には機能が分立しやすいこともあり、機能をどのように融

合するか次第で「管理の割拠性」が生じえた。しかし、武蔵野プレ

イスでは、これらの複合的な機能を一括して運営したことが、「管

理の割拠性」への対応方策であったといえる。これを、管理体制の

一元化とも呼ぶことができる。

　具体的には、管理体制の一元化としては、次のような体制を採用

した。まず、武蔵野市役所側では、武蔵野プレイスに関する業務は
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教育委員会教育部生涯学習スポーツ課が担当する。武蔵野プレイス

の機能をもとに、武蔵野市役所側の担当部署をあげてみると、青少

年活動を所管する児童青少年課、市民活動を所管する市民活動推進

課、生涯学習は生涯学習スポーツ課、図書館事業は図書館の４課に

分掌される。また、児童青少年課と市民活動推進課は市長部局、生涯

学習スポーツ課と図書館は教育委員会となり、機構上の位置づけも

異なっていた。このようななかで、武蔵野プレイスに関しては、教育

委員会教育部生涯学習スポーツ課に一元化したことで、一つの施設

内で四つの機能毎に所管部署が常時関与することはなくなったので

ある。武蔵野プレイス側と市側の連絡調整窓口は同課が行っている。

　また、実際の施設管理は、指定管理者が行っている。これも管理

体制の一元化である。現在の指定管理者は、公益財団法人武蔵野生

涯学習振興事業団である。複合施設の場合、機能毎（フロア毎）に

指定管理者を選定してもよい。武蔵野プレイスが一つの団体に一元

化した経緯には、『武蔵野プレイス（仮称）管理運営指針』を策定

した際に、他地域での指定管理による優れた実践事例も報告されて

いたことや、図書館、生涯学習活動支援、青少年活動支援、市民活

動支援行政という、他分野の行政を一体的に運営するうえには、行

政が個別に管理するよりも指定管理団体が一括して管理することが

適切と判断し、直営を採用しないことを方針としたのである。

　指定管理者の検討当初には、市民活動支援や青少年活動支援に

は、NPO 法人に担ってもらうというコンセプトはあった。他方で、

武蔵野プレイスには、まちづくりの核となることを武蔵野市側は期

していた。加えて、機能の一つである生涯学習では、武蔵野市のま

ちを面白く、魅力的にする、言い換えればまちの付加価値をつける

ことが目的とされていたため、武蔵野市役所側としても、武蔵野プ

レイスにコミットする必要があるとの考えも大きくなった、とい
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う。そこで、民間事業者でも幅広く生涯学習の講座や事業を展開し

ているため、武蔵野プレイスもまた民間事業者に委ねるという選択

も考えられなくはない。しかしながら、武蔵境のまちの魅力を創出

するためにも、市側の連携をとれるところが適切であると判断した

という。そこで、同市の財政援助出資団体が指定管理者として望ま

しいと考え、講座・イベント等を実施している実績を鑑み当時の財

団法人武蔵野スポーツ振興事業団を指定管理者とした。財団法人武

蔵野スポーツ振興事業団は、1989年に武蔵野市による全額出資で設

立された事業団であったが、武蔵野プレイスの指定管理者となるう

えでは、事業の範囲が体育施設の管理やスポーツ振興事業に限定さ

れているため、スポーツ以外の事業を担当できるように定款を変更

し生涯学習に取り組めることとし、あわせて、2011年度から公益財

団法人に移行した。

　このような経緯から、武蔵野プレイスの設立当初から同事業団が

指定を受けた。指定管理期間は、現在、第二期の指定管理期間で、

2015年度から2019年度までの５年間である。武蔵野市では、指定管

理者制度を導入する場合、同市が定める「指定管理者制度に関する

基本方針」に基づき、公募方式と非公募方式の２つの方式を採用し

ている。公募方式は、定型的な管理業務が主な施設であり、民間

事業者等が同種の業務を実施している場合に採用される。他方で、

非公募となる施設は、次の二つが対象となる。まずは、コミュニ

ティーセンターである。コミュニティーセンターは「施設設置目的

を考慮し、管理運営を行う団体を特定すべきものは、非公募で候補

者を選定する」ことになる。もう一つは、「市と密接な連携を図る

必要のある施設」とされるものである。上記の基本方針では「市の

政策を推進に向けて、市と指定管理者が密接な連携を図りながら施

設の管理運営を行うことが求められるものは、非公募で候補者を選
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定する」とある。そして、「既に財政援助出資団体等の法人が指定

管理を受託しており、施設の特性上、同法人が継続して管理運営を

担う必要があるものは、当該法人を選定する」と規定されている。

武蔵野市全体では、第３期にあたる指定管理期間を迎える2014年度

には、非公募の対象施設を検討し、27施設が引き続き非公募とされ

た。武蔵野プレイスは、これらの27施設の一つであり、非公募で指

定管理を、同事業団に委託がされている。 

　また、図５－１－２は、2011～2015年度の公益財団法人武蔵野生涯

学習振興事業団の職員数の推移を整理したものである。同推移から

も分かるように、同市からの職員派遣を持続することで、意思疎通

を密にしているようである。

ウ　「管理の割拠性」への対応

　このように、武蔵野プレイスでは、市側では複数部署にわたる機

能を一部署に一元化し、指定管理者制度により、実際の施設管理の

一元化をしている。では、どのように、「管理の割拠性」の発生に

図５－１－2　公益財団法人武蔵野生涯学習振興事業団　職員数の推移（2011～2015年度）

出典：『各年度武蔵野プレイス年報』より作成。
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対応しているのだろうか。 

　まず、「管理の割拠性」のなかの「管理主体間の調整問題」には、

機能毎の職員間の相互交流が密に行われている点がある。例えば、

武蔵野市（生涯学習スポーツ課）と武蔵野プレイスと間では、係長

クラスによる毎月１回の会議を開催し情報共有が図られている。特

に、予算に関連する事項は同会議で扱われている。しかし、すべて

の事案が、同会議で一元化されているわけではない。従来の４課体

制、公園を含めると５課との連絡体制を整備している点も特徴的で

ある。同会議は、「武蔵野プレイス関係各課会議」と呼ばれ、毎月

一回、武蔵野プレイスの係長級職員、市の各機能の係長級職員との

間で開催する。同会議では、決定機関ではない。率直な情報を交換

する場として開催されている。多様なメニューをそれぞれの課が対

応し、同事業団側に直接、連絡や調整を進めることもある。同種の

会議体の結果は、上記の４課（５課）の間ではもちろん、これらの

課を越えた事案には、市役所内で関連する部署との間でも課題も共

有され、市役所内の関連部署に伝達や対応を取れるような体制づく

りが行われている。

　また、武蔵野プレイス内での管理体制は、職員の勤務体系がさま

ざまである。そのため、一元化されているとはいえ、フロア毎での

機能連携は難しい局面もあるようである。例えば、各機能に関わる

職員間での打ち合わせの時間は、確保しにくい実情があった。その

ような状況ではあるが。年一回開催される「プレイスフェスタ」で

は機能連携・融合をさらに強化した事業展開を図られている。館内

装飾イベントや講演会などの企画について、月に二回開催している

館内の全係長以上の職員が集まる定例会内で検討が進められるとと

もに、実際の運営には機能の垣根を越えて全職員が一丸となってあ

たる。「プレイスフェスタ」ではパイロット的な事業も行われてい
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る。ブックカバーといったオリジナル商品を開発・販売し、財団の

自主財源確保に向けた取り組みを試行したり、財団が管理運営を

行っている体育施設の連携により、野外活動センターで貸出を行っ

ているテントや調理器具などアウトドアグッズを活用し、プレイス

前の公園でアウトドア料理やクラフト作り、読み聞かせなどを楽し

んでもらう「クリスマス・キャンプ」なども実施している。つま

り、異なる機能間での連携交流を目的とするのではなく、公共施設

としての事業を実現するなかで、連携交流を手段としたことが、異

なる機能間での連携につながっているのである。

　次いで、「管理の割拠性」のなかの「利用主体間の調整問題」へ

の具体的な対応である。一つには、機能間での狭間をつくらない制

度づくりがある。具体的には、館内の利用時間の一致である。４機

能毎に利用方法が同一であることが武蔵野プレイスの特徴である。

具体的には、９時30分から22時までの開館中であれば、すべての機

能を利用ができるようにしている。さらに、一つの窓口で手続を対

応できる。また、公益財団法人武蔵野生涯学習振興事業団では、武

蔵野プレイス前に、同館の建築に際して、都市計画による都市施設

として一体的に整備された「境南ふれあいひろば公園」も指定管理

として受けている。この同公園の貸し出しも、武蔵野プレイスで行っ

ている。5,000㎡の区画のうち武蔵野プレイス前の2,000㎡は都市公

園である。同公園は、2－（1）－アで述べたように武蔵境の南北一体化

を想定したまちづくり一環として、あえて北側に公園を置いた。

　現在では、同公園では夏場には盆踊り、また春から秋にかけて

は月一度、日曜日の朝に武蔵境活性化委員会による「さかいマル

シェ」が開催されている。駅前の公園は、同地域の住民の空間とし

て広く利用されている。このように、四つの機能と公園管理につい

ては土日に関わらず一体的運営が可能となっている。
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（２）京都御池中学校と「管理の割拠性」25 

ア　建設までの経緯

　京都御池中学校は、小中一貫教育を行っている学校施設である。

小学校は６年生の１学年（御所南小学校、高倉小学校）、中学校の

３学年が通学している。京都御池中学校は、1869年から設立された

番組小学校を起源とする、城巽、柳池、滋野という３つの中学校が

2003年までに統合し設立された。当時、約200小学校、約80中学校

があったなか、1990年代以降には、都心部の人口減少が進んだ。こ

れにより、京都市内の中心部の小中学校は小規模化が進んだ。学校

施設の場合、学校規模の適正化には、統合、廃止、複合化と選択肢

がある。城巽、柳池、滋野の３中学校は、地元や保護者の要望を受け

て、統合することが選択された。それは、学校が、教育の場であるとと

もに地域の活動の場であり、通学する児童・生徒のみならず地域に

支えられるためである。京都市では、明治期での小学校設立の経緯か

らも、学校は地域の財産であるという意識がいまなお続いている。統

合もまた、2001年には14学区と５小中学校PTA から要望書が契機で

あった。

　京都御池中学校は統合にあたり、複合化された点も特徴的であ

る。学校設立に際しては自治連合会、PTA、学校関係者など、約

30名で構成される新中学校設立委員会が設置された。同委員会で

は、中学校のあり方とともに、立地として御池通りという京都市内

でも目抜き通りに面していることから、ひとづくり、まちづくりの

25　本節は、2016年7月15日（火）に実施した京都市教育委員会教育環境整備室、京都
市立京都御池中学校、株式会社アサヒファシリティズ、株式会社リンレイサービスへ
のインタビュー調査、関連資料調査に基づき、筆者の認識と見解としてまとめたもの
である。インタビュー調査にご協力を頂いた皆様には、記して感謝の意を表する。な
お、内容に関わる部分の誤り、考察、評価は、すべて筆者の責任にある。
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両面からの複合施設の整備の方針が固められたのである。具体的

に、複合された機能としては、保育所、老人福祉センター、オフィ

ススペース（ただし、現在はなし）、民間店舗３店であった。これ

は、同中学校という教育活動にとって有効であり、かつ、地域の必

要性も高い機能を京都市、住民で検討した結果である。また、京都

市は市庁舎が狭隘であり、庁舎以外にも多数の施設や民間施設を利

用しながら、市役所機能を分散した。そのため、京都御池中学校も

また、当初は保健福祉局の一部が入所した（その後、生徒数の増加

により、2011年に教室に転用された）。 

　同施設の整備には、敷地が限られており、加えて、事業時期、費

用で制約があることから、PFI 方式を採用した。従来方式であれ

ば、施設整備費が90.1億円が見込まれたところ、PFI 方式を採用し

たことで、63.2億円となり、26.9億円の削減効果があった。PFI 方

式を採用したことで、設計から維持管理まで一括した発注が可能と

なり、施設整備がスムーズに実現した、という。

イ　複合型施設としての管理体制

　管理体制としては、市役所側では、施設全体の窓口を教育委員会

事務局総務部教育環境整備室が担当している。実際の施設管理は、

上記の PFI 法に基づく事業契約を締結した特定目的会社（SPC）

が担当する。同 SPC との間では、2004年５月28日から2021年３月

31日までの17年間の契約を締結している。ただし、同施設では各フ

ロアごとに、各所管部署が管理を担当する体制を採用している。具

体的な分担は、次の通りである。まず、御池中学校の運営主体は京

都市教育委員会となる。保育所の運営主体は、社会福祉法人（西

京極保育福祉会）、市の所管は保健福祉局保育課となる。老人デイ

サービスセンター、在宅介護支援センターの運営主体は社会福祉法
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人（京都市社会福祉協議会）であり、市の所管は保健福祉局長寿福

祉課となる。職員研修室の所管は行財政局人事課である。拠点備蓄

倉庫、災害応急用物資備蓄倉庫も京都市である。賑わい施設及びこ

れに付帯する関連施設の運営主体は各事業者となる。さらに、同敷

地内にある地域便益施設では自治活動、消防分団活動がおこなわれ

ており、各団体が担当している。以上の分担管理のうえで、共有部

分の管理や現場での調整を SPC が担当している。

　このような体制から分かるように、武蔵野プレイスが管理の一元

化による体制とすれば、京都御池中学校は分散型の体制を採用して

いるようでもある。このように複数部署にわたるため、教育委員会

事務局総務部教育環境整備室が全体窓口となり、必要な部署との間

で個別連絡調整を進めている。

　また、施設内の各スペースは、それぞれが独立しておりスペース

毎に入口がある。これは、防犯管理上、各施設の出入口を分離した

方が良いと考えたためである。また、各施設間は自由には行き来が

できないように施錠されている。そのため、それぞれの玄関から入

館した場合、施設内での動線は個別になる。保育所と中学校の施設

開放入口は北棟１階、高齢者福祉施設と職員研修室入口は南棟１

階、中学校は２～５階に区分配置されている。他方で、西側１階に

はピロティ状の「多世代交流広場」を開設したり、他のフロアを利

用する場合には、インターホンで対応している。つまり、「独立と

交流を両立」した管理体制にある。

ウ　「管理の割拠性」への対応

　このように、京都御池中学校では、窓口となる部署を設置し、

SPC による施設管理体制はあるものの、個々の機能は各部署での

管理が行われている。では、「管理の割拠性」の発生にどのように
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対応しているのだろうか。

　まず、「管理の割拠性」のなかの「管理主体間の調整問題」には、

会議体による交流と日常的な交流が重畳されている点にある。会議

体による交流としては、京都御池中学校では「運営者連絡会議」を

設置している。同会議を通じて各運営主体間での連絡体制を確保し

ている。具体的には、柳池自治連合会、SPC、地元消防、保育所、

老人デイサービスセンター、各賑わい施設、教育委員会事務局総務

部教育環境整備室、行財政局人事課、行財政局防災危機管理室から

構成されている。２ヶ月に１回、偶数月に開催し、翌月の行事予定

や設備作業の報告が行われている。議題では、ルーティン的な事項

に加えて、各運営者から議題の提案がある。議題としては、例え

ば、近隣住民から寄せられる野良猫問題や保育所の送り迎えによる

駐輪問題のような事案がある。これらの課題は、運営者連絡会議内

で密に議論が重ねられ、対応策が話し合われている。

　また、運営者連絡会議のような公式的な会議体に限定されること

なく、運営主体間では日常的なコミュニケーションは多いようであ

る。例えば、保育所での保護者等によるお迎え時間と中学校の下校

の時間と重なる場合には、学校の教員が校舎から出て安全を確認す

る場合がある。ビル管理も密に連絡をし合っている。連絡には校

内用の PHS を使い、情報共有を進めている。このように、公式的、

非公式の交流の機会を設けるだけではなく、実質的な情報交流を重

ねることで、複合施設による異なる機能間での「管理主体間の調整

問題」に対応してきているのである。

　次いで、「管理の割拠性」のなかの「利用主体間の調整問題」へ

の具体的な対応には、施設を利用する者の間でも交流の機会があ

る。例えば、家庭科の授業の中で交流や体育祭・文化祭のなかで子

供、園児、高齢者間の交流機会が図られている。また、デイサービ
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スは１階に入り、グランドを見える位置に配置されており、生徒会

単位や部活で訪問する機会もある。その際、上記のように日常的は

施錠されている各フロア間の扉を開放し、保育所やデイケアセン

ターに柔軟に行き来ができるようにする。また、保育所で過ごして

いた園児が、御南小学校、高倉小学校に進学し、両校で６年生に

なったときに、同中学校内の両校の小学校に移動してくる。既に、

中学生に進学しているそれぞれの小学校出身の学生が新しい６年生

を迎えるイベントとして、５年生の最後の１週間を過ごしている。

このような、日常的に交流を深めることで、「利用主体間の調整問

題」に対応しているのである。

 

おわりに－「管理の割拠性」への教訓－

　本稿では、「公共施設等総合管理計画」の策定状況をもとに、同

計画に記載されている公共施設の今後のあり方としての公共施設の

統合化路線の特徴を明らかした。そして、自治体が統合化を進める

なかで、一つの施設のなかに複数の機能をもたす複合化が選択され

ていることを述べた。しかしながら、複合化には自ずと「管理の割

拠性」が生じるおそれがある。そこで、先行して複合化を進めた二

つの対応の取組みの観察結果をまとめた。

　行政機構では専門分化は避けられず、しばしば、「セクショナリ

ズム」「縦割り行政」と呼ばれ、行政の病理現象と指摘されてきた。

他方、専門分化そのものは弊害を招くものではない。行政の非効率

性を避けるための専門分化は、むしろ行政活動の生理現象でもあ

り26、一定の評価もある。しかし、管理の効率性からは、過度な専

26　今村都南雄『官庁セクショナリズム』（東京大学出版会、2006年）、58頁。
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門分化はやはり回避することが望ましいだろう。本稿がテーマとし

た公共施設の統合化・複合化は、確かに公共施設の量的側面の抑制

では効果が期待できる。しかしながら、一つの施設に複数の機能を

集約した場合、新たに「管理の割拠性」が生じ、これにより非効率

という負担が発生するおそれがある。このような「管理の割拠性」

が生じては管理業務の効率性は高まらないことにもなる。そして、

なによりも、本書がめざす「公共の場」を「鋳直す」うえでは、

「管理の割拠性」は常に直面しつつも、その対処を講じなければな

らない課題である。

　では、自治体は、どのように「管理の割拠性」に向き合うとよい

のだろうか。二つの取組みから得られた教訓は、次の三点である。

一つめは、複合化した機能の間でつなぎ目がないような制度・仕組

みを整備することである。例えば、利用者にとっては利用時間や利

用手続が個々の施設毎に異なるのではなく、一元的に利用できるよ

うにすることが考えられる。このように「管理の割拠性」の一つで

ある、「利用主体間の調整問題」は、利用者が複合的に利用するな

かで、利用に関する制度や仕組みの狭間が生じないように制度・仕

組みを設計することが肝要であろう。

　二つめは、庁内連絡体制の整備と体制の実質的な運営である。機

能の複合化は、一つの公共施設内で異なる部署に関わる事案に直

面せざるをえない。本稿で述べた「管理の割拠性」の問題のうち、

「管理主体間の調整問題」がまさにこれである。そのため、一つの

部署がその課題を抱え込むことでもなく、関連する部署情報を適切

に伝えることが必要となる。二つの取組みからは、連絡体制の整

備、そして、各連絡体制を通じた実質的な運営がなされていること

を観察ができた。また、公共施設は、利用者と直接対面する機会が

多いことから、各所管に関する事案のみならず他の所管に関わる事
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案も把握する機会が多くなる。二つの取組みからは、これらの所管

外に関する情報も積極的に把握し、関連する所管に伝達をする姿勢

を観察することもできた。一般的には複合化とともに庁内での連絡

体制づくりは行われることは想定される。しかし、体制づくりが目

的となるだけではなく、実質的な運営が行われることが肝要である

ことが分かる。

　三つめは、現場での判断拡大である。特に、指定管理者制度に対

する管理の一任は重要である。複合施設では自治体側が常時関与す

ることは、代理人たる指定管理者側に複数の主人が存在する状態を

生み出すことにもなる。もちろん、自治体側と管理者側での情報共

有は密である方がよい。しかしながら、二つめの教訓とも関連する

が、主人間で調整が解消されない限り現場では問題は解決されず複

雑になるばかりである。現場の判断が拡大できるようにするために

は権限を委ねるとともに、現場の職員間での交流を深化し、みずか

ら解決する体制とその運営が肝要である。

　現在はまだ、現行の公共施設をどのように再配置し直すかを構想

する段階に留まっている自治体も多いだろう。たとえ、「公共施設

等総合管理計画」を策定したとしても、一つ一つの公共施設を実際

に統合するには、さらに長い時間が必要となる。そのためいまはま

だ複合施設の整備を目的とすることに留まっているのではないだろ

うか。しかしながら、「公共の場」を「鋳直す」うえでは、公共施

設の複合化自体は目的ではないはずである。むしろ、公共施設の複

合化を通じて、どのような地域内での「生産の場」と「生活の場」

が交流しあう場をつくりあげていくのかを構想することが、公共施

設の再配置の本旨であろう。そのためにも、まずは、複合化により

生まれる「管理の割拠性」の課題に向き合い、対処することが肝要

である。
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※それぞれの領域（場）での組織の機能は低下しつつあるが、既存の領域を超えて新たな関係を構築することで、既存の個人や組織の機能（とそれ
らが持つ資源）に従来とは異なる意味が生じ、それらは新たな役割を果たすことができる。そうすることで、新たな公共私の分野を超えた連携と協力
の社会の構築を計ることが急務ではないか。それらに財政はどう関わるべきか。特に、生活の場（共）での協力を公が財政で支えることがカギに。
※市町村がどのような施策をすれば、多様な組織の「共」(協力関係)の再構築ができるか。

新しい公共私（「公」「共」「私」）の概念整理図（武蔵野市の例）
（※公共私の場の相互浸透と領域を超えた多様な組織の連携・協力が進んでいく。公は公共私

公の場（公）

生活の場（共）
＝互助・交流機能

住民(家族)

公共サービス

「住民」と「家族」,「企業」(近代～) ※ポスト工業社会(少産少死社会へ)

納税
負担（会費）・参加

負担(代金)･参加 商品(負担の対価)
協力・交流

の新たな連携(ベストミックス)を全体で調整する。「住民」「家族」「企業」は主体として公共私の

場に参加、連携を深める。）
※ は組織

＝全体調整・再分配機能

生産の場（私）
＝貨幣を通じた交換機能

＝企業は商品を貨幣と交換、

利潤追求も

市立図書館・文化活動拠点

（武蔵野プレイス）

武蔵野市(教育委員会等)
※全体の連携を調整

・文化活動拠点の

住民への低廉な提供

・学校以外での

青少年の交流

の場の提供

出資・運営委託

料金・参加

市財団

運営

※それぞれの領域（場）での組織の機能は低下しつつあるが、既存の領域を超えて新たな関係を構築することで、既存の個人や組織の機能（とそれ
らが持つ資源）に従来とは異なる意味が生じ、それらは新たな役割を果たすことができる。そうすることで、新たな公共私の分野を超えた連携と協力
の社会の構築を計ることが急務ではないか。それらに財政はどう関わるべきか。特に、生活の場（共）での協力を公が財政で支えることがカギに。
※市町村がどのような施策をすれば、多様な組織の「共」(協力関係)の再構築ができるか。

新しい公共私（「公」「共」「私」）の概念整理図（京都市の例）
（※公共私の場の相互浸透と領域を超えた多様な組織の連携・協力が進んでいく。公は公共私

公の場（公）

生活の場（共）
＝互助・交流機能

公共サービス

「住民」と「家族」,「企業」(近代～) ※ポスト工業社会(少産少死社会へ)

納税
負担（会費）・参加

負担(代金)･参加 商品(負担の対価)
協力・交流

の新たな連携(ベストミックス)を全体で調整する。「住民」「家族」「企業」は主体として公共私の

場に参加、連携を深める。）
※ は組織

＝全体調整・再分配機能 生産の場（私）
＝貨幣を通じた交換機能

＝企業は商品を貨幣と交換、

利潤追求も

小中一貫校

（市立御池中学校）

京都市(教育委員会等の所管課)
※全体の連携を調整

複合施設内

で地域交流、

地域教育

校舎の統廃合を機に小中一貫校を整備

・多機能複合化（民間施設が一部入居）

料金・参加

運営

保育所、高齢者福祉施設、飲食店

（御池創生館）

ＰＦＩ事業者

施設全体の管理（契約）

自治会・町内会

参考　新しい公共私（「公」「共」「私」）の概念整理図（武蔵野市の例）

参考　新しい公共私（「公」「共」「私」）の概念整理図（京都市の例）

出典：ともに本研究会の議論を基に、清水研究員が作成
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1　公共空間の維持管理に係る課題

　公共空間とは本来、多くの人々が相互に関係し、自治を育み、社

会参加の機会を提供する場所である。都市には公園や広場、学校、

図書館などの様々な公共施設が存在する。そして、これらの公共施

設の多くは都市計画の中で行政が計画し、整備が進められてきた。

従来型の都市計画においては「公共の福祉」と「均衡ある発展」が

目標とされ、全国一律に等しく公共サービスが行き渡るように行政

が主体となって整備してきたのである。しかし、人口減少や高齢化

が進み、多くの都市で活力が低下していく中で、地方自治体におい

ては公共空間をこれまで通りの方法で整備し、維持管理していくこ

とが困難になりつつある。中には、市民による主体的な運営がなさ

れ、コストを抑えつつも様々な活動が展開される魅力的な公共施設

も生まれてきてはいるが、特に地方都市においては郊外部や農村部

を中心として公共施設を維持していくことが困難になりつつあり、

運営コストが削減され、施設の再編や統合も進められている。

　維持管理が困難になってきているのは公共施設に限らない。近年

になって顕在化してきた空き家や空き地の問題もある。その多くは

民有地であるが、長く空き家のまま放置され、建物が老朽化し、草

刈りなどの管理が行われなければ地域景観に悪影響を与えるのみな

らず、建物の倒壊や台風時などにおける老朽建物の飛散など様々な

悪影響が懸念さる。個人の問題であった空き家や空き地の問題も、

次第に公共の関心事となり、そして地域全体でその活用や維持管理

を考えていかなければならない時代になってきている。土地や建物

の所有者が行政であるか個人であるかに関わらず、実空間として地

域に存在し、それが地域の生活環境に影響を与えるものである以

上、公共的な課題として認識される必要が生まれてくるのである。
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　公共空間の管理者不在という状況が進行すれば、地域は次第に荒

れ、そしてさらなる人口の流出が促進されるという負のスパイラル

を描くことになる。民間企業であれば、このような悪循環を断ち切

るために思い切った組織改革や新たな投資を実行することが必要に

なるが、地方自治体においては今後も継続的に人口減少や財政悪化

が予想され、リスクを伴う大きな投資を行うことは難しい。もちろ

ん、トップの判断やアイディア、行動力によって地域の活力が呼び

込まれることもあるが、公共の本来的な意味を考えれば、市民の主

体的な運動が生まれてくることが不可欠である。困難を打開する新

しい取組みを下支えするためにも、個々の地域単位において公共空

間の維持管理を担う地域自治力の再生が求められている。

2　「公」と「共」の乖離による公共の変質

　そもそも、公共空間＝地方自治体の所有物ではない。これまで行

政が整備し、維持管理してきた公共施設も本来は地域に住まう人々

が、公共的課題を解決するために税金という形でお金を出し合い整

備してきたものである。歴史的に見れば、共有地や入会地のように

地域自治によって維持管理されてきた共有空間がどこにも存在して

いたし、それらの共有空間は生産の場としても機能していた。山菜

採りをはじめとする個々人の生産活動のみならず、林業や源泉の管

理など共有財産から収益をあげていくことも集落にとっては必要な

ことだった。さらに遡れば、古代ギリシアの広場（アゴラ）は市民

の集会や取引の場であると同時に、日常的に議論を交わす交歓の場

として重要な役割を担っていた。問題の本質は、地方自治体が広域

化、システム化されていく中で「公」と「共」が切り離され、「共」

の空間として認知されていた多くの空間が次第に「公」の空間とし
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て捉えられるようになってきたことにある。

　我が国の政治システムは高度成長期を経て大きく変貌を遂げた。

地方自治体は合併を繰り返して広域化、システム化され、地域自治

との乖離が進んだ。市町村合併が住民自治の充実よりも、合併によ

る財政の健全化や自治体の効率的運営をめざしたものである以上、

狭域での自治は空洞化していくことになる。このような動きと連動

しながら、かつて存在していた狭域での地域自治が再生されていけ

ば良いのだが、一度手放してしまった地域自治の精神は簡単には取

り戻すことはできない。何でも行政任せの風潮の中で、公共施設は

地方自治体の所有物と見なされ、その機能は潔癖なまでにマニュア

ル化されてきた。その結果、さまざまな活動を生み出し、人々をつ

なぐ広場（アゴラ）としての本来の公共空間が持つべきダイナミズ

ムは力を失ってしまった。フェンスで囲まれ、著しく活動を制限さ

れた公園などはその典型である。近年の公共空間利用に関わる様々

なムーブメントも行き過ぎた「公」と「共」の分離を修正しようと

する動きだと思われるが、その活動も象徴的なものが多く、本来の

公共の機能を取り戻すには至っていない。

3　行政が決定する公共性から地域が選択する公共性へ

　現代都市に目を向けてみると、公共空間に期待される役割が変化

しつつあるように思われる。それは、都市のアメニティや生活の充

実など、高度成長期の豊かな社会に期待された公共空間の役割のみ

ならず、都市の存続や生存のための基本的な生活サービスの提供が

公共空間に求められる住民の重要なニーズとして浮かび上がってき

たことである。そして、このような生活サービスは、市場からも地

方自治体からも入手することが困難になりつつある。現代都市にお
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ける地域の課題は、もはや地方自治体が提供する公共性では充足し

得ない。地域自治から乖離し、システム化された地方自治体は、こ

のようなきめ細かな公共性を提供するためのシステムを有していな

い。

　例えば、地方都市においては公共交通が脆弱であり、さまざまな

生活サービスへアクセスすることが困難な高齢者が増加している。

繰り返し行われてきた市町村合併、生活圏域の広域化が進む過程に

おいて、身近な生活環境での様々な生活サービスが整理統合されて

きたことの弊害であるが、財政悪化が慢性化する中で、このような

都市構造を大きく改編するだけの力を地方自治体は有していない

し、狭域での生活サービスを提供するための自治機構をすでに失っ

てしまっている。そのため、地域の自助努力に期待するしかない状

況にまで追い込まれていることが問題の根を深くしている。地域住

民一人一人に寄り添い、お互いを支え合うような共助の仕組みの再

生が現代都市の課題となっている。

　自治体内分権や地域自治の仕組みづくりは1960年代のコミュニ

ティ政策以来、地縁的組織や市民団体、民間事業者などを巻き込み

ながら、様々な取組みが行われてきた。そして、平成の大合併以

降、自治体内分権の議論も活発化している。「公」には解決し得な

い地域課題に対応していくためには、住民に身近なより狭域での自

治の育成が必要不可欠である。地方自治体を中心とした政治システ

ムが公共性を決定していく時代から、地方自治と地域自治が連携を

図りながら、住民自らが地域自治の権能によって公共性を選択して

いく時代へと変わっていく必要がある。そして、地域レベルでの多

様な活動によりネットワークを形成し、そのノードが公共空間とし

て育っていくような、新しい公共空間の育て方が求められるだろ

う。
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4　「共」空間の創出と地域的管理：2つの事例から

（１）廃校を地域の交流センターとして活用（雲南市）

　島根県東部の山間部に位置する雲南市は人口が４万人を切り、高

齢化率は30％を超える。転入人口は増加しているものの、自然減の

超過により人口減少が進んでおり、地域住民が住まい続けることの

できる地域づくりが喫緊の課題となっている。このような背景のも

と、雲南市では合併をきっかけとして小規模多機能自治の仕組みづ

くりが進められてきた。また、廃校などを活用しながら小規模多機

能自治の拠点づくりが平行して進められてきた。ここでは、廃校と

なった小学校施設を活用して、小さなスーパーを開設したり、様々

な地域活動を展開している波多地区の取組みを紹介したい。「公」

の財産としての学校施設が「共」の財産とも言える地域の交流セン

ターに転用され、地域が主体となって施設の運営や様々な地域事業

を展開する試みである。

ア　地域自主組織の設立

　雲南市における小規模多機能自治は、地縁的まとまりを有する概

ね小学校区を単位として、様々な機能が分野横断型につながる統合

型の地域自主組織を市内全域に設立してきた。現在では30の地域自

主組織が活動を行っている。特徴としては、自治会のように一世帯

一票制ではなく、一人一人が主役となるまちづくりを進めるため

に、一人一票制としていることや、それぞれの組織が自分達で課題

をみつけ、自分達で解決していくという運営方針を持っていること

が挙げられる。また、我が国における他地区の取組みと比べて、常設

の事務局体制を有することにより運営体制がしっかりとしている。

　地域自主組織では、地域毎に異なる課題に対して、課題解決型の
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様々な事業が展開されている。例えば鍋山地区では、通常は市が行

う水道検針の事業を地域自主組織が受託し、毎月一回のメーター検

針と合わせて高齢者への見守り訪問を行う「まめなか（出雲弁で

「お元気ですか」の意味）君の水道検針」という事業が行われてい

る。また、塩田地区では、地元の食材を中心とした弁当をつくって

要支援者の方々に直接届ける配食サービスが行われている。この

他、中止されていた地域の伝統芸能を夏祭りや敬老会などで復活さ

せる取組みや、地域を挙げた婚活活動など地域固有の課題に対応し

た様々な事業が展開されている。

　地域自主組織に対しては雲南市から一括交付金が支給されてお

り、これが各組織の活動を支えている。予算規模は一般会計のおよ

そ１％程度であり、平均して１地区当たり850万円程度となってい

る。一括交付金であるため使途は比較的自由度が高く、各地区の柔

軟な組織運営を可能としている。また、各組織では一括交付金のほ

かに施設の指定管理や水道検針などを受託することにより自主財源

を有しているところも多い。

イ　地域自治の拠点づくり

　地域自主組織の設立と平行して、雲南市では小規模多機能自治の

拠点づくりが進められてきた。一般的には多くの地域で公民館を有

するが、公民館は社会教育法上の施設として教育委員会が所管し、

行政が生涯学習機能を担ってきた。しかし、雲南市では2010年度か

ら公民館機能を廃止し、地域の拠点となる交流センターに変え、所

管も市長部局へ変更された。そのため、雲南市では現在、公民館は

存在はしていない。生涯学習機能を行政が担う機能ではなく、各地

域の主体性に基づく生涯学習に変え、同時に地域福祉も展開してい

る。
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　仕組みとしては、行政施設の指定管理を地域自主組織が担い、地

域自主組織の常設の事務局を交流センターの中に置いている。施設

管理そのものも地域課題を解決するための一つの手段と捉えられて

おり、指定管理の委託料には人件費を含まず、一括交付金の中で計

上していることも特徴である。

ウ　波多コミュニティ協議会の取組み

　波多地区は雲南市の西南端の山間部に位置する人口337人の小さ

な集落である。市内中心部まで36キロメートル離れ、過疎高齢化

が進行し、高齢化率は49.7％となっている。1972年には中学校が廃

校、2008年には小学校も廃校となり、地域力の低下が懸念されてき

た。このような背景のもと、地域自主組織の設立、交流センター開

設の取組みが進められてきた。

　地域自主組織である波多コミュニティ協議会は各自治会の代表者

や地域内の各団体の代表者によって構成されている。有給のスタッ

フがパートも含めて18名雇用されている。交流センター内に常勤の

交流センター主事と施設管理員の 2 名が常駐する。財源としては一

括交付金の他、交流センターに開設した小さなスーパーや閉園と

なった旧県立自然公園の一部施設を賃貸したキャンプ場（さえずり

の森）の経営、雲南市の温泉施設「満壽の湯」の指定管理などを

担っており、年間で5，000万円ほどの予算規模になるという。交流

センターは廃校となった波多小学校を活用し、2010年度にオープン

した。交流センターでは福祉活動、生涯学習活動、地域づくり活動

などが一体的に取組まれている。

＜廃校に開設された小さなスーパー：波多マーケット＞

　交流センターに開設した小さなスーパーである波多マーケットの
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事業は大変ユニークである。波多地区には商店がなく、スーパーま

では車で20分程度離れており、買物に不便な地区であった。そのた

め、協議会の役員会で検討を重ね、2014年10月に小さなスーパーを

交流センター内部にオープンさせた。交流センター内部にあるた

め、地域住民が交流センターでの活動に参加した後に必要なものが

あれば買っていくことができ、非常に利便性が高い。また、波多

マーケットにはスタッフは常駐していないが、交流センターの職員

が勤務をしながらレジも担当しているため経費の削減が可能になっ

ている。

　マイクロスーパーで販売する商品は、商品の配送を事業化してい

る全日食株式会社から仕入れている。商圏を大きくするために立地

は重要となる。そのため、全日食株式会社からは店舗の立地位置と

して道路に面していて民家に近い場所を提案された。しかし、波多

マーケットではスーパーの利用対象者を地域住民と想定し、交流セ

ンター内に設置することで設備投資を抑えている。事業化にあたっ

ては、地域の方々からも合計で30万円を超える寄附も得ているほ

か、政策金融公庫から融資を250万円受けて財源を確保した。交流

センターの建物自体は市の所有施設であるが、雲南市から目的外使

用許可をもらうことで協議会によるスーパーの経営が可能となっ

た。波多マーケットの利益率は２割程度であり、人件費等を考慮す

れば一般の企業活動として成立させるのは困難である。そのため、

地域が活用できる交流センターを最大限に活用し、様々な機能を複

合させることによって持続可能な経営を目指している。

＜デマンド型交通サービス：たすけ愛号＞

　高齢者が地域内で移動する手段が欲しいという要望から始まった

のがデマンド型の地域交通サービスである「たすけ愛号」である。
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波多地区内であればどこでも送迎を行っており、運転は交流セン

ターに常駐する職員が担当している。県の補助事業で車をリースで

取得し、2009年からスタートした。当初は年間で450人ぐらいの利

用であったが、2014年10月に波多マーケットがオープンして以来、

利用者数が増加している。2015年度の利用者数は1,400人にまで増

加しており、その半分以上が波多マーケットの利用者だという。波

多地区にはかつてはタクシー業者もあったが、現在では無くなって

いる。このような民間事業者が提供できなくなったサービスを地域

自主組織が提供することを可能にしているのも、交流センターを拠

点施設として、様々な事業を一体的に経営していることが大きな要

因だろう。

＜自然体験プログラムの運営＞

　交流センターを拠点として、市内の子供達を集めて３泊４日の自

然体験プログラムが開催されている。交流センターの主事や生涯学

習推進員が中心となって、地域の方々のサポートを受けながらプロ

グラムを組み立てている。2016年度には７月と８月にそれぞれ１回

ずつ開催した。７月に45人、８月に44人の参加があり、市内の様々

な学校から参加者が集まる人気のプログラムとなっている。このよ

うな取組みも小学校だった廃校を活用することによって成立してい

る。小学校の校舎には様々な施設があり、グラウンドや体育館もあ

るので活動の幅が広がっている。また、民間事業者等が提供するプ

ログラムとは異なり、地域自主組織が運営することによって地域の

人々の協力を得ながら、集落が一体となったプログラムが運営され

ている。地域自主協議会が交流センターという拠点を活用すること

で新しい活動が派生していると言える。
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（２）地域的企業が社会参加の場のマネジメントを担う

　　（大里総合管理株式会社）

　大里総合管理株式会社は不動産管理業務や建築、リフォームなど

を主体とする民間企業である。会社が立地する大網白里市は千葉県

東部に位置し、東京都心部や臨海部のベッドタウンとして住宅地開

発が進められてきたが、山林分譲などにより切り売りされた土地が

多く、別荘として使われている住宅や、空き地や空き家も目立つ。

大里総合管理株式会社は所有者からおよそ8,500区画を預かり、土

地を巡回し、草刈りやパトロール、建物の窓開け、台風や地震時等

のパトロールなどを行うことを事業の柱とし、不動産仲介や住宅の

設計施工なども行う。しかし、それだけではなく、この会社は通常

業務に加え、社員数22名で年間300を超える地域活動を実践する地

域貢献企業として注目を集めている。地域の方々のみならず、不動

産の管理を委託している地域外に住まう方々など多様な主体をつな

ぎながら社会参加を促進している。

ア　自分にできることを実践する社会参加の場となる企業

　大里総合管理株式会社では、現在の社長である野老真理子氏が社

長になってほどなく、会社の不注意により死亡事故を起こしてし

図５－2－１　波多地区の交流センター 図５－2－2　波多マーケット

出典：筆者撮影
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まった。それがきっかけとなり、些細な事でも「気づく」ための訓

練として１日１時間の掃除を始めた。そして「気づいたこと」をす

ぐに行動に移してきたことが積み重なり、現在では300を超える地

域活動につながっている。一人一人の社員がそれぞれの地域活動の

担当となり、本業６割、地域活動４割で活動している。地域活動を

通して、地域の方々と巡り会い、そのひとたちの課題を受けとめ、

自分達がやれることであれば活動を継続してきた。その中心には課

題を持っている一人一人の主人公がいることが活動の基本となって

いる。

　地域活動は仕事になるかならないかではなく、地域貢献を目標と

して取組んできたが、現在ではこのような取組みの積み重ねが会社

に対する信頼となり、企業の収益活動にも良い影響を与えていると

いう。一般的な企業と比較すれば、非常に多くの時間を収益外の地

域活動に使っているが、このような地域活動が社員教育でもあり、

販促活動にもつながるということを、一人一人の社員が長い時間の

経験の中で認識してきた。正しいことをしていれば、長期的スパン

で考えれば、どんな活動もプラスになり、経営は成り立っていくと

いう考えのもとに活動を続けている。

イ　地域に戻ってくる人たちの社会参加の場となる企業

　地域活動の一つとして「地球塾」という活動を行っている。これ

は、地域の一人一人の趣味や特技、仕事で得た知識などを活かして

講座を開くものである。団塊の世代が地域に戻り始めたときに、地

域デビューをどうするかという相談を受け、男性は先生として地域

と関わるのが地域に入りやすいと考えて始まった活動である。開か

れている講座は2017年度では49講座にのぼり、「ヨガ教室」「中国茶

芸」「陶芸入門」「メンズダイエット」など多様である。そして、U
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ターン者の中にも新しいジャンルをつくって地球塾を始め、地域活

動の主人公になっている人がたくさんいると言う。

　大里総合管理株式会社では、土地の管理を依頼されている不在地

主に対して、会社の業務報告や地域情報を盛り込んだ「大里だよ

り」を毎月１回発行し、郵送している。このような情報を発信し続

けることが、地域を離れて暮らす人々にとって地域との接点とな

り、それが地域への感心を維持し、そして地域に戻るきっかけとも

なるだろう。

ウ　空間資源を有効活用する

　地域活動の場として「空間資源」を最大限に活用している。例え

ば、会社の会議室スペースは66人の作家が制作した作品を飾り、販

売するための棚貸しのギャラリーとしても活用されている。利用

者からは月に1,000円の利用料をもらっており、立派な不動産業に

なっている。店番は作家が交代で行い、店番をする日の棚代は無料

で、スペースを活用して教室などを開いても良いことになってい

る。夜になれば引きこもりの子供達が勉強する学童クラブになる。

また、事務所のスペースにはグランドピアノが置いてあるが、昼休

みなど仕事をしていない時間を活用して無料コンサートを開催して

いる。一般的な考え方では、不動産を誰かに貸してしまえば、その

スペースを他の人が自由に使うことは難しい。しかし、例えば会社

の会議室を使う時間は限られているので、その他の時間をギャラ

リーとして使っていても問題はない。一人一人の社会参加が会社の

スペースを活用することによって広がっている。

　生活圏内に人が集まる場所があることは地域にとってとても大事

であり、地域の方々にも住宅として使ってない時間には、住宅の一

部を開放して、例えば子供のための絵本を集めて開放してみるとい
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うようなアドバイスをしているという。まずは自分の住宅で使って

いないスペースを開放し、それでもスペースが不足すれば地域の空

き家を活用していくこともできる。土地を管理し、不動産を扱う企

業だからこそできる「空間資源」を活用した取組みを実践してい

る。

エ　「つなぐ _イエ」プロジェクト

　東日本大震災を契機として、地域において居住者が相互に関わ

り、協力しながら住まう新し

い形として「つなぐ＿イエ」

というモデルを提案してい

る。住戸が塀や垣根で境界を

仕切らずに、お互いの家族が

自然につながり、街や地域と

もつながっていく住まい方で

ある。最初のモデルとして、

市内の６区画の住宅地で実践

し、入居が始まっている。こ

のような取組みは、特に都市

図５－2－3　会議室を利用した
　　　　　 棚貸しのギャラリー

図５－2－4　オフィス空間に置かれ
　　　　　 たグランドピアノ

図５－2－5　「つなぐ＿イエ」
　　　　　 プロジェクト

出典：筆者撮影

出典：筆者撮影
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部において、入居希望者の個々の住まい方へ対応した自由な設計

と、入居者相互の近隣関係の構築、コストダウンを実現する手法と

して試みられてきた例が多くある。しかし、地域活動を実践する大

里総合管理株式会社が住宅計画から関わることで、地域を単位とし

て、家族同士のつながりから、街や地域とのつながりへと広かって

いくことが期待できるユニークな事業となっている。

 

5　「共」空間のマネジメントと主体の創造

（１）地域における「共」の主体をいかに育むか

　地域自治を内実のあるものとしていくためには、地域の課題に対

応する様々な活動が実践され、多くの人々が集い、ネットワークが

広がっていくような仕掛けが必要である。波多コミュニティ協議会

の活動は、商店がない、地域交通がないといった切実な課題に対し

て、地域の様々な資源を有効かつ総合的に活用することで対応して

いる好例である。何よりも、行政が管理する公共施設であった小学

校の施設を地域の拠点となる交流センターとして活用することで、

コストを抑えながら多くの人やモノが集まるプラットフォームを創

り出している。さらに、このような拠点を活用することで、地域交

通、自然体験プログラムの運営などの新たな事業への展開が見ら

れ、その過程においては多くの地域住民が関与し、相互関係が育ま

れている。地域が抱える課題に対して地域の資源をフルに活用して

いくプロセスそのものが、地域自治の主体を強固な組織にしている

のである。

　地域自治の主体となるのは、必ずしも地縁的な非営利組織とは限

らない。民間事業者であっても事業機会を通じて地域の結節点とし

ての役割を果たし、その結果として地域自治を育んでいくことも可
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能である。大里総合管理株式会社では、スペースを有効活用しなが

ら地域の一人一人の社会参加を促進し、ネットワークを広げてい

る。民間事業者が地域自治の一器官としての役割を担っていくため

には企業の意識改革や社会的コンセンサスも必要だと思われるが、

企業活動を通して築かれてきた社会的ネットワークを有効に活用す

ることで、このような地域自治の一端を担うことのできる企業は数

多く存在すると思われる。

　地域が抱える課題を発端として、社会的ネットワークを培ってき

た様々な主体がその力を発揮し、課題解決のための取組みを進めて

いくことで、市場では提供できない様々な生活サービスを提供して

いくことができる。地域の課題解決を事業として回していくための

ノウハウを蓄積し、地域組織と民間事業者とが協力しながらハイブ

リッドな地域自治の主体を育てていくことが必要だろう。

　ただし、現代都市はこのような主体が自然発生的にいくつも生ま

れてくるほど楽観視できる状況ではない。地方都市を中心に、先行

きの見えない切実な課題に直面している地域に対して、組織づくり

の支援や場の供給は行政の担う重要な役割である。公的保障によっ

て地域課題を解決しようとするのではなく、行政に頼らずとも自律

的に生活サービスの提供を担うことのできる主体の育成とネット

ワークの構築に投資がされるような行政運営が必要になってくるだ

ろう。

（２）地域における「共」の運営を支える財源

　地域自治の活動を継続していくためには人的財政的基盤が欠かせ

ない。地方自治体の税収が落ち込む中にあって、これまでのように

行政が支える地域自治のかたちは立ちゆかなくなることが予想され

る。地域自治を機能させるために必要となる経費をまかなうことの
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できる人的支援や何らかの経済的収入を得ることのできる、あるい

は経済的活動によって収益を生み出すことのできる共有の資本を地

域が有することが必要だと思われる。

　そのためには、行政が管理する公共施設を柔軟に運用していくこ

とも必要だろう。何でも行政に委ねてきてしまった公共施設の管理

を地域に戻し、地域自治を下支えするための地域共有の資本として

捉え直し、地域が自らマネジメントしていくことで、そこから得ら

れる果実を地域の財源として確保していくことができる。このよう

な地域自治の姿は本来の自治のあり方にも符合する。

　過疎高齢化、人口減少が進み、公的支援も十分には見込めなくな

る中で、地域に住まう方々が今後も安心して生活を継続できるよう

にするためには、採算性が合わずに市場が提供することのできなく

なった様々な生活サービスを共助の力で生み出していく必要があ

る。雲南市の波多マーケットやたすけ愛号の実践は、地域の交流セ

ンターにおいて共助のための事業が成立し、自主財源が生み出され

ている好例だと言える。様々な資源が一体的に運用され、事業が地

域内で循環し、必要なコストを抑えることで事業が成立している。

もちろん、一括交付金による行政による支援が活動を支えているこ

とも事実である。地域自治による事業を成立させるためには、市場

における競争を可能にするための一定程度の公的助成は必要かもし

れない。波多マーケットでは当初、市場調査をもとにした提案にお

いて1,000人ほどの商圏が必要という話であったが、商圏を小さく

地域に根ざしたものに設定した。このような小さな商圏で事業を成

立させることを可能にしたのは、交流センターの施設を活用し、人

件費や光熱水費などを安く抑えることができたからである。商圏が

小さくなれば、売り上げは減少する。しかし、市場競争の中で事業

が成立することと、地域自治の拠点となることは必ずしも両立しな
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い。集落による民間ベースでの事業を基本としつつ、市場の領域と

競争するために必要な差分を公共が支援するような、財源の視点に

立った補完性の原理も考えていく必要があるだろう。
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はじめに

　本章においては、高齢者の生活・居住に対して地方自治体や

NPO 法人などの主体がどのように関わっているかについて、大都

市における二つの事例を取り上げる。一つは名古屋市の事例であ

り、もう一つは新宿区の事例である。本章で取り上げる事例は、特

に独居高齢者の生活・居住の中から生じているニーズに対応しよう

とするものである。

　拙稿（2016）において論じたように、高齢者の大多数は地方への

移住を希望しておらず、受け入れる地方の側にも必ずしも余力があ

るわけではない。したがって、今後、高齢者が激増することが予測

されている大都市において、高齢者が住み慣れた地域で安心して老

後の生活を送っていくための環境を整備することが求められてい

る。これらの事例は、そのために必要な施策を考える手がかりとな

るであろう。

1　ナゴヤ家ホーム

（１）概要

　名古屋市では、市営住宅の一部を活用し、「ナゴヤ家（なごやか）

ホーム」という高齢者の孤立死防止のためのシェアハウスを提供す

る事業が行われている。この事業は市営住宅における入居者の孤立

死防止や高齢単身者の入居機会拡大への対応策として開始された。

2011年度はモデル事業であったが、2012年度から本格的に実施され

ており、同年度の予算規模は約4,200万円であった。

　図６－１－１は、「ナゴヤ家ホーム」における高齢者・名古屋市・

NPO 法人の関係をまとめたものである。
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　関係する主体は名古屋市と NPO 法人である。名古屋市は NPO

法人に市営住宅の「地域対応活用型の目的外使用」の許可を与え、

使用料を徴収している1。NPO 法人は名古屋市と協力して入居者を

募集し、入居者に対して次のサービスを提供する。なお、見守り

サービス料は月額19,200円であり、家賃に上乗せされる形になって

いる。

　・安否確認（週 3 回）

　・生活相談

　・共同生活のルール作り支援（光熱水費の負担はどうするか、電

気ガス水道の契約者は誰にするかなどを決定）など

　入居者は名古屋市ではなく NPO 法人と入居契約を行い、相互に

見守りを行う。このようにして、入居者の孤立死を防止しようとし

ている。孤立死を防止するということは、独居の高齢者の社会的孤

立を防止するということであり、孤立した状態では満たせない日々

の生活の中で生じる高齢者のニーズを NPO 法人や入居者同士で満

たすことにつながる。

　次に入居者は次の条件をすべて満たさねばならない。

　・名古屋市内在住または在勤

　・60歳以上の単身で、身の回りのことを自分でできること

図6－１－１　「ナゴヤ家ホーム」における入居者・名古屋市・NPO法人の関係

出典：松田（2013）p.48より引用。
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　・所得月額10万４千円以下

　・現在、何らかの理由で住宅に困っていること

　こうした条件を満たした上で、入居者同士の相性に問題がない場

合に入居が可能となる。調査を行った2016年３月時点では、上飯田

荘、楠荘、中島荘の３団地・12戸でこの事業が実施され、４戸のみ

入居があった。

（２）課題

　「ナゴヤ家ホーム」は、地方自治体が市営住宅の目的外使用許可

を与え、NPO 法人と入居者相互が見守りを行う孤立死を防止する

ための仕組みであり、地方自治体が孤立しがちな独居高齢者の間に

「共」を作り出そうとする先進的な取組みであるといえるが、課題

も多い。

　まず先述の通り、入居している戸数が４戸とそれほど多くない。

入居の問い合わせ自体は年に数十件あるそうだが、内覧の際に居住

スペースの狭さなどから「想像していたものと違う」として入居に

至らないケースが多い。図６－１－２は調査時点で空き部屋となって

いた３人タイプの居室を撮影したものである。非常にきれいな部屋

ではあったが、居住スペースは４畳＋共有リビングとなっており、

けっして広いものとはいえない。ここに家財道具が持ち込めなけれ

ば入居することはできないのである。

　また、入居してからも入居者同士の関係構築・維持が容易ではな

い。長年別々に生活を送ってきた異なる生活習慣を持つ高齢者が同

居するのは簡単なことではなく、入居者が負担する光熱水費の支払

いやゴミの捨て方、トイレットペーパーの使い方などでトラブルが

生じているという。

　さらに、単身者向けの市営住宅に応募に当選した高齢者が退去し
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てしまうケースもある。居住スペースが単身者向けの市営住宅に比

べて狭いため、NPO 法人による見守りサービスが行われるにもか

かわらず、退去してしまう。「ナゴヤ家ホーム」は「身の回りのこ

とを自分でできること」が入居条件の一つとされているが、そうし

た人にとっては見守りサービスよりも居住スペースの広さが重要な

のかもしれない。

　このような課題があるものの、孤立死を防止するという目的それ

自体は評価されるべきものであり、独居高齢者の視点から「ナゴヤ

家ホーム」を魅力的な居住空間としていくことが求められる。

2　暮らしの保健室

（１）概要

　次に取り上げるのは、新宿区戸山２丁目にある「暮らしの保健

室」（以下、「保健室」という。）である。保健室は、戸山ハイツ33

図6－１－２　「ナゴヤ家ホーム」居室内

出典：日本都市センター研究室清水研究員撮影。
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号棟の商店街に2011年７月に開設された。イギリスにあるがん患者

のための「マギーズセンター」をモデルにした、「お茶をのみなが

らくつろげる」地域に開かれた「居場所」であり、地域の人々の医

療・介護などの相談場所を無料で提供する取組みである。相談支援

を通じて、利用者の自己決定能力の回復をめざしている。運営は株

式会社ケアーズ（以下、「ケアーズ」という。）が行っているが、戸

山ハイツ店舗オーナー、NPO 法人（ボランティア）、国、地方自治

体、大学といった多くの主体が関与している。

　2010年国勢調査によれば、新宿区は高齢単身者割合（65歳以上単身

世帯数／65歳以上一般世帯人員）が34.5％と23区で最も高く、保健室

のある戸山２丁目の高齢化率も53.2％と非常に高い。こうした中で

保健室は、高齢者の不安に寄り添い、応える場として、高齢者が住

み慣れた地域で安心して長く暮らせるように地域で活動している。

　保健室を開いた秋山正子氏は、1992年から新宿区で訪問看護に携

わり、2001年には訪問看護ステーションを開いて住民の在宅療養を

支えてきた。

　新宿区はもともと急性期の医療機関が多く、長期入院できる病床

が非常に少なかったため、在宅医療を進めざるを得ない地域であっ

た。そのため、看護師だけでなく、医師も在宅医療を行ってきた。

新宿区の医療供給体制の構造が大きく影響していたのである。1993

年には新宿区医師会と新宿区が協定を結んで緊急一時入院病床確保

事業を開始し、区内３病院に１床ずつの計３ベッドが用意されるこ

とになった。地域で開業しながら、在宅診療もする医師たちが入院

の必要があると判断した場合に、この事業を利用して２週間以内の

入院を要請できる仕組みづくりが行われ、今日までこの制度は活用

されている2。こうした地域での連携の取組みは、保健室へとつな

がっている。
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（２）運営資金

　保健室は地方自治体の事業ではないため、どのようにして運営資

金を調達しているのかを説明しておく必要があるだろう。

　まずはハード面である。保健室のある場所は、もともと戸山ハイ

ツ商店街の空き店舗となっていたところである。秋山氏たちは在宅

医療の推進のための2007年から市民公開講座やシンポジウムを毎年

行ってきたのであるが、2010年に牛込地区の区民センターで「この

町で健やかに暮らし、安らかに逝くために」というタイトルのシン

ポジウムを開いたところ、店舗のオーナーから「シャッターの閉

まった空き店舗の状態になっているので、自分の持ち物を安く貸し

て少しでも社会貢献がしたい」という申し出があり、相場よりも安

い賃料でケアーズが賃借することになった3。戸山ハイツの高齢化

率が特に高いために保健室が設置されたというわけではなく、善意

の申し出があり、たまたま戸山２丁目に開設されることになったの

である。

　建物の内装工事はケアーズが費用を負担した。空き家改修の公的

図6－２－１　「暮らしの保健室」外観

出典：日本都市センター研究室清水研究員撮影。
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な補助金も存在するが、整備まで１年以上かかることが予想された

ため、自前で行った。

　図６－２－１は保健室の外観を撮影したものである。写真からもわ

かるように、木材がふんだんに使われており、部屋の内部にも壁も

含めて全体的に用いられている。利用者の気持ちが安らぐような配

慮が空間の設計にも施されている。こうしたことは、残念ながら公

的な補助金で実現するのは難しいようである4。

　このように、ハードの整備はケアーズの負担によって行われた

が、ソフト面では財政資金が活用されている。まず開設年の2011年

度には厚生労働省の在宅医療連携拠点のモデルに選定され、2012年

度までは在宅医療連携拠点事業を実施する中で国のモデル事業とし

て運営資金を調達した。その後、2013～2015年度は東京都からの補

助金、2016年度からは新宿区からの事業委託という形で運営資金を

調達した。ケアーズは、当初は医療法人春峰会立白十字訪問看護ス

テーションとして保健室開設以前から約25年間活動してきた実績が

あり、公的資金を活用しながら主体的に保健室を運営している。

（３）活動

　次に実際にどのような人々が運営に関わっているのかについて見

ていこう。

　まず相談業務を行うため、相談員として看護師が常駐している。

これは有給の専門職であり、主に白十字訪問看護ステーションの訪

問看護師をベースとしている。そして、地域のボランティアがこれ

を支える形になっている。多くはこれまで在宅医療・訪問看護を利

用して家族を看取った経験のある人々である。表６－２－１は、2015

年度におけるボランティア・利用者・来訪者（見学・取材・実習）

の数を示したものである。利用者が300人程度であるのに対して、

180



Copyright 2017 The Authors. Copyright 2017 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.

月に100人程度のボランティアがおり、数多くの人々が相談業務の

サポートを行っている。さらに、利用者のうちでも繰り返し訪れる

リピーターの人たちは、活動にある程度コミットし、相談ではなく

ボランティアの人たちと話をしたり、いろいろな活動に参加したり

している。

　こうしたスタッフが行っている相談支援は、年齢制限を設けてい

ないため、近所の高齢者から赤ちゃん連れのお母さんまで、多くの

人々が訪れている。訪問者の目的の６割は医療相談である（2014年

時点）。具体的な相談内容としては、がんの治療や在宅療養に関す

る相談、病院では聞くことができない食事や薬のことに関する相談

が挙げられる。つまり、保健室は病院では満たすことができない医

表6－２－1　2015年度におけるボランティア・利用者・来訪者数

出典：暮らしの保健室提供資料より引用。
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療ニーズに対応しているのである。また、医療、介護、障碍などど

この窓口に行けばいいかわからない状態でも相談に乗り、その先の

案内をしている。ある意味、ワンストップの窓口のような機能を果

たしている5。

　そして、相談スタッフ・ボランティアの他に栄養士、薬剤師、法

テラスの弁護士といった専門職ボランティアがそれぞれの専門能力

を活かして活動している。さらに、東京家政大学女性未来研究所と

「戸山ハイツの未来の物語をつむごうプロジェクト」でコラボレー

ションしており、新宿区の「高齢者介護福祉計画」改定のための基

礎調査では難しい特定地域（戸山ハイツ）の全戸調査や、井戸端会

議・ワークショップを行った。このように、様々な仕掛けを用いて

地域住民が暮らしていく中で生じているニーズに対応している。

まとめ

　本章では名古屋市と新宿区における事例を取り上げた。これらの

事例は次のようにまとめることができる。

　名古屋市における「ナゴヤ家ホーム」では、孤立死を防止するた

めに高齢者相互と NPO 法人による見守りが行われている。こうし

た取組みを通じて、独居高齢者が孤立した状態では満たすことがで

きない日々の生活の中で生じるニーズに「共」で対応しようとして

いる。そして、「公」はそのための基盤を提供している。

　一方、新宿区における保健室は相談業務を通じて、病院では満た

すことができない医療ニーズに対応している。また、様々な主体が

関わることによって地域住民の居場所となっており、医療だけでは

なく、介護や障碍、さらには日々の生活の中で必要となる情報が提

供される場となっている。こうした取組みに対して、「公」はソフ
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ト面の活動資金の提供という形でその役割を果たしている。

　今後、高齢者が激増することが予測されている大都市において、

高齢者が住み慣れた地域で安心して老後の生活を送っていくために

は、高齢者が孤立しない仕組みや、病院では対応することができな

い医療・介護のニーズに対応する場が必要になると考えられる。本

章で取り上げた事例は、「公」が基盤や資金を提供し、「共」でサー

ビスや場を提供されるものであり、こうした役割分担は他地域にお

いても大いに参考になるであろう。

　さらに、保健室は訪問看護の実践の中から生まれた利用者目線の

取組みによって、うまく高齢者の具体的なニーズを把握し、それに

対応している。こうしたことを踏まえれば、「公」が基盤や資金を

提供し、「共」でサービスや場を提供されるにあたっては、高齢者

の視点からそのあり方を検討することが求められるといえる。
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※それぞれの領域（場）での組織の機能は低下しつつあるが、既存の領域を超えて新たな関係を構築することで、既存の個人や組織の機能（とそれ
らが持つ資源）に従来とは異なる意味が生じ、それらは新たな役割を果たすことができる。そうすることで、新たな公共私の分野を超えた連携と協力
の社会の構築を計ることが急務ではないか。それらに財政はどう関わるべきか。特に、生活の場（共）での協力を公が財政で支えることがカギに。
※市町村がどのような施策をすれば、多様な組織の「共」(協力関係)の再構築ができるか。

新しい公共私（「公」「共」「私」）の概念整理図（名古屋市の例）
（※公共私の場の相互浸透と領域を超えた多様な組織の連携・協力が進んでいく。公は公共私

公の場（公）

生活の場（共）
＝互助・交流機能

住民(家族)

公共サービス

「住民」と「家族」,「企業」(近代～) ※ポスト工業社会(少産少死社会へ)

納税
負担（会費）・参加

負担(代金)･参加 商品(負担の対価)
協力・交流

の新たな連携(ベストミックス)を全体で調整する。「住民」「家族」「企業」は主体として公共私の

場に参加、連携を深める。）
※ は組織

＝全体調整・再分配機能

ＮＰＯ法人

生産の場（私）
＝貨幣を通じた交換機能

＝企業は商品を貨幣と交換、

利潤追求も

市営住宅（一部）

（ナゴヤ家ホーム）

名古屋市
※全体の連携を調整

単身高齢者同士の交流の場の提供

（入居者とＮＰＯが契約）

（市営住宅の）目的外使用許可

料金
運営

単身高齢者用シェアハウスを併設

・多機能化

入居

※それぞれの領域（場）での組織の機能は低下しつつあるが、既存の領域を超えて新たな関係を構築することで、既存の個人や組織の機能（とそれ
らが持つ資源）に従来とは異なる意味が生じ、それらは新たな役割を果たすことができる。そうすることで、新たな公共私の分野を超えた連携と協力
の社会の構築を計ることが急務ではないか。それらに財政はどう関わるべきか。特に、生活の場（共）での協力を公が財政で支えることがカギに。
※市町村がどのような施策をすれば、多様な組織の「共」(協力関係)の再構築ができるか。

新しい公共私（「公」「共」「私」）の概念整理図（新宿区の例）
（※公共私の場の相互浸透と領域を超えた多様な組織の連携・協力が進んでいく。公は公共私

公の場（公）

生活の場（共）
＝互助・交流機能

住民(家族)

公共サービス

「住民」と「家族」,「企業」(近代～) ※ポスト工業社会(少産少死社会へ)

納税
負担（会費）・参加

負担(代金)･参加 商品(負担の対価)
協力・交流

厚労省

・東京都

の新たな連携(ベストミックス)を全体で調整する。「住民」「家族」「企業」は主体として公共私の

場に参加、連携を深める。）
※ は組織

＝全体調整・再分配機能

暮らしの保健室

生産の場（私）
＝貨幣を通じた交換機能

＝企業は商品を貨幣と交換、

利潤追求も

都営住宅（一部）

１階店舗を改装・使用

新宿区
※全体の

連携を調整

日常的なの医療相談の提供

その他の医療機関へのつなぎ

入居・運営

(株)ケアーズ 白十字訪問看護

ステーション

賃貸借契約
店舗オーナー

（１階店舗部分のみ所有）

運営

助成

参考　新しい公共私（「公」「共」「私」）の概念整理図（名古屋市の例）

参考　新しい公共私（「公」「共」「私」）の概念整理図（新宿区の例）

出典：ともに本研究会の議論を基に、清水研究員作成
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１この事業を公営住宅の目的外使用により実施している主な理由は，伊藤（2013）によ
れば，家賃滞納時の入居承継承認の問題を現行法の枠組みでは対処できないためであ
る。現行法でも，他人同士の入居は一人を名義人とし，残りを同居人として同居承認
することで認めることができるが，名義人が家賃を滞納すると，同居人が自身の家賃
負担分を支払っていても明け渡しの対象となってしまう。仮に名義人が契約解除前に
退去する場合でも，3か月以上の家賃の滞納がある場合，入居承継が認められないため，
同居人は旧名義人に支払った家賃を再度市に支払わなければならなくなる。この問題
は現行法の枠内では対処できないため，事業運営者の「行政財産の目的外使用」の許
可を行った。

２秋山（2008）p.33.
３店舗の所有者は個人であって，都ではない。そのため，都営住宅の1階を利用している
が，ケアーズは都と契約を結んでいるわけではない。

 ４筆者らが実施した聞き取り調査による。
５インタビュー「医療と介護の連携が地域を変える」（取材日：2014年3月11日）
  http://www.zenrosaikyokai.or.jp/think_tank/feature/cat0002/no0004/page04.html
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はじめに

　本章は、これまでの章で地方政府と共・私とのかかわりに関する

具体的事例を参照する際の、歳入面での分析視角を提示する。特

に、地方政府への適切な事務配分がなされていることを前提に、地

方政府の財源配分と財政調整のあり方に焦点を当てる。

　通常、公・共・私を含むトータルとしての社会を分析するには、

社会のニーズをどのような形で満たすのかといった事務配分の議

論、そしてそれを前提にした公的負担と私的負担の相互関係や公的

負担内部の相互関係（財源配分）の議論が求められる。それは、超

高齢化・人口減少時代に対応する公・共・私の事務配分（役割分

担）と財源との関連が問題だからである。また、超高齢化・人口減

少時代への対応が、租税を財源とした共や私への支援となれば、歳

入構造というよりも、歳出構造からのアプローチも求められる。他

の章で明らかにされるように、実質的に同等のサービスが供給され

たとしても、直営と委託等の形態によっても、公共部門と共・私と

のかかわりは、異なるからである。つまり、公のかかわる領域は、

共・私を含めたトータルとしての社会からみれば、それを構成する

重要な要素の一側面である。この点で、公共部門、それも主として

地方政府の財源について取り扱う本章も、公という領域から見た財

源論になっている。

1　地方政府の財源

（１）全体像

　地方政府の財源には大別して２つの分類基準がある。一つは自主

財源と依存財源、もう一つは一般財源と特定財源である。その関係
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は図７－１のとおりである。

　自主財源とは、地方公共団体の財源のうち、自らの権限で調達で

きる財源（地方税のほか、手数料・使用料・寄付金など）であり、

依存財源とは、地方公共団体などが、中央政府や上層の地方公共団

体に依存するかたちで調達する財源（地方交付税のほか国庫支出

金・地方譲与税・都道府県支出金等）である。

　また、一般財源とは、収入の段階でその使途が特定されず、地方

自治体の裁量によって使用できる財源（地方税や地方交付税等）で

あり、特定財源とは、収入の段階で使途が特定されている財源（国

庫補助金や地方債、使用料等）である 。

　相対的に一般財源は歳出時の意思決定の内容を拘束しない。しか

し、歳出面での意思決定の内容に不満・疑念が大きければ大きいほ

ど、特定財源という形で徴収時における使途の拘束を求める傾向に

あるように思われる。つまり、歳出面に関する不信感があるほど、

徴収時の使途の特定化を生むのである。

手数料 地方税
使用料

地方債
道府県支出金 税交付金
国庫支出金 地方交付税

一般財源

自主財源

依存財源

特定財源

図7－１　地方財源の構成

出典：筆者作成
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（２）地方政府の自主財源

　そもそも政府の自主財源の一方の極には、公共料金のように反対

給付の請求権を持ち（有償性）、任意性のある収入があり、もう一

方の極には、租税のように反対給付の請求権がなく（無償性）、強

制性のある収入がある 。租税を議論する際には、税外収入、つま

り、公共料金のみならず、受益者負担金（手数料・使用料）・分担

金・負担金といった公共料金と租税の中間形態ともいえる収入も含

める形で、視野を広くとらえておく必要がある。

　使用料・手数料は、住民票の交付などのサービスの対価として支

払われ、支払えば反対給付の請求権が生じるため、租税ではない。

　分担金とは、「数人」または「地方公共団体の一部（地方公共団

体の地域の一部）」に対し、防疫や防火など「利益のある事件」の

費用に充てるために徴収されるものである。言い換えれば、「利益

ある事件」から特に利益を得たものから、「受益の限度」において

徴収する。とはいうものの、現実には「受益の限度」を特定するこ

とが難しいとされる。

　負担金とは、国と地方公共団体が特定の事業の経費に充当するた

めに、その事業と特別の関係あるものから徴収されるものである。

これには受益者負担金、原因者負担金、損傷者負担金がある。

　地方政府に適合的とされる租税原則で代表的な応益原則の意味す

る利益は、社会契約説的な利益、つまり地方政府による様々な公共

サービスによって受ける利益全体をさす。これは、功利主義的な利

益、つまり個別的な利益とは異なる。支払いと個別的な利益が対応

する功利主義的な利益への対価は、租税ではなく、負担金や分担金

によって対処することが原則である。

　地方政府の特質は、境界の管理をしないため、誰もが出入り自由

で、誰もが公共サービスの受益者となりうる点にある。そのため、

190



Copyright 2017 The Authors. Copyright 2017 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.

中央政府との関連では、補完性原理の下で、地方政府が責任と権限

（＝自律性）を有する下で、中央政府がナショナルミニマムを確保

する地方団体の財源保障を行う姿が一つのモデルとされる。

　言うまでもなく地方自治体の活動の基礎となるのは、租税という

自主財源である。その充実確保のための方策を模索すべく、以降、

租税を中心に論じる。特に意識するのは、各地方政府による課税自

主権の行使、法定普通税である基幹税の充実策、地方共同税のよう

な形での行政需要に対応する財源の模索である。

2　課税自主権の行使

　地方公共団体が地方税法の枠内で課税自主権を発揮する手法に

は、①税率操作、②法定外税（地方税法で定められている税目以外

に、自治体が新たに独自に条例によって定める税目）創設、③法定

任意税（地方税法で定められている税目だが、課税するかどうかに

ついて自治体が任意で判断できる税目）の採用、④不均一課税（地

方税法で特定の税目について、特定の対象への税率変更や非課税措

置により不均一な取り扱いを認める）、⑤課税の減免（自治体独自

の非課税措置）や課税免除（個々の納税義務者の置かれた状況や担

税力を考慮して、一度生じた納税義務を免除）、の５つの方法があ

る1。

　現在、地方公共団体による課税自主権行使が比較的明確なのは、

①の税率操作の中でも、税率を引き上げる超過課税と、②の法定外

1　沼尾波子（2004）「課税自主権の論理と実態」池上岳彦編『地方税制改革』ぎょうせ
い、224-226頁。
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税の創設に集中している感がある。しかも、超過課税と法定外税

の税収を合わせても、地方税収（約37兆円）の約1.7％に過ぎない

（後掲表７－２）。

（１）法定外税の利用

　法定外税（法定外普通税、法定外目的税）について確認すると、

1994年の時点で導入している団体は、道府県で14団体、市町村で９

団体であったが、2000年４月に地方分権推進一括法が施行されて以

降、各地で導入され、2014年の導入団体数は、道府県で42団体、市

町村で11団体に増加している。その一方で、法定外税の税収は道府

県で400億円、市町村で29億円、地方（道府県・市町村）合計では

429億円と、地方税収（367,855億円）の0.12％（2014年）に過ぎな

い。

　つまり、地方公共団体による法定外税の導入数の増加は、地方公

共団体による独自課税という意識を醸成することには貢献したが、

財政需要をまかなうだけの財源として金額的な規模を判断基準にす

ると、その適格性は乏しいといわざるを得ない状況にある。

　例えば、近年の地方分権一括法の施行に伴い、法定外税を導入し

た地方公共団体が増加し、産業廃棄物税や宿泊税が国民の関心も呼

んだことは記憶に新しい。しかし、法定外税は、独自の事情を加味

できる点で有効ではあるものの、国税・地方税と課税ベースを等し

くすることが認められておらず、地方公共団体にとって増加する財

政需要に対応するための大規模な税源としては期待することは難し

い。

（２）超過課税の利用

　2014年の超過課税の税収は、道府県で2,769億円、市町村で3,153
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億円、地方（府県税・市町村税）の合計では5,992億円と、法定外

税の税収と比べると約14倍の税収がある。

　このように、超過課税は法定外税に比べて税収は多いとはいえ、

地方法人２税、中でも法人住民税（法人税割）に超過課税が集中し

ていることは、課税権行使の観点から問題がある。近年は制限税率

の撤廃等によって超過課税を行うための措置が拡充され、表７－１

にもあるような形で、既に課税権行使のための枠組み自体が存在し

ているからである。

種　類 概　要
税　目

都道府県税 市町村税

一定税率
地方団体にそれ以外をの
税率を定めることを許さ
ない税率

道府県民税（利子割）　
自動車取得税　道府県
民税（配当割）　軽油引
取税　道府県民税（株
式等譲渡所得割）　鉱区
税　地方消費税　狩猟
税　道府県たばこ税

市町村たばこ税　特別
土地保有税　事業所税

標
準
税
率

制限
税率
あり

地方団体が課税する場合
に通常よるべき税率が定
められた上で、制限税率
が定められている税率

道府県民税（法人、法
人税割）　事業税（個人、
法人）　ゴルフ場利用税　
自動車税

市町村民税（法人　均
等割）　市町村民税（法
人　法人税割）　軽自動
車税　鉱産税

制限
税率
なし

地方団体が課税する場合
に通常よるべき税率。

道府県民税（個人 均等
割）　道府県民税（個
人 所得割）　道府県民
税（法人 均等割）　不
動産取得税　固定資産
税（道府県分）

市町村民税（個人 均等
割）　市町村民税（個
人 所得割）　固定資産
税

任
意
税
率

制限
税率
あり

地方団体が税率を定める
に当たって、それを超え
ることができない税率

都市計画税

制限
税率
なし

地方税法において税率を
定めず、地方団体に税率
設定を委ねている税率

水利地益税
水利地益税
共同施設税
宅地開発税

その他 入湯税

表7－1　課税自主権の行使

（資料）自治総合センター（2012）「地域の自主性・自立性を高める地方税制度研究会報告書」資料10。
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　ただ、これらの超過課税に関する法人２税への集中問題を解消し

たとしても、超過課税には根本的な制約がある。超過課税は、地方

交付税の基準財政需要には計上されない「固有の財政需要」を賄う

ための財源を確保する手段としての位置づけられており、そもそも

標準的税収の調達が困難な団体にとって、税収調達力に長けている

とは言い難いからである。

（３）法定任意税の利用

　地方税法に基づく税目は、これまでに示した法定税、法定外税に

加えて、法定任意税がある。課税自主権の行使にあたって、法定任

意税を利用するのも一案かもしれない。

　法定任意税は、地方税法上、地方団体が課することができるとさ

れている税である。税の設定が課税団体の任意とされているのは、

基本的には、目的税として、その収入をもって整備すべき施設等と

課税客体との間に何らかの受益関係があることが前提とされている

からであるとされる2。現在の法定任意税は、道府県税では水利地益

税、市町村税では都市計画税、水利地益税、共同施設税、宅地開発

税、国民健康保険税が法定されている。このうち、水利地益税（道

府県税）、共同施設税、宅地開発税については、現在課税している

団体は存在しない。

　本稿であえて法定任意税に着目するのは、例えば①ある法定外税

の導入が１団体に止まらず全国的に導入される場合、②法定外税の

課税客体が地域をまたいで移動するような場合等には、特別徴収義

務者の納税負担、執行コスト、地方団体間の課税権の調整や課税の

2　自治総合センター（2012）「地域の自主性・自立性を高める地方税制度研究会報告書」
19頁。

194



Copyright 2017 The Authors. Copyright 2017 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.

整合性等の観点から、新たな法定任意税を創設することも、検討の

余地があると考えるからである3。

　以上のように、地方公共団体が法定外税や超過課税等によって課

税自主権を行使するには、税収調達力の点で限界がある。仮に地方

政府の標準的な財政需要を満たすだけの独自財源が不足した状況を

望ましくないとし、地方政府の独自の収入で賄おうとすれば、税収

調達力のある基幹税の拡充とその再構築（第５節）、そして地方共

同税的な発想（第４節）は避けられないように思われる。

3　税収配分・財政調整の論点

　地方公共団体による安定的なサービス供給のために望ましい地方

税体系を構想しながら地方公共団体への税源移譲が行われ、それで

も生じる地域間の税収偏在性を是正する必要があるとすれば、地方

の一般財源となるような財政調整によって是正するのが望ましい。

一般的に税収配分や財政調整の方法は主として、分割基準（や清算

基準）の変更、地方法人特別税及び譲与税タイプの譲与税の拡充、

地方共同税の創設、地方交付税の利用といった、４つが考えられ

る。

（１）分割基準の変更

　一般的に分割基準や清算基準による税収配分の変更は、仕向地原

則や原産地原則といった、それぞれの租税が有する理論的な考え方

に整合性を保たせるための配分手法とされる。

3　自治総合センター（2012）「地域の自主性・自立性を高める地方税制度研究会報告書」
21頁。
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　法人事業税の分割基準（都道府県間の配分）は税収を源泉地原則

化し、法人住民税の分割基準は税収を居住地原則化している側面が

ある一方で、地方消費税の清算基準（都道府県間の配分）と交付指

標（市町村間の配分）は、清算機構により税収を仕向地原則化して

いる側面がある。このような法人事業税や法人住民税の分割基準

や、消費税の清算基準を、近年、議論がなされている地方政府間の

水平的財政調整の一つに分類する論者もみられる。

　定義の問題もあるが、分割基準や清算基準は、それぞれの租税が

有する理論的な考え方に整合性を保たせるための配分手法であり、

清算基準や分割基準の理念・原則を超えた、恣意的な変更は好まし

くない。もし財政調整が必要であれば、租税の理論とは別の形での

財政調整制度を利用・改善していくことが望ましい。

（２）地方譲与税タイプの拡充

　法人事業税の一部を分離して創設された地方法人特別税及び譲与

税は、地方譲与税タイプの財政調整に分類できる。地方譲与税は、

本来地方税に属するべき税源を、形式上は一旦国税（課税主体が

国）として徴収し、これを国が地方団体に対して譲与するシステム

で、その方式は２つに分けることができる 。

　一つが、純然たる課税技術上の理由のみによって創設されたもの

であり、もう一つが、課税技術上の理由と合わせて、地方団体間の

合理的な税源配分や財源調整を図る必要性によって設けられたもの

である。

　地方譲与税の性格は、地方税と地方交付税の中間に位置してい

る。まず、地方税と比較すると、地方譲与税は地方独立財源として

の性格は弱い。地方譲与税は徴収の源泉地とは直接関係のない別の

基準で配分されるからである。一方、地方交付税と比較すると、地
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方独立財源としての性格は強い。地方譲与税の配分は外形基準で按

分するという比較的単純な基準によっているため、全国収入総額の

見込みが判明すれば、地方団体がその配分額を予測しうる仕組みと

なっているからである。

　法人事業税の一部を分離して創設された地方法人特別税及び譲与

税は、課税主体が国であり、課税客体・税率・配分方法等を法律で

定める点で、地方譲与税と同じであるが、賦課徴収等は国税通則法

の適用を除外し、国税徴収法上も地方税とみなしている点で、地方

譲与税とは異なっている。

　地方法人特別税及び譲与税に対する地方団体からの批判が強かっ

たのは、新たな税としてではなく、既にある法人事業税の一部を国

税化し、地方への再配分の税源とした点にある。地方団体は、地方

交付税総額の抑制圧力が強まる中で、なし崩し的に地方税全体が財

政調整の財源と化してしまうことを懸念している。

（３）地方共同税の模索？

　地方政府が独自に偏在性の小さく安定的な財源を確保する方法の

一つとして、地方政府が共同して主体的に増税し、その税収を客観

的な指標で配分する方策が考えられる。いわゆる地方共同税であ

る。

　地方共同税の税率は、地方の合意に基づいて、地方が主体的に一

律に決めることができる仕組みが必要であろう。また、各地方団体

への配分については、全団体間で所要額を調整する方式、形式上国

税と位置付けた上で、地方譲与税の仕組みを活用して地方団体間で

調整を行う方式、国の特別会計に、各地方団体が徴収した地方共同

税を地方税のまま拠出し、客観的指標により各地方団体に再配分す

る方式などが考えられる。その際、地方税全体が財政調整に使われ
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てしまう結果とならないようにすることが求められる。

（４）地方交付税の改善

　一般的に地方交付税は、マクロの財源保障とミクロの財源保障と

いう二段階の財源保障によって、地方団体間の地方税収等の偏在を

調整する役割を有しているといわれる。そのため、地方公共団体の

財政需要を満たすべく税源移譲が行われ、それでも生じる地域間の

税収偏在性を是正する必要がある場合に利用されるものとして通常

想定されてきた財政調整制度は、地方交付税である。

　しかし、地方財政計画におけるマクロの財源不足に対する地方財

政対策が、近年の国と地方の債務を累積させた一要因とされ、その

ことが地方交付税に対する批判にもなっている。と同時に、マクロ

の財源不足がミクロの財源保障における課題を顕在化させた。基準

財政需要で捕捉されない一般財源対応の歳出（留保財源対応部分）

に対しては、財源保障がなされないという財源保障機能の課題 と、

マクロの財源不足がある下で、交付・不交付団体の留保財源と不交

付団体の財源超過額が生じていると、交付税よる財政力格差の是正

が一層難しくなるという財政調整機能の課題である 。

　このことは、地方財政計画の総額を拡大せずに、現状の租税体系

のままで増税を行うと、留保財源や財源超過額が基準財政需要の総

額を縮小させるため、地方交付税の財政調整機能が発揮されにくく

なることを意味している 。つまり、交付税を機能させるには国・

地方ともに地方財政計画の総額確保を可能とする財政基盤を確立す

ることが必要となる。
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4　市町村税の方向性

（１）望ましい地方税体系

　そもそも、地方公共団体による安定的なサービス供給のために望

まれる租税体系は、経済循環全体に課税ポイントを有するような形

が望ましい。具体的には、所得の生産地、所得の分配地、そして消

費地における課税であり、このようなフローに対する課税をストッ

クへの課税としての資産課税で補完する。つまり、地方税全体とし

てバランスのとれた体系が重要である。

　中央政府との比較における地方政府の特徴は、境界の管理しない

ため、誰もが出入り自由で、誰もが公共サービスの受益者となりう

る点にあることと関連している。言い換えれば、その地域の住民、

生産者、消費者、財産の所有者が、地域に関わっているという意味

で納税者になっている姿が望ましい。

　近年の地方税改正の特徴は、安定的で偏在度が少ない地方税体系

の構築の観点から行われてきたと言って良い。その特徴は、①税収

の偏在度が少ない消費課税の税収比を高める一方で、税収の偏在度

が高い法人所得課税の税収比を低めたこと、②その改正が、道府県

のみならず、市町村にも影響を与えること、③地方交付税を通じ

て、産業集積する地方公共団体からその他の地方公共団体への税収

移転を伴う、というものであった。

　この改正は、これまで国対地方という構図から、地方内部の関

係、道府県と市町村の関係、そして市町村間の関係についても考え

ることも求められるようになってきたことを示唆している。本稿の

観点では、地方政府内部（道府県と市町村間）の租税体系をどうす

るか？ という問題である。特に、市町村間のほうが税源偏在と財

政力格差が大きいことに留意が必要となる。
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（２）市町村税の構成

　図７－２にあるように、市町村税収の約４割は固定資産税であり、

個人住民税と合わせると７割以上を占め、市町村の行政サービスを

支える基幹税となっている。

　また、比較的財政力の高い政令市・中核市についてみても、固定

資産税と個人住民税で税収の６割から８割を占め、これらの都市が

今後とも高い財政力指数を維持し、財政的に自立していくために

も、住民税や固定資産税といった基幹税の充実が必要である。さら

に、市町村税の偏在性についても、固定資産税、個人住民税の順に

偏在度が低い。

　つまり、固定資産税と個人市町村民税は、地方税原則を満たす要

素が多い。とはいうものの、それらの基幹税に着目しても課題があ

る。

（３）固定資産税

　例えば、図７－３にあるように、土地・家屋・償却資産における

（資料）資産評価システムセンター（2016）『地方税における資産課税のあり方に関する調査研究』 67頁。

図7－2　市町村税の構成比（2013年度決算）
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評価額と税額の構成の比較を見ると、評価額は、土地が約６割、家

屋と償却資産があわせて約４割を占めている。一方、その税額は、

土地が約４割、家屋と償却資産があわせて約６割と逆転している状

況である。

　特に評価額に占める税額の割合を確認してみると、家屋と償却資

産についてはそれぞれ1.34％、1.28％と標準税率（1.4％）と同程度

である。その一方で、土地は0.53％と、家屋・償却資産と比べて低

いものとなっている。さらに土地の中でも住宅用地の0.26％は、商

業地等の0.94％と比べても、非常に低い水準である。

　つまり、固定資産税内部での各資産間の負担が、家屋・償却資産

の税負担が重く、土地の税負担が相対的に軽くなっている。これ

は、1950年の固定資産税創設時の議論の中で、「地価の著しい上昇

のもとで、土地の税負担が家屋や償却資産の税負担に比べて非常に

重くなる」ことに対応する形で、土地に対する負担調整措置等が講

（資料）資産評価システムセンター（2016）『地方税における資産課税のあり方に関する調査研究』 79頁。

図7－3　固定資産税の資産別評価額、税額、負担額
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じられてきたことに起因している。

　このような形で形成された土地に対する負担調整措置等は、特例

措置なのか、あるいはもはや特例措置は特例とは言えず、恒久的な

制度とするか。これらに関して、政策的な判断が必要な時期に来て

いるものと思われる。仮に住宅用地への課税が特例措置であるとす

るのであれば、超高齢化社会の下でのリバースモーゲージ的な発想

も、一案かも知れない。

　固定資産税の課題は、土地に対する措置（住宅用地特例や負担調

整措置）のみではない。例えば、図７－４にあるように、2009年度

の家屋評価の際に実施した、18政令市が納税者に対するアンケート

結果によれば、「新築の際に新築住宅特例があることを全く知らな

かった」との回答が54％にものぼる。さらに、その特例措置が「新

築住宅を購入するきっかけとはならなかった」という回答の割合が

92％にものぼり、「新築住宅を購入するきっかけとなった」という

回答がわずか８％程度にすぎない。このような結果によれば、新築

（資料）資産評価システムセンター（2016）『地方税における資産課税のあり方に関する調査研究』 67頁。

図7－4　家屋に対する特例措置への納税者の意識
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住宅特例が、住宅取得のインセンティブにはなっているとは到底思

えない。

　これらの措置を租税支出ととらえれば、納税者は減税による受益

を得ていることになる。しかし、そのような事態を納税者が理解し

ているとは言い難いことも、問題である。

（４）個人住民税

　市町村にとって基幹税である住民税は、近年急速に注目されるこ

とになった。いわゆる「ふるさと納税」である。ここでは、ふるさ

と納税の特徴を、市町村に関わる論点を中心に指摘する4。

　第一に、地方政府のレベルでは、寄付金拠出者の居住地では個人

住民税の減収が、寄付金受領自治体では増収効果がある。このこと

は、地方政府全体としてみれば、地方税収が減少し、寄付金収入が

増加することを意味している。そして、寄付金受領自治体はその寄

付金収入の一部を、拠出者への返礼品に投じている。

　第二に、寄付金拠出者の居住する地方政府は、個人住民税の減収

が生じるが、地方交付税の交付団体である場合には、個人住民税の

減収分の一部が普通交付税によって補填される。ふるさと納税に伴

う減収額の75％分だけ、基準財政収入が減るという措置だからであ

る。このことは、普通地方交付税の各自治体への配分額が変更にな

るという点で、寄付金拠出と寄付金受領の両者に関係しない自治体

も、影響を受けていることを意味している5。

　第三に、個人レベルでは、返礼品を前提にすると、負担の公平が

崩れる。寄付金拠出者の寄付金控除に伴う所得税・個人住民税の軽

4　住民税の課題とされる前年課税の現年課税化等については、ここでは触れない。
5　池上岳彦（2017）「「ふるさと納税」について」『新潟地方自治』第70号、36頁。
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減と受領自治体からの返礼品とがあいまって、中高所得層に利得が

生まれるからである。これは、寄付行為としての拠出であるにもか

かわらず、実質的にはその拠出金で返礼品を購入し、さらに減税措

置を受けることから生まれる。

　確かに、国民に居住地以外の地域への関心を高める、各自治体が

創意工夫するという点等で、利点があるといえるかもしれない。し

かし、地方税の原則的な観点から見れば、居住地での公共サービス

を受ける対価として、住民が居住自治体に納税するのが基本であ

る。

　まず、拠出者の行為を受領自治体への納税として捉えるのであれ

ば、地方税の原則に反することに疑いがない。自治体間の実質的な

税収移転になるような政策を、中央政府が先導する姿には、やはり

疑問が残る。

　次に、拠出者の行為を受領自治体への寄付として捉えるのであれ

ば、寄付金は拠出者からの対価性が求められないはずだが、事実

上、対価性がある状況になっている点が問題である。

　そもそも、現在、寄付金受領自治体はその寄付金収入の一部を、

拠出者への返礼品に投じているが、受領自治体がその資金の使途に

ついて明らかにする責任もあることは言うまでもない。仮にこの制

度を存続させるのであれば、寄付金税制としていかに整理できるか

が課題であるものと思われる。

　

（５）市町村税の超過課税

　以上のような、市町村税の基幹税として想定している固定資産税

や個人住民税に対して、地方公共団体が課税自主権の行使を積極的

に行っている状況にあるのであろうか。税率設定に関する課税自主

権の行使である超過課税（標準税率を超える税率を、条例で設定
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可）と法定外税の実態を表７－２で確認してみよう。

　一見して、道府県・市町村ともに地方法人２税（法人住民税・法

人事業税）等の特定の税源に超過課税が集中していることがわか

る。市町村では、2014（平成26）年の超過課税の実施団体数は、法

人住民税（法人税割）に対して実施している団体が996団体と著し

く集中し、ついで法人住民税（均等割）の395団体となっている。

また、市町村の2014年の超過課税の税収も、金額の大きい税目順

に確認すると、法人住民税の法人税割（2,626.3億円）、固定資産税

（340.8億円）となっており、固定資産税についても法人分が大半で

平成 26 年度決算
道府県 市町村

合計金額
（億円）

地方税
収比

（％）
団体数 金額（億円） 団体数 金額（億円）

％
％ ％

法
定
外

普通税 13 312 9.84 6 18.0 0.57 329.0 5.18 0.09
目的税 29 88 2.78 5 12.0 0.38 100.0 1.57 0.03
法定外税合計 42 400 12.62 11 30.0 0.94 429.0 6.75 0.12
個人住民税（均等割） 35 222.3 7.01 2 16.5 0.52 238.8 3.76 0.06

（所得割） 1 24.9 0.79 2 0.7 0.02 25.6 0.40 0.01
法人住民税（均等割） 35 100.2 3.16 395 162.1 5.09 262.3 4.13 0.07

（法人税割） 46 1,103.4 34.81 996 2,626.3 82.47 3,730.7 58.73 1.01
法人事業税 8 1,318.1 41.59 － 0.0 0.00 1,318.1 20.75 0.36
自動車税 1 0.4 0.01 － 0.0 0.00 0.4 0.01 0.00
固定資産税 － － 0.00 155 340.8 10.70 340.8 5.37 0.09
軽自動車税 － － 0.00 28 6.9 0.22 6.9 0.11 0.00
鉱産税 － － 0.00 31 0.10 0.00 0.1 0.00 0.00
入湯税 － － 0.00 2 0.23 0.01 0.2 0.00 0.00
超過課税合計 126 2,769.3 87.38 1,611 3,153.6 99.03 5,922.9 93.25 1.61

超過課税・法定
外税合計

－ 3,169.3 100.00 － 3,184.6 100.00 6,351.9 100.00 1.73

表7－2　法定外税と超過課税（2014年度決算）

（資料）総務省 HP（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_zeisei/czaisei/czaisei_seido/ichiran01.html）より作成。
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あるとの指摘もある。

　以上のように、特に地方公共団体の団体数でみる限り、市町村税

の基幹税として想定している固定資産税や個人住民税に対して、市

町村が課税自主権の行使を積極的に行っている状況にあるとは言い

難いようである6 。もしそうだとすれば、地方分権の趣旨に照らし

た場合にはやや疑問が残る。

5　市町村財政での税交付金の位置づけ

　超高齢・人口減少社会において、新たな財政需要に対する市町村

による一般財源拡充の余地は、市町村税拡充以外にはないのであろ

うか？

　近年の傾向では、受益と負担を強調する形で、税外収入（分担

金・負担金、使用料・手数料）が増加しているといわれる。しか

し、表７－３の様な形で、普通会計レベルで確認してみると、その

ような税外収入の割合は高いわけではない。

　近年の地方税に関連する税制改正は、①道府県・市町村の法人住

民税（所得割）について、消費税引き上げに伴う形で交付税原資化

すること、②道府県の法人事業税については、所得割を縮小して、

付加価値割・資本割を拡充すること、という方向性を示していると

いえるであろう。この改正を、市町村税という観点で見ると法人住

民税の減収という点に注目が集まるが、これを道府県と市町村の歳

入配分として捉えると、税交付金が重要な位置を占めていることが

明確になる。

6　固定資産税の超過課税は人口規模の小さな自治体に多く、人口規模の大きな自治体
は少ないが、都市計画税等の他の税目との関連も視野に入れた分析が必要である。
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区分
平成 26 年度

都道府県 市町村 純計額
地方税 177,940 32.6 189,915 32.6 367,855 35.0
地方譲与税 25,346 4.1 4,023 0.7 29,369 2.5
地方特例交付金 477 0.1 715 0.1 1,192 0.1
地方交付税 88,788 17.2 85,526 15.3 174,314 17.4
税交付金 15 0.0 20,349 3.1

市町村たばこ税都道府県交付金 15 0.0 － － － －
利子割交付金 － － 561 0.1 － －

配当割交付金 － － 1,446 0.1 － －

株式等譲渡所得割交付金 － － 916 0.2 － －
地方消費税交付金 － － 15,200 2.2 － －
ゴルフ場利用税交付金 － － 331 0.1 － －
特別地方消費税交付金 － － 0 0.0 － －
自動車取得税交付金 － － 628 0.2 － －
軽油引取税交付金 － － 1,268 0.2 － －

小　計（一般財源）　 292,566 54.0 300,528 51.9 572,729 55.0
分担金、負担金 2,438 0.6 6,825 1.2 5,907 0.6
使用料、手数料 7,247 1.2 13,791 2.4 21,038 2.0
国庫支出金 63,962 14.2 90,657 16.0 154,619 16.3
交通安全対策特別交付金 330 0.1 240 0.0 571 0.1
都道府県支出金 － － 37,152 6.2 － －
財産収入 2,705 0.5 3,635 0.7 6,339 0.6
寄附金 258 0.1 826 0.1 1,081 0.1
繰入金 21,649 3.8 20,630 2.7 42,278 3.5
繰越金 14,896 2.8 19,396 3.1 34,292 3.2
諸収入 49,463 9.6 23,821 4.4 66,796 6.5
地方債 61,436 13.1 53,988 9.7 115,185 12.2
特別区財政調整交付金 － － 9,816 1.6 － －
歳入合計 516,950 100.0 581,305 100.0 1,020,835 100.0

（注）「国庫支出金」には、国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む。
（資料）総務省（2016）『平成 28 年度地方財政白書』第 10 表

表7－3　歳入決算額の状況（単位　億円・％）
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　まず、消費税率引き上げに際して、都道府県の税収とされる地方

消費税率も引き上げられたが、その税収の半分は市町村に対して地

方消費税交付金として配分されるものとなっている。また、都道府

県税である法人事業税の所得割を縮小し、付加価値割・資本割を拡

充することに伴って、法人事業税の税収が増加するが、これに対し

て法人事業税交付金を創設して市町村に交付することで、市町村の

法人住民税の減収割合を道府県と同じにしている。つまり、この改

正は、都道府県の税収のみならず、市町村の税収にも影響を与える

ものであったが、地方交付税と税交付金を通じて、改正前後で都道

府県と市町村との間で歳入に大幅な変動が生じないような形で行わ

れることになっている。

　都道府県の地方消費税と法人事業税を原資にした市町村税交付金

という仕組みは、ある意味で地方共同税的な発想を有していること

に気づく。地方（ただし都道府県）が地方税を引き上げ、税交付金

として一定の基準に基づいて地方（ただし市町村）に配分している

からである。現在の地方消費税交付金（軽減税率の影響の可否）の

交付指標は「人口」と「従業員数」であり、導入される予定の法人

事業税交付金の交付指標は「従業員数」となっている。交付指標の

議論にも、地方間の合意が必要なことは言うまでもない。このよう

に見てみると、地方共同税的な発想を有した税交付金は、地方政府

間の協調による一般財源の拡充をもたらす可能性を有している。

むすびにかえて

　本稿で着目した地方公共団体の租税体系を意識すれば、個人住民

税・地方消費税（付加価値税）・法人事業税（付加価値割）を基幹

税とし、固定資産税を補完税とする租税体系と言えるであろう。特
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に市町村税の租税体系としては、個人住民税と固定資産税が基幹税

であり、これらの機能強化を図る必要性は疑いがない。さらに、地

方の合意を得る枠組みを内包しつつ増税を可能とする地方共同税等

の新たな仕組みの創設が検討に値する。

　特に、道府県から市町村への税交付金は、市町村の立場から見れ

ば一般財源の共同確保という点で、共同税的な発想が込められてい

るものと思われる。地方が共同して地方税を引き上げて、税交付金

として税収配分していると考えることもできるからである。地方共

同税的発想を内包した税交付金は、地方政府間の協調による一般財

源獲得の可能性を秘めている。その際、地方の意見がより一層確実

に反映することを可能にする意思決定プロセスを確保しつつ、交付

指標自体の合意も求められる。

　地方公共団体が財政自主権を発揮するための大前提は、地域間の

税収の偏在性が少なく、独自の安定的な税収を確保できる租税体系

である。そのような租税体系を前提として、標準的サービスの供給

以上が望まれる地域では超過課税や法定任意税の拡充等によってこ

れを賄い、税源移譲・税源交換の組み合わせによる税源配分をおこ

なった後にもなお、最低限の標準的サービスの供給に際して財源不

足が生じる地域には、理念と原資に整合性のある財政調整によって

最低限の標準的サービスの保障を行うことが望ましい。

　この点に関して、法人事業税の分割基準や、消費税の清算基準

を、近年、議論がなされている水平的財政調整の一つに分類する論

者も見られる。定義の問題もあるが、分割基準や清算基準による税

収配分の変更は、仕向地原則や原産地原則といった、それぞれの租

税が有する理論的な考え方に整合性を保たせるための配分手法とし

て把握するべきであろう。というのは、地方税内部での財源調整が

優先され、地方分権の推進が地方間の水平調整に置き換えられるこ
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とにより、都市圏と地方圏の間の争いに矮小化される可能性がある

からである。つまり、清算基準や分割基準の理念・原則を超えた、

恣意的な変更は好ましくない。

　本稿では、多様性ある地方政府の歳入構造を構想するが、それは

国による財源保障（垂直的配分）を保持していることを基礎にした

議論でもある。財政調整が必要であれば、偏在是正の程度に関して

社会的合意を獲得した上で、基本的には地方交付税制度を利用・改

革していくことが望ましい。

　特に、地方交付税が有効に機能するためには、地方政府にも権限

と責任があることを前提としつつ、留保財源率の引下げや基準財政

需要の引き上げ等による地方交付税の改革を行うとともに、国と地

方それぞれの財政に確固たる基礎が必要である。それは、調整役と

して一定の範囲で国の関与がありつつも、地方自治体の歳入面や歳

出面が議会・住民の意思によって決定される姿でもある。

　議会・住民の意思に基づく決定で重要な手掛かりとなるのが、地

方政府から提供される一覧性ある情報であろう。財政の透明性を確

保することで、議会・住民が公共サービス内容を把握し、それに対

する負担をしているとの意識を醸成することが望まれる。歳出面で

の疑念を解消するには、租税支出を含めた受益の認識が不可欠だか

らである。

　地方公会計制度等を通じた議会・住民への地道な概要説明は、そ

のための道具の一つともいえよう。以下のように、かつてのシャウ

プ勧告で想定した地方団体・国民の姿は、現代においても求められ

る姿ではないだろうか。

「地方団体の運営方法は国民が容易に監視し、また、理解すること

ができる。国民は彼が地方行政から受ける利益とそれに要する費用
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との間の関係を明確にはかり知ることができる。地方の段階におい

て発達した習慣と態度とは、国の段階において政府の行動に影響を

及ぼすにいたる。」

【参考文献】

・池上岳彦（2017）「『ふるさと納税』について」『新潟地方自治』第

70号、36－39頁

・金子宏（2016）『租税法（第21版）』弘文堂

・小西砂千夫（2009）『地方財政』学陽書房

・自治総合センター（2012）「地域の自主性・自立性を高める地方

税制度研究会報告書」

・神野直彦（2007）『財政学（改訂版）』有斐閣

・神野直彦・小西砂千夫（2014）『日本の地方財政』有斐閣

・関口智（2009）「地方税制改革の現状と課題―課税自主権・税源

配分の視点から」『都市問題』第100巻第８号、74－87頁

・関口智（2013）「イギリスにおける固定資産税改革論－マーリー

ズ・レビューの見解」『資産評価情報』197号、2－15頁

・関口智（2014）「イギリス地方財政・公会計制度とマーリーズ・

レビューの地方税改革論」『地方財政』53巻10号、４－23頁

・西川雅史（2011）『財政調整制度下の地方財政』勁草書房

・沼尾波子（2004）「課税自主権の論理と実態」池上岳彦編『地方

税制改革』ぎょうせい、223－266

・地方税財政制度研究会（2013）「地方税制における税源偏在の是

正策の方向性について」全国知事会

・地方譲与税の譲与基準等に関する調査研究委員会（1995）『地方

譲与税の譲与基準等に関する調査研究委員会報告書』自治総合セ

ンター

第７章　地方税制・財政調整のあり方　　211



Copyright 2017 The Authors. Copyright 2017 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.

・持田信樹（2013）『地方財政論』東京大学出版会

212



Copyright 2017 The Authors. Copyright 2017 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.

歴史の転換点における地方自治体の財政責任

終章

慶應義塾大学経済学部教授

井手　英策



Copyright 2017 The Authors. Copyright 2017 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.

　本報告書では、人口縮減時代における「公」「共」「私」のあらた

な結びつきのはじまり、言い換えれば、やがて訪れる困難な時代に

向けた、社会システムの変化の兆しに光を当ててきた。人類の歴

史、それは、その時どきの環境の変化に適応しつつ、生存や生活の

ニーズを満たすためのシステムを作りかえてきた歴史であった。私

たちもまた、先人たちと同様、人口縮減期に適合したあたらしい社

会システムを構築していくことになる。

　むろん、その営みは近代以前への先祖返りではありえない。例え

ば若者や NPO のような「よそ者」を受け入れるかたちで、人間と

人間の相互扶助の関係再編が進み、人口減少、すなわち顧客の絶対

数が減少していくなかで、企業の収益最大化行動もこれまでとは異

なる環境に置かれることになる。そして何より、近代以前の時代と

の決定的な相違は、公共部門における生存保障、生活保障システ

ム、すなわち財政システムが形成され、その存在を無視した社会構

想、制度設計はおよそ不可能な状況に立ち至っていることである。

　本報告書では、「公」の機能を「共」や「私」が代替していく可

能性を強調してきた。だが、それが「公」の責任放棄を意味すると

するならば、それは時計の針の逆戻り、あるいは19世紀への単線的

な回帰でしかない。そこで、最後に、第7章（関口論文）でも明ら

かにされた地方財政の方向性、可能性を示すことによって、本報告

書の結びとしたい。

　第1章で論じたように、勤労と倹約の美徳を重んじてきた私たち

は、政府の助けを受けないこと、つまり、社会的弱者困に限定して

現金やサービスを給付し、あとは自己責任で生きていくことを社会

の「共通善」だと考えてきた。その結果、生活保護はもちろんのこ

と、大学の授業料、医療、介護、就学前教育、ほとんどのサービス

が低所得層のみが無償で提供され、その他の人びとは自己負担を余
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儀なくされてきた。

　だが、自己責任を重視した制度設計のプロセスは、「共通の需要

を共同でみたす」という財政の原理・原則からの乖離のプロセスに

ほかならなかった。別言すれば、「個別の利益を特定の人たちの負

担でみたす」という、いびつな財政の制度化が進んだわけである。

いま、日本社会では、中間層もふくめた全体的な生活水準の低下が

進み、一方、受益にとぼしく、負担だけをもとめられる人たちは、

格差是正への反発を強めつつある。これは、弱者への配慮がかえっ

て弱者への反発を生みだす、「再分配の罠」と呼ばれる現象である。

つまり、人間の善意が弱者の生活苦を生み、格差是正策への政治的

反発を生むという「悲しい負の連鎖」がいま起きつつあるのであ

る。

　この問題は、支出面だけではなく、税の面でも起きている。国税

を見てみると、所得税では累進制度が採用され、中高所得層が狙い

撃ちにあう構造となっている。法人税は大企業への課税が中心であ

るし、相続税も多くの資産を持つ納税者が課税の対象だ。だが、低

所得層が一方的な受益者となり、それ以外の人びとが一方的な負担

者となるとき、ここでも「再分配の罠」は生じる。

　まず、納税者は、低所得層が不正に受給していないか、ムダ使い

をしていないか、疑心暗鬼にかられることとなる。なぜなら、低所

得層の受益、既得権を削減することが、負担者にとっては利益を意

味するからである。この観点からすると、二度にわたって延期され

た10％への消費増税は印象的な出来事だったというべきである。私

は、講演などの機会をつうじて毎回参加者に尋ねるのだが、消費税

が８％にあがった際の具体的な利益を語れた人、5％から10％へと

税率が引き上げられる予定だったうち、社会保障の充実に回される

のが1％で、残り4％が借金の返済に向けられる予定だった事実を
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知っていた人は、ほぼ皆無である。受益感がほとんどなく、税の使

いみちも分からない、そのような状況では、増税は苦痛以外のなに

ものでもない。そしてこの痛税感こそが租税抵抗と財源不足を生

み、限られた財源のなかでの「奪い合い」をもたらしている。

　こうした負の連鎖を断ち切るために私たちは何をすべきか。もう

一度、財政の原点である「共同行為」という視点にかえってみたい

と思う。すなわち、医療、介護、教育、子育てといった人間の普遍

的ニーズである「サービス」について、できるだけ多くの人たちが

受益者になり、同時にできるだけ広い範囲の人たちが負担者にな

る、これが財政の原点にかえるということばの意味だ。

　この方向性にはさまざまなメリットがある。まず、中高所得層が

受益者になれる。また、所得制限をはずし、だれもが受益者になる

ということは、既得権者がいなくなることでもある。したがって、

中高所得層はその政策に反対したり、低所得層を攻撃したりするイ

ンセンティブを失う。「犯人探し」と「袋だたき」との政治を無力

化することができるのである。

　また、所得制限をはずしていければ、所得審査に費やされている

膨大な行政の事務コストを大幅に削減することができる。だれがム

ダ使いをしているかを暴き立てる疑心暗鬼の結果としてではなく、

人間の生活保障と幸福追求の結果として、自然に行政が効率化して

いくのである。

　そして意外に思われるかもしれないが、結果的に所得格差も小さ

くなる。図８－１を見てみよう。低所得層が税を負担し、中高所得

層が受益者となっても、原理的に言って、格差は小さくできる。私

たちは「奪い・弱者を助ける」ことを正義として語ってきた。だ

が、正義の問題としてではなく、財政の原理に忠実になり、「分か

ち合い・不安から解き放つ」ための財政をめざすこと、つまり、人
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間の生活を保障し、基本的な自由を担保することで、結果的に格差

を縮小できるのである。

　ここで重要なのは、国と地方の役割分担をより明確にすることで

ある。あえて言っておけば、以上のモデルは、低所得層を受益者に

し、中高所得層を負担者とするこれまでの格差是策を否定するもの

ではない。国は憲法25条1項にある生存権を保障する義務を負って

いる。この観点からすれば、富裕層に税をかけ、低所得層に現金を

給付することは理にかなっている。だが同時に、この方法では「再

分配の罠」が生み出されてしまう。だからこそ、もうひとつの方

法、すなわち全員をサービスの受益者にし、全員が負担者となるし

くみ、財政システムの原点回帰が重要になるのである。

　生存の次に保障すべきは生活である。そして、生活に必要なサー

ビスを提供する主体、それこそが地方自治体にほかならない。私た

ちは程度の差こそあれ、地域共同体のなかで生活している。お互い

の顔が見えやすい地方の公共圏のなかに新しい財政システムが根づ

図8－1　応益原則・負担分任原則＝所得で人間を区別しない財政へ

出典：筆者作成
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いていけば、人間を所得で区別して社会を分断する方向性ではな

く、本来の姿ともいうべき「共同行為としての財政」を復活させる

方向性を模索することができるようになる。この「私たち」の再生

が叶わなければ、国レベルでの再分配などおよそ実現困難であろ

う。

　戦後の地方財政システムは、地方交付税を中核とした国の財源保

障と、その結果生じる財政調整とによって支えられてきた。いまあ

る地域間の財政力格差は、戦前、戦時、占領期をへて形成された税

源配分と戦後の経済政策ののちに形成されたものである。この意味

において、国の財源保障責任は、これからも引き続き当然の前提と

して要請されていくこととなる。

　だが、同時に、ナショナル・スタンダードを超える生活保障に関

しては、地方自治体自らが汗をかく覚悟を持たなければ、時代の閉

塞状況を打破できないこともまた、事実である。

　もちろん、人口規模に大きな差のある基礎自治体にあって、税だ

けですべての人びとの生活を保障することは難しい。だからこそ、

私たちは21世紀を「公」「共」「私」のベストミックスの時代だと位

置づけてきた。さらにいえば、地方の自主財源確保努力が交付税の

削減とむすびつけられては目も当てられない。しかし、それでもな

お、地方自治体の財政責任は看過されてはならない。地方自治体の

共通するニーズへの財源として、自治体が一斉に増税をおこない、

一定の財政調整をおこなう「地方共同税」のような議論も、より深

められて良いのではないだろうか（地方共同税に関しては、例え

ば、全国知事会「地方税財政制度研究会」報告書を参照。また、す

でに今日の税交付金が地方共同税的な発想を有していることは、第

7章（関口論文）で見たとおりである）。

　私たちはしばしば弱者の救済を正義として語りがちである。だ
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が、人びとは正義のためではなく、生存や生活の共通のニーズをみ

たすために助け合ってきた。いわば、痛みと喜びを分かち合い、利

害関係を共有できる保障の空間を作りあげることこそが、「私たち」

という共感の領域を再生するための条件である。この社会変革の原

動力となるのが地方自治体である。これから10年間の地方自治体の

決断は、21世紀の人口縮減期を生きる私たちの生活のあり方そのも

の、そして生存・生活共同体としての日本社会のあり方そのものを

決定することとなるだろう。残された時間は短い。
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